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1. はじめに 

機器・配管系の耐震評価において既工認から評価手法を変更するものについて，

「別紙－１ 設置変更許可申請における既許可からの変更点及び既工認との手

法の相違点の整理について」の整理結果を踏まえ，手法の相違点及び島根２号炉

としての適用性の確認結果を示す。 

 

2. 手法の相違点 

(1) クレーン類への非線形時刻歴応答解析の適用 

原子炉建物天井クレーン及び取水槽ガントリクレーンの解析では，より詳細

な手法を用いる観点から，すべり及び浮上りの条件を考慮した非線形時刻歴応

答解析にて評価を実施する。クレーン類への非線形時刻歴応答解析の適用は，

他プラントを含む既工認あるいは補正工認において適用実績がある手法であ

る（詳細は添付資料-1参照）。なお，取水槽ガントリクレーンについては，既

工認の実績として参照した大間１号炉建設工認の原子炉建屋天井クレーンと

主要構造に差異がある（詳細は添付資料-9参照）。 

(2)  機器・配管系への制震装置の適用 

島根２号炉の取水槽ガントリクレーン及びＢクラスの配管系において，耐震

性向上を目的として制震装置を適用するため，地震応答解析において制震装置

の特性を適切にモデル化し，時刻歴応答解析を適用する。本手法は，島根３号

炉，柏崎６／７号炉等の排気筒にて適用例があるが，島根２号炉の取水槽ガン

トリクレーン及びＢクラスの配管系と適用対象設備の主要構造に差異がある

（詳細は添付資料-2参照）。 

(3) ポンプ等の応答解析モデルの精緻化 

最新の工認実績を踏まえ，ポンプ等の一部設備に対して応答解析モデルの変

更を行う。応答解析モデルの変更については，他プラントを含む既工認におい

て適用実績がある手法である（詳細は添付資料-3参照）。 

(4) 容器等の応力解析へのＦＥＭモデルの適用 

既工認において，公式等による評価にて耐震計算を実施していた設備につい

て，３次元ＦＥＭモデル等を適用した耐震評価を実施する。ＦＥＭモデルを用

いた応力解析手法は，他プラントを含む既工認において適用実績がある手法で

ある（詳細は添付資料-4参照）。 

(5) 原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更 

原子炉本体及び炉内構造物の水平方向応答解析モデルについて，既工認では

建設工程の関係上，原子炉格納容器－原子炉圧力容器モデルと原子炉圧力容器

－炉内構造物モデルの２種類のモデルを用いていたが，今回工認では，原子炉

格納容器－原子炉圧力容器－炉内構造物モデルを用いる。これに合わせて，原

子炉圧力容器スタビライザ及び原子炉格納容器スタビライザのばね定数算出

方法について，最新の工認実績を踏まえた算出方法に変更する。本手法は，他

プラントを含む既工認あるいは補正工認において適用実績がある手法である。 
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また，鉛直方向に動的地震力が導入されたことから，原子炉本体及び炉内構

造物について，鉛直方向の応答を適切に評価する観点で，水平方向応答解析モ

デルとは別に鉛直方向応答解析モデル（原子炉圧力容器－原子炉格納容器－炉

内構造物モデル）を新たに採用し，鉛直地震動に対する評価を実施する。鉛直

方向応答解析モデルは，他プラントを含む既工認において適用実績がある手法

である（詳細は添付資料-5参照）。 

 (6) 最新知見として得られた減衰定数の採用 

配管系，原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機について，最新知見として

得られた減衰定数を採用する。その値は，振動試験結果等を踏まえ，設計評価

用として安全側に設定した減衰定数を採用したものである。また，鉛直方向の

動的地震力を適用することに伴い，鉛直方向の設計用減衰定数についても新た

に設定している。 

上記の減衰定数の設定は，他プラントを含む既工認において適用実績がある

手法である（詳細は添付資料-6参照）。 

 (7) 水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根法による組合せ 

鉛直方向の動的地震力が導入されたことから，水平方向と鉛直方向の地震力

の組合せとして，既往の研究等に基づき二乗和平方根（以下「ＳＲＳＳ」とい

う。）法を用いる。ＳＲＳＳ法による荷重の組合せは，他プラントを含む既工

認において適用実績がある手法である（詳細は添付資料-7参照）。 

 (8) 等価繰返し回数の評価方針 

   基準地震動の見直しに伴い，耐震評価における疲労評価に適用する等価繰

返し回数を見直す。適用する等価繰返し回数の設定法は他プラントを含む既

工認において適用実績がある手法である（詳細は添付資料-8参照）。 

 

3. 手法の変更項目に対する島根２号炉への適用性 

手法の変更点について，以下に示す３項目に分別した上で，島根２号炉として

の適用性を示す。 

 (1) 先行プラントの知見反映を基本として変更する手法 

先行プラントで適用されている知見を反映する変更項目については，評価対

象施設に応じて質点系モデル，ＦＥＭモデル等により適切にモデル化し，適切

な解析手法を用いて地震応答解析を実施することから，島根２号炉への適用に

際して問題となることはない。 

・クレーン類への非線形時刻歴応答解析の適用 

・ポンプ等の応答解析モデルの精緻化 

・容器等の応力解析へのＦＥＭモデルの適用 

・原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更 

・等価繰返し回数の評価方針 

 (2) 鉛直方向地震の動的な取扱いを踏まえて適用する手法 

平成 18 年９月の耐震設計審査指針改訂から鉛直方向地震力に対する動的な

4条－別紙7－2
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取扱いがされており，大間１号炉建設工認及びＰＷＲプラントの新規制基準工

認で適用実績があり，島根２号炉への適用に際して問題となることはない。 

・水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根による組合せ 

・原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更 

 

(3) より現実的な応答を模擬する観点から採用する手法 

ａ．最新知見として得られた減衰定数の採用 

配管系，原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機の減衰定数は，振動試験

結果等を踏まえて設定した減衰定数を採用する。 

配管系については，ＰＷＲプラントの新規制基準工認で適用実績があり，

また炉型，プラント毎による設計方針について大きな差はない。また，最新

知見として採用する減衰定数の設定の検討に際して，ＢＷＲプラントの配管

系を踏まえた検討も実施しており，適用に際して問題となることはない。 

原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機の減衰定数の設定に際しては，振

動試験を用いた検討を実施している。振動試験の試験体は，実機と同様の振

動特性である試験体を用いることにより，減衰定数のデータを採取している。

島根２号炉の原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機は，振動試験に用いた

試験体と同様の構造，仕様であることを確認しており，最新知見として得ら

れた減衰定数の適用に際して問題となることはない（試験等の詳細は，添付

資料-6 に記載）。なお，本減衰定数の適用は大間１号炉建設工認及びＰＷＲ

プラントの新規制基準工認において適用実績がある。 

 

ｂ．機器・配管系への制震装置の適用 

制震装置を適用した機器・配管系への制震装置の適用については，島根３

号炉，柏崎６／７号炉等の排気筒で線形の単軸粘性ダンパを使用した実績が

ある。島根２号炉の取水槽ガントリクレーンでは，制震装置として非線形の

単軸粘性ダンパを適用するためダンパの特性に差異があり，単軸粘性ダンパ

を設置する設備の主要構造に差異がある。 

また，Ｂクラスの配管系に適用する三軸粘性ダンパは，海外の原子力発電

所では適用実績があるものの，国内の原子力発電所では適用実績がない。 

以上のことから機器・配管系への制震装置の適用性を確認する。 

 

 

4条－別紙7－3

8



添付資料－5 

 

原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更について 

 

1. はじめに 

原子炉建物内の原子炉格納容器（以下「ＰＣＶ」という。），原子炉圧力容器（以

下「ＲＰＶ」という。）及びガンマ線遮蔽壁等の大型機器は，建物質量に対しそ

の質量が比較的大きく，また，支持構造上からも建物との連成が無視できないた

め，原子炉建物との連成系で解析するためのモデル（以下「大型機器連成解析モ

デル」という。）を設定し，地震応答解析を行う。 

原子炉建物，ＰＣＶ，ＲＰＶ及びＲＰＶペデスタルの概略断面図を第 1－1図

に，ＲＰＶ内部構造物の構造図を第 1－2図に示す。また，原子炉建物－大型機

器連成解析に係る手順を第 1－3図に示す。 

原子炉本体及び炉内構造物の水平方向の地震応答解析モデルについて，既工認

では建設工程の関係上，原子炉格納容器－原子炉圧力容器モデル（以下「ＰＣＶ

－ＲＰＶモデル」という。）と原子炉圧力容器－炉内構造物モデル（以下「ＲＰ

Ｖ－Ｒｉｎモデル」という。）の２種類のモデルを用いていたが，今回工認では，

原子炉格納容器－原子炉圧力容器－炉内構造物モデル（以下「ＰＣＶ－ＲＰＶ－

Ｒｉｎモデル」という。）を用いる。これに合わせて，原子炉圧力容器スタビラ

イザ（以下「ＲＰＶスタビライザ」という。）及び原子炉格納容器スタビライザ

（以下「ＰＣＶスタビライザ」という。）のばね定数算出方法について，最新の

工認実績を踏まえた算出方法に変更する。本手法は，他プラントを含む既工認あ

るいは補正工認において適用実績がある手法である。 

また，鉛直方向に動的地震力が導入されたことから，原子炉本体及び炉内構造

物について，鉛直方向の応答を適切に評価する観点で，水平方向応答解析モデル

とは別に鉛直方向の地震応答解析モデル（ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル）を新

たに採用し，鉛直地震動に対する評価を実施する。鉛直方向応答解析モデルは，

他プラントを含む既工認において適用実績がある手法である。 
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第 1－1図 ＰＣＶ，ＲＰＶ及びＲＰＶペデスタル概略断面図 

  

原子炉建物概略断面図 

ＲＰＶ 

ＰＣＶ 

ガンマ線遮蔽壁 

原子炉圧力容器 

ペデスタル 

原子炉圧力容器 

支持スカート 

37.1m 

1.709m 1.709m 5.745m 

21m 

ガンマ線遮蔽壁 
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第 1－2図 ＲＰＶ内部構造物構造図 

 

 

気水分離器 

 

ＲＰＶ 

燃料集合体 

制御棒 

上部格子板 
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炉心シュラウド 

制御棒案内管 

原子炉中性子計装案内管 

シュラウドサポート 

原子炉中性子計装 

ハウジング 制御棒駆動機構 

ハウジング 

原子炉圧力容器 

支持スカート 

蒸気乾燥器 

スタンドパイプ 

 

シュラウドヘッド 

 

ジェットポンプ 

高圧及び低圧炉心 

スプレイスパージャ 
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第 1－3図 原子炉建物－大型機器連成解析の手順 

 

2. 水平及び鉛直方向における大型機器連成解析モデル 

2.1 水平方向の大型機器連成解析モデルの概要及び既工認からの変更 

水平方向の大型機器連成解析モデルを第 2.1－1図及び第 2.1-2図に示す。水

平方向の大型機器連成解析モデルは，ＰＣＶ，ＲＰＶ，ガンマ線遮蔽壁，ＲＰＶ

ペデスタルをモデル化し，ＲＰＶ内の燃料集合体，制御棒案内管，制御棒駆動機

構ハウジング，気水分離器，スタンドパイプ及び炉心シュラウドについてもモデ

ル化する。これらをシュラウドサポートと等価な回転ばねを介してＲＰＶと結合

する。ＰＣＶはシヤラグ及びウェルシールベローズと等価なばねにより建物と結

合され，下端は原子炉建物と剛に結合される。ＲＰＶは，ＲＰＶスタビライザと

等価なばねによりガンマ線遮蔽壁上端と結合され，ＲＰＶスタビライザ及びＰＣ

Ｖスタビライザと等価なばねによりＰＣＶに結合される。また，ＲＰＶは燃料交

換ベローズと等価なばねによりＰＣＶ に直接結合される。ＲＰＶの下端は，Ｒ

ＰＶペデスタル上端に剛に結合されており，ＲＰＶペデスタルは，その下端にお

大型機器連成解析モデルの設定

建物諸元

・原子炉建物の質点質量・剛性

・地盤ばね

大型機器モデル諸元
・質点質量
・ばね定数
・断面特性

基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ
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・応答軸力

基準地震動Ｓｓに対する
大型機器連成解析

弾性設計用地震動Ｓｄに対する

大型機器連成解析

基準地震動Ｓｓによる
耐震評価

弾性設計用地震動Ｓｄによる

耐震評価
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・応答変位
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・応答曲げモーメント

・応答軸力
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いて原子炉建物と剛に結合される。また，制御棒駆動機構ハウジングは制御棒駆

動機構ハウジングレストレントビームによりＲＰＶペデスタルと結合される。 

建設工認において，原子炉建物－大型機器連成解析モデルを用いた水平方向の

地震応答解析は，工認申請の進捗に合わせて，ＰＣＶ－ＲＰＶモデル，ＲＰＶ－

Ｒｉｎモデルの２種類の応答解析モデルを用いて実施していた。しかし，今回工

認では建設工認のように設計進捗に応じたモデルの使い分けの必要がないこと

及び実機に合わせて構造体をモデル化できることから，ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルに

ＰＣＶを追加したＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルを水平方向の大型機器連成解

析モデルとする。建設工認及び今回工認の原子炉建物－大型機器連成解析モデル

を第 2.1－1 表に示す。今回工認で用いるＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルの質点

位置，質量，断面特性は，既工認のＰＣＶ－ＲＰＶモデル（炉内構造物はＲＰＶ

の付加質量として考慮）及びＲＰＶ－Ｒｉｎモデル（ＰＣＶは原子炉建物の付加

質量として考慮）と同等であるため，ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルを採用する

ことによる地震応答への影響は十分小さい。なお，水平方向の大型機器連成解析

モデルとしてのＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルの適用は，東海第二の新規制工認

において適用実績がある。 

大型機器連成解析モデルを設定する場合には，既工認のモデル諸元を適用する

ことを基本とするが，解析モデルを最新化するため先行プラントにおいて適用実

績のあるモデル化手法を参照し，今回工認では，ＲＰＶスタビライザ及びＰＣＶ

スタビライザのばね定数を精緻化する。 

なお，今回工認においてＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル（スタビライザのばね

定数変更を含む）を適用するにあたり，機器・配管系への影響を検討し，地震応

答への影響が十分小さいことを確認した。（参考資料 5－1） 
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2.2 鉛直方向の大型機器連成解析モデルの概要 

既工認では，鉛直方向については静的震度による地震荷重を算定していたが，

今回工認においては，新たに鉛直方向の動的地震力に対する考慮が必要となっ

たことから，鉛直方向についても水平方向と同様に動的地震力の算定を行う。

鉛直方向の大型機器連成解析モデルを第 2.2－1図に示す。鉛直方向の大型機器

連成解析モデルについては，鉛直方向の各応力評価点における軸力を算定する

ため，水平方向モデルをベースに新たに多質点モデルを作成し，水平方向と同

様のＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルとする。ＰＣＶの下端は，原子炉建物と剛

に結合される。ＲＰＶ支持スカートの下端は，ＲＰＶペデスタルの上端に剛に

結合されており，ＲＰＶペデスタルの下端は，原子炉建物と剛に結合される。 

なお，鉛直方向の大型機器連成解析モデルは，大間１号炉の建設工認及び東

海第二の新規制工認において適用実績がある。 
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3. 質点位置の設定 

大型機器連成解析モデルの質点位置は，各構造物の地震応答を把握できるよう

に，モデル化する各構造物の形状を踏まえて設定する。ＰＣＶ，ガンマ線遮蔽壁

及びＲＰＶペデスタルの質点位置を第 3－1図(1)及び第 3－2 図(1)に，ＲＰＶ，

炉心シュラウド，燃料集合体，制御棒案内管及び制御棒駆動機構ハウジング等の

質点位置を第 3－1図(2) 及び第 3－2図(2)に示す。炉内構造物の質点位置は，

その振動性状を適切に評価出来るように配慮する他，部材の剛性の変化する点，

構造的に不連続な点，応力評価点等を考慮して定める。
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4. 構造物間ばね定数の設定（既工認から変更ある部位） 

4.1 ＲＰＶスタビライザ 
4.1.1 ＲＰＶスタビライザの構造 

ＲＰＶスタビライザは，ガンマ線遮蔽壁頂部に円周状に８箇所設置され，ＲＰ

Ｖ付属構造物であるスタビライザブラケットをあらかじめ初期締付荷重を与え

たサラバネを介して両側から挟み込む構造であり，サラバネを介して地震時の水

平方向荷重をガンマ線遮蔽壁へ伝達させる機能を有する。ＲＰＶスタビライザの

概略図を第 4.1.1－1図に示す。 
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第 4.1.1－1図 ＲＰＶスタビライザ概略図

ＲＰＶスタビライザ

ＰＣＶ

ガンマ線遮蔽壁

ＰＣＶスタビライザ

 

ガンマ線遮蔽壁 

原子炉建物全体模式図 

ＰＣＶ平面図 
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第 4.1.1－2図 ＲＰＶスタビライザ構造図 

ヨーク

サラバネ
ワッシャ

スリーブ
六角ナット

Ａ

シム

Ａ

スタビライザブラケット

ワッシャ

六角ナット

ガセット

スタビライザ
ブラケット

ヨーク
スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁
ブラケット

ＲＰＶスタビライザ分解図 

ロッド

断面Ａ－Ａ

ＲＰＶスタビライザ平面図 
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4.1.2 既工認と今回工認での変更点 

ＲＰＶスタビライザのばね定数について，既工認からの変更点を第 4.1.2－1

表に示す。既工認では，ＲＰＶスタビライザの剛性に大きく寄与するロッド，サ

ラバネのみ剛性を考慮しているが，今回工認ではガンマ線遮蔽壁ブラケット，ス

リーブ等の剛性を追加で考慮する。 

なお，上記ばね定数算出方法は大間１号炉建設工認，島根３号炉建設工認及び

東海第二の新規制工認において適用実績がある。 

 

第 4.1.2－1表 ＲＰＶスタビライザばね定数の変更点 
 既工認 今回工認 

計算方法 
理論式による 

（各部材の剛性を直列ばねとして合成） 
同左 

評価部材 
(赤枠部) 

  
ばね定数 9.6×10６[kN/m] 6.8×10６[kN/m] 

 

4.1.3 既工認におけるばね定数算出方法 

既工認では，サラバネ及びロッドを主たる支持部材と考え，第4.1.3－1図に示

すようなばね定数算出モデルを設定している。 

サラバネ(ＫＳ)及びロッド(ＫＲ)について，ＲＰＶスタビライザ１基の片側分

のばね定数(Ｋ１ｈａｌｆ)を直列ばねで定義して以下となる。 

ＲＳ

ＲＳ
１half

＋ＫＫ

Ｋ
＝Ｋ

Ｋ
  

ＲＰＶスタビライザ１基の両側分のばね定数(Ｋ１)を片側分のばね定数(Ｋ１ｈ

ａｌｆ)の並列ばねで定義して以下となる。 

ＲＳ

ＲＳ
１half１half１

＋ＫＫ

Ｋ・Ｋ２・
＝Ｋ＋＝ＫＫ  

 

ＲＰＶスタビライザ８基分の全体でのばね定数（Ｋ）を荷重－変位の関係から

算出する。第4.1.3－2図のとおりＲＰＶスタビライザに強制変位ｘを負荷した場

合に強制変位と同じ方向に生じる全体荷重Ｗを算出する。 

90°及び270°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる荷重をＷ１，

45°，135°，225°及び315°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる

荷重をＷ２′とし，荷重Ｗ２′の強制変位ｘと同じ方向の分力をＷ２とする。 

強制変位ｘを負荷したときの45°，135°，225°及び315°の位置に設置され

ワッシャ

六角ナット

ガセット

スタビライザ
ブラケット

ヨーク
スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁
ブラケット

ワッシャ

六角ナット

ガセット

スタビライザ
ブラケット

ヨーク
スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁
ブラケット

シムを評価部材とし

て考慮（図示なし） 
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たＲＰＶスタビライザに生じる接線方向の変位はｘ・cosαであることから，荷

重Ｗ２′は以下のとおりとなる。 

cos´ ・ｘ・＝ＫＷ １２  

第4.1.3－2図内の拡大図の関係から強制変位ｘと同じ方向の分力Ｗ２は以下

のとおりとなる。 

 ２
１２２ ・ｘ・＝ＫＷ＝Ｗ cos´cos  

従って，ＲＰＶスタビライザ全体のばね定数（Ｋ）は以下のとおりとなる。 

   

ＲＳ

ＲＳ

ＲＳ

ＲＳ
１

１１１２１

＋ＫＫ

Ｋ・Ｋ８・
＝

＋ＫＫ

Ｋ・Ｋ２・
＝４・＝４Ｋ

ｘ

Ｗ
Ｋ＝

・ｘ＝４・Ｋ・ｘ・Ｋ＋４・・ｘＫ＝２・＋４・Ｗ２・Ｗ＝Ｗ ２cos

 

 

第 4.1.3－1図 既工認におけるばね定数算出モデル 

 

 

第 4.1.3－2図 水平荷重の分配 

 

 

KS KR KR KS 

P/2 

P/2 

K1half K1half 
荷重 

荷重 

ワッシャ

六角ナット

ガセット

スタビライザ
ブラケット

ヨーク
スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁
ブラケット

α
W２'＝K１・ｘ・cosα

W２＝K１・ｘ・cos２α

RPVスタビライザ

強制変位 ｘ

０°

180°

270° 90°

α＝45°

W１＝K１・ｘW１

W２

W２ W２

W２

拡大図 
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4.1.4 今回工認におけるばね定数算出方法 

(1) ＲＰＶスタビライザのばね定数算出方法 

今回工認においては，サラバネ及びロッドの他にＲＰＶからの外力の支持

に寄与する部材を評価対象範囲に追加する。今回工認におけるばね定数算出

モデルを第 4.1.4－3 図に示す。サラバネ(ＫＳ)及びロッド（ＫＲ)に加え，

ガセット(ＫＧ)，ヨーク(引張方向ＫＹＴ，圧縮方向ＫＹＣ)，スリーブ(ＫＳＬ)，

六角ナット(ＫＨ)，ワッシャ(ＫＷ)について，ＲＰＶスタビライザ１基の片

側分のばね定数(Ｋ１ｈａｌｆ)を直列ばねで定義して以下のように表す。(2)に

て各評価部材のばね定数の算出方法を示し，算出結果を第 4.1.2－2 表に示

す。なお，縦弾性係数は「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005

年版（2007年追補版を含む））（以下「JSME2005／2007年版」という。）の値

を用いる。 

（引張側） 

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

1
＝Ｋ

ＹＴＧＲＳＷＳＬＨ

１ｈａｌｆ(Ｔ)



 

（圧縮側） 

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

1
＝Ｋ

ＹＣＧＲＳＷＳＬＨ

１ｈａｌｆ(Ｃ)



 

また，ＲＰＶスタビライザ１基の両側分のばね定数（Ｋ１）を片側分のば

ね定数の並列ばね及びガンマ線遮蔽壁ブラケット（ＫＢ），シム（ＫＳＭ）の

直列ばねで定義して以下のように表す。 

ＳＭＢ１ｈａｌｆ(Ｃ)１ｈａｌｆ(Ｔ)

１

Ｋ

1

Ｋ

1
＋

＋ＫＫ

1

1
＝Ｋ


 

８基分全体でのばね定数は次式のように表される。 

ＳＭＢ１ｈａｌｆ(Ｃ)１ｈａｌｆ(Ｔ)

１

Ｋ

1

Ｋ

1
＋

＋ＫＫ

1

4
＝Ｋ＝4Ｋ


 

ここで， 

Ｋ ：ＲＰＶスタビライザ８基分のばね定数 

Ｋ１ ：ＲＰＶスタビライザ１基分のばね定数 

Ｋ１ｈａｌｆ ：ＲＰＶスタビライザ１基分（片側分）のばね定数 

ＫＳ ：サラバネのばね定数 

ＫＲ ：ロッドのばね定数 

ＫＧ ：ガセットのばね定数 

ＫＹＴ ：ヨークのばね定数（引張方向） 

ＫＹＣ ：ヨークのばね定数（圧縮方向） 

ＫＳＬ ：スリーブのばね定数 
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ＫＨ ：六角ナットのばね定数 

ＫＷ ：ワッシャのばね定数 

ＫＢ ：ガンマ線遮蔽壁ブラケットのばね定数 

ＫＳＭ ：シムのばね定数 

である。 

(2) 評価部材のばね定数算出方法

ａ．サラバネ 

[kg/mm]メーカ試験結果よりサラバネ一枚あたりのばね定数は，

である。 

ＲＰＶスタビライザの片側にサラバネは並列ばねになるように 枚重ね

ているので，片側全体のばね定数はこれらの積で算出する。 

ｂ．ロッド 

ロッドの軸方向ばね定数は，以下の式に基づき算出する。

  

Ｒ２

Ｒ２

Ｒ１

Ｒ１

Ａ

Ｌ
＋

Ａ

Ｌ

Ｅ
＝Ｋ

Ｒ

ここで， 

ＡＲ１ ：丸棒部断面積 

ＡＲ２ ：ねじ部断面積 

ＬＲ１ ：丸棒部長さ 

ＬＲ２ ：丸棒部先端～スリーブの六角ナット側端面の距離 

Ｅ ：縦弾性係数 

ｃ．ガセット 

  ガセットは，第 4.1.4－1図に示す計算モデルを用いてＦＥＭ解析による荷

重－変位関係から算出する。 

第 4.1.4－1図 ガセットの構造 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ｄ．ヨーク 

ヨークのばね定数は，第 4.1.4－2 図のとおり分割した①～④のそれぞれの

ばね定数を計算し，直列ばねとして引張ばね定数（ＫＹＴ）と圧縮ばね定数（Ｋ

ＹＣ）を算出する。 

第 4.1.4－2図 ヨークのばね定数算出のための計算モデル分割 

i）引張

ヨークの引張によるばね定数は，以下の式に基づき算出する。

ＹＳ２ＹＢＹＴＥＹＳ１ Ｋ

２
＋

Ｋ

２
＋

Ｋ

１
＋

Ｋ

１

１
＝Ｋ

ＹＴ

ここで， 

ＫＹＳ１ ：①及び②のねじ部のせん断によるばね定数 ）
Ｒ

ＧＡ
＝（

Ｙ

ＹＹＳ１

ＡＹＳ１ ：①及び②のねじ穴側面積 

ＲＹ ：ねじ穴半径 

ＧＹ ：せん断弾性係数 

ＫＹＴＥ ：③及び④の引張りによるばね定数 ）
Ｌ

ＥＡ
＝（

ＹＴＥ

ＹＴＥ

ＡＹＴＥ ：③及び④の断面積 

ＬＹＴＥ ：③及び④の長さ 

ＫＹＢ ：①及び②の曲げによるばね定数 

Ｉ ：断面二次モーメント 

Ｅ ：縦弾性係数 

以下は，第 4.1.4－3図を参照。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

4条－別紙7－26

31



 

ＫＹＳ２ ：①及び②の板部のせん断によるばね定数

ｔＹ ：①及び②の板部の長さ 

ＧＹ ：せん断弾性係数 

Ｉ ：断面二次モーメント 

第 4.1.4－3図 ①及び②の曲げによるばね定数計算モデル 

ii）圧縮

ヨークの圧縮によるばね定数は，以下の式に基づき算出する。

ＹＳ１Ｋ＝Ｋ
ＹＣ

ｅ．スリーブ 

スリーブの軸方向ばね定数は，以下の式に基づき算出する。

  

ＳＬ２

ＳＬ２

ＳＬ１

ＳＬ１

Ａ

Ｌ
＋

Ａ

Ｌ

Ｅ
＝Ｋ

ＳＬ

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ここで， 

ＡＳＬ１ ：座繰り穴側断面積 

ＡＳＬ２ ：貫通穴側断面積 

ＬＳＬ１ ：座繰り穴深さ 

ＬＳＬ２ ：貫通穴深さ 

Ｅ ：縦弾性係数 

ｆ．六角ナット 

六角ナットのせん断によるばね定数は，以下の式に基づき算出する。 

  
Ｈ

ＨＨ

Ｒ

ＧＡ
＝Ｋ

Ｈ



ここで， 

ＡＨ ：ねじ穴側面積 

ＲＨ ：穴の半径 

ＧＨ ：せん断弾性係数 

ｇ．ワッシャ 

ワッシャの軸方向ばね定数は，以下の式に基づき算出する。

  
Ｗ

Ｗ

Ｌ

ＥＡ
＝Ｋ

Ｗ



ここで， 

ＡＷ ：断面積 

ＬＷ ：板厚 

Ｅ ：縦弾性係数 

ｈ．ガンマ線遮蔽壁ブラケット 

ガンマ線遮蔽壁ブラケットによるばね定数は，以下の式に基づき算出する。 

  
Ｂ

ＢＢ

Ｌ

ＧＡ
＝Ｋ

Ｂ



ここで， 

ＡＢ ：断面積 

ＬＢ ：ガンマ線遮蔽壁～ＲＰＶスタビライザ端部の距離 

ＧＢ ：せん断弾性係数 
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ｉ．シム 

シムの軸方向ばね定数は，以下の式に基づき算出する。 

  
ＳＭ

ＳＭ

ｔ

ＥＡ
＝Ｋ

ＳＭ


 

ここで，  

ＡＳＭ ：断面積 

ｔＳＭ ：厚さ 

Ｅ ：縦弾性係数 

 

(3) ＲＰＶスタビライザのばね定数算出結果 

  (2)で算出した各部材のばね定数並びに(1)で算出したＲＰＶスタビライザ

１基及び全体のばね定数の算出結果を下表に示す。 

 

第 4.1.2－2表 各部材のばね定数 
[単位：kN/m] 

ＲＰＶスタビライザの部材 既工認 今回工認 

サラバネ（ＫＳ） 2.3×106 同左 

ロッド（ＫＲ） 3.7×106 3.3×106 

ガセット（ＫＧ） － 3.3×107 

ヨークのばね定数（引張方向）（ＫＹＴ） － 4.3×106 

ヨークのばね定数（圧縮方向）（ＫＹＣ） － 6.7×107 

スリーブのばね定数（ＫＳＬ） － 7.1×107 

六角ナットのばね定数（ＫＨ） － 4.0×107 

ワッシャのばね定数（ＫＷ） － 5.8×108 

ガンマ線遮蔽壁ブラケット（ＫＢ） － 8.8×106 

シムのばね定数（ＫＳＭ） － 2.8×108 

ＲＰＶスタビライザ１基分のばね定数 2.4×106 1.7×106 

ＲＰＶスタビライザ全体のばね定数 9.6×106 6.8×106 

 

   前述の計算結果に基づき，ＲＰＶスタビライザのばね定数を 6.8×

106[kN/m]と設定する。なお，既工認と比べて今回工認のばね定数が小さくな

っているが，今回工認ではガセット，ヨーク，スリーブ，六角ナット，ワッ

シャ，ガンマ線遮蔽壁ブラケット，シムの剛性を考慮して，直列ばね成分が

増えたことにより全体のばね定数が低下した。 
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第 4.1.4－3図 今回工認におけるばね定数算出モデル 
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スリーブ 
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サラバネ 

ガンマ線遮蔽壁ブラケット 

ワッシャ 

 

KH KR 

P/2 

P/2 

K1half(T) K1half(C) 

KB KSM KSL KW KS KG KYT KYC KG KR KS KW KSL KH 

荷重 

荷重 

シムを評価部材とし

て考慮（図示なし） 
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4.2 ＰＣＶスタビライザ 

4.2.1 ＰＣＶスタビライザの構造 

ＰＣＶスタビライザはガンマ線遮蔽壁外側上部に溶接で固定されたトラス状

の構造物であり，多角形配置のシヤラグを介してガンマ線遮蔽壁に作用する水平

地震荷重をＰＣＶに伝達する機能を有する。ＰＣＶスタビライザの概略図を第

4.2.1－1 図に示す。ＰＣＶスタビライザの構成部材としては，円筒形状のパイ

プ，ガンマ線遮蔽壁との取り合い部であるガセットプレート，ＰＣＶとの取り合

い部である内側シヤラグからなる。ガセットプレートとガンマ線遮蔽壁の取付け

部及び内側シヤラグの構造を第 4.2.1－2図に示す。 
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原子炉建物全体模式図 

 

ＰＣＶ平面図 

 
ＰＣＶスタビライザ構造図 

第 4.2.1－1図 ＰＣＶスタビライザ概略図 

 

 

ガンマ線遮蔽壁 

ＲＰＶスタビライザ

ＰＣＶ

ガンマ線遮蔽壁

ＰＣＶスタビライザ

ガセットプレート 内側シヤラグ 

ＰＣＶ 

ガンマ線遮蔽壁 

 パイプ 
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第 4.2.1－2 図 ガセットプレートとガンマ線遮蔽壁の取付け部及び 

内側シヤラグ構造 

 

4.2.2 既工認と今回工認での変更点 

ＰＣＶスタビライザばね定数について，既工認からの変更点を第 4.2.2－1 表

に示す。既工認では，ＰＣＶスタビライザの剛性に最も大きく寄与するパイプを

モデル化対象として，１対のトラス（パイプ２本）の荷重－変位関係によりばね

定数を算定している。今回工認では，取り合い部であるガセットプレート及び内

側シヤラグについてもモデル化対象に含め，最新の許認可手法に合わせて全体系

モデルによるＦＥＭ解析を適用し，より実現象に即したばね定数を算定する。 

ガセットプレート拡大図（Ａ部） 内側シヤラグ取付部拡大図（Ｂ部） 

 

メイルシヤラグ 

フィメイルシヤラグ 

ガセットプレート PCVスタビライザ 

ガンマ線遮蔽壁 

 

内側シヤラグ取付け部 

 

Ａ Ｂ 
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全体系モデルによるＦＥＭ解析手法は，東海第二の新規制工認にてＰＣＶスタ

ビライザのばね定数算出にて適用実績があり，また，大間１号炉建設工認にて同

様な多角形配置の構造物である制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム

のばね定数算出にて適用実績がある。 

 

第 4.2.2－1表 ＰＣＶスタビライザの変更点 

 既工認 今回工認 

計算方法 
手計算 

(１対のトラス(パイプ２本)の荷重－変位
関係により算出） 

ＦＥＭ解析 
(固定部のガセットプレート及び内側シヤ
ラグをモデル化した全体モデルの荷重－

変位関係により算出) 

評価 
モデル 

  

ばね定数 5.3×106(kN/m) 3.5×106(kN/m) 

 

4.2.3 既工認におけるばね定数算出方法 

4.2.3.1 計算モデルの範囲 

既工認におけるばね定数算出のモデル化範囲を第 4.2.3.1－1図に示す。ＰＣ

Ｖスタビライザのうち，１対のトラス（パイプ２本）についてモデル化し，パ

イプの断面剛性を設定したトラスでの荷重－変位関係からばね定数を算出する。 

 

 

第 4.2.3.1－1図 既工認におけるばね定数算出のモデル化範囲 

荷重 
強制変位 

 

荷重 

ＰＣＶ平面図 既工認におけるばね定数算出モデル 

ＰＣＶスタビライザ 
ＰＣＶ 

ガンマ線遮蔽壁 
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4.2.3.2 算出方法 

既工認におけるばね定数算出モデルを第 4.2.3.2－1図に示す。１対のトラ

ス（パイプ２本）において，水平方向荷重による変位量δが生じた際の荷重

及び変位の算出式は以下となる。 

Ｗ＝２・Ｆ・ｓｉｎθ

・Ａ
Ｌ

δ１
Ｆ＝σ・Ａ＝Ｅ・

δｓｉｎθ＝δ１

 

ここで， 

δ ：トラスの荷重方向の変位 

δ1 ：トラスの長さ方向の変位 

θ ：パイプ角度 

Ｗ ：1対のトラスに生じる荷重 

Ｆ ：パイプに生じる荷重 

Ｅ ：縦弾性係数 

Ｌ ：パイプの長さ 

Ａ ：パイプの断面積 

 

上記の式より，１対のトラス（パイプ２本）における荷重－変位関係の式は

以下となる。 

θ・δ・ｓｉｎ
Ｌ

ＥＡ
・Ａ・ｓｉｎθ＝２・

Ｌ

δ１
Ｗ＝２・Ｅ・ ２  

よって，１対のトラス（パイプ２本）におけるばね定数(Ｋ１)は以下となる。 

θ・ｓｉｎ
Ｌ

ＥＡ
＝２・

δ

Ｗ
＝Ｋ ２

１  

以上より，ＰＣＶスタビライザ全体でのばね定数(Ｋ)は以下となる。 

θ・ｓｉｎ
Ｌ

ＥＡ
θ＝８・・ｓｉｎ

Ｌ

ＥＡ
＝４・２・Ｋ＝４Ｋ ２２

１  
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第 4.2.3.2－1図 既工認におけるばね定数算出モデル 

 

4.2.4 今回工認におけるばね定数算出方法 

4.2.4.1 解析モデルの範囲 

今回工認におけるばね定数算出モデルを第 4.2.4.1－1 図に示す。ＰＣＶス

タビライザの構成部材であるパイプ，ガセットプレート及び内側シヤラグを

360°全体でモデル化する。 

なお，今回評価に用いるＦＥＭ解析には「NASTRAN Ver.2005」を使用する。 

 

 

第 4.2.4.1－1図 今回工認におけるばね定数算出のモデル化範囲 

 

 

 

W

δ

θ

L

δ1

θ

F

F

δ ：トラスの荷重方向の変位 

δ1 ：トラスの長さ方向の変位 

θ ：パイプ角度 

Ｗ ：1対のトラスに生じる荷重 

Ｆ ：パイプに生じる荷重 

Ｅ ：縦弾性係数 

Ｌ ：パイプの長さ 

Ａ ：パイプの断面積 

 

ＰＣＶ平面図 
今回工認における 
ばね定数算出モデル 

ＰＣＶスタビライザ 
ＰＣＶ 

ガンマ線遮蔽壁 
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4.2.4.2 解析モデル 

解析モデルの諸元を第 4.2.4.2－1 表に，解析モデル図を第 4.2.4.2－1図に

示す。パイプは断面特性を考慮したビーム要素，ガセットプレート及び内側シ

ヤラグはシェル要素によりモデル化する。 

 

第 4.2.4.2－1表 ＦＥＭ解析モデルの諸元 

節点数 要素数 使用要素タイプ 

19,336 18,768 

パイプ ビーム要素 

ガセットプレート 
シェル要素 

内側シヤラグ 

 

 
第 4.2.4.2－1図 ＰＣＶスタビライザ解析モデル 

 

拡大図 

全体図 

ガセットプレート 

内側シヤラグ 

パイプ 
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4.2.4.3 解析条件 

解析モデルの境界条件及び負荷条件を第 4.2.4.3－1 図に示す。ガンマ線遮

蔽壁とガセットプレートの境界条件はモデル中心と剛体結合として定義し，剛

体結合されたモデル中心に強制変位を対角の位置にある内側シヤラグを結ん

だ線上に負荷する。なお，周方向に等間隔で設置されたＰＣＶスタビライザ８

基で荷重を負担するため，ばね定数は強制変位を負荷する方向によらず一定の

値となる。内側シヤラグとＰＣＶとの境界条件は，メイルシヤラグがフィメイ

ルシヤラグと嵌め合い構造となっていることから，円筒座標系のＲ方向及び鉛

直方向（Ｚ方向）は拘束せず，θ方向を拘束する。 

ＰＣＶスタビライザの各構成部材の材質及び材料物性を第 4.2.4.3－1 表に

示す。縦弾性係数は，JSME2005／2007 年版の値を用いる。 

 

第 4.2.4.3－1表 各構成部材の材質及び材料物性 

構成部材 材質 
縦弾性係数 E

（MPa） 
ポアソン比ν 

パイプ STS410(STS42) 2.01×105 0.3 

ガセットプレート SM400B(SM41B) 2.01×105 0.3 

内側シヤラグ SGV480(SGV49) 2.01×105 0.3 

 

 

第 4.2.4.3－1 図 境界条件及び負荷条件 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

モデル中心と剛体結合 強制変位を負荷 

各シヤラグ部のθ方向拘束 
（Ｒ方向及び鉛直方向（Ｚ方向）は拘束しない） 

円筒座標系 

θ 

Ｒ Ｙ 

Ｘ 
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4.2.4.4 解析結果 

強制変位を負荷させた際の変形図を第 4.2.4.4－1 図に示す。この図では変

形前の形状を赤線，変形後の形状を黒線で示す。荷重は，剛体結合されたモデ

ル中心の反力として算出する。この解析結果から得た荷重－変位関係から，Ｐ

ＣＶスタビライザのばね定数を 3.5×106 [kN/m]と設定する。 

 

 

第 4.2.4.4－1図 変形図 

 

Ｙ 

Ｘ 
注：変形モードが分かるように 

変形に倍率をかけている。 

強制変位 1.0mm の方向 
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4.2.4.5 ばね定数低下に係る要因の考察 

4.2.4.5.1 要因考察 

既工認と比べて今回工認（ＦＥＭ解析）のばね定数が低下した要因を考察

するため，部材の剛性の考慮有無や結合方法等を変更した参考モデル（Ⅰ－

１，２及びⅡ）を用いてばね定数を算出した。 

要因の考察に用いた解析モデルの概要を第4.2.4.5.1－1表に示す。また，

各解析モデルにより算出されたばね定数を第 4.2.4.5.1－1図に示す。 

 

第 4.2.4.5.1－1表 解析モデルの概要 

 
《解析結果の考察》 

① 既工認と参考モデルⅠ－１の比較・考察 

参考モデルⅠ－１により算出されたばね定数は既工認と同値であるため， 

ＦＥＭ解析モデルは既工認の計算モデルと同等である。 

② 参考モデルⅠ－１と参考モデルⅠ－２の比較・考察 

参考モデルⅠ－２では，ガセットプレート及び内側シヤラグを剛体とし

てモデル化したことによりパイプ長が短くなったため，ばね定数の値が

参考モデル I－１より大きくなる。 

③ 参考モデルⅠ－２と参考モデルⅡの比較・考察 

参考モデルⅡでは，ガセットプレート及び内側シヤラグに剛性を考慮す

ることにより，ばね定数の値が参考モデルⅠ－２より小さくなる。 

④ 参考モデルⅡと今回工認モデルの比較・考察 

本来ガセットプレートは隣り合うパイプの荷重を受け持つこととなるが

解析モデルの概要
モデル名称 参考モデルⅠ－１ 参考モデルⅠ－２ 参考モデルⅡ 今回工認モデル

モデル概要

既工認のトラス１対モデ

ルをFEMモデルで再現し

たモデル

トラス１対について，ガ

セットプレート及び内側

シヤラグを剛体として考

慮し，パイプの曲げ及び

せん断剛性を考慮したモ

デル

トラス１対について，パ

イプの曲げ及びせん断剛

性に加え，ガセットプ

レート及び内側シヤラグ

の剛性を考慮したモデル

全トラスについて，パイ

プの曲げ及びせん断剛性

と，ガセットプレート及

び内側シヤラグの剛性を

考慮したモデル

ガセットプレート

／内側シヤラグ
－ 剛体 剛性考慮 剛性考慮

パイプとの取り合

い部
ピン結合 剛結合 剛結合 剛結合

パイプ
軸変形を考慮

（長さ L=3749mm）

軸変形，曲げ，せん断を

考慮

（長さ L=2574.1mm）

軸変形，曲げ，せん断を

考慮

（長さ L=2574.1mm）

軸変形，曲げ，せん断を

考慮

（長さ L=2574.1mm）

解析モデル図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シヤラグ 

ガセットプレート 

パイプ 

パイプ

内側シヤラグ

（剛体）

ガセットプレート

（剛体）

パイプ取り合い部：剛結合

内側シヤラグ：θ方向拘束

強制変位方向

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シヤラグ 

ガセットプレート 

パイプ 

パイプ

内側シヤラグ

（剛性考慮）

パイプ取り合い部：剛結合

内側シヤラグ：θ方向拘束

強制変位方向

ガセットプレート

（剛性考慮）

内側シヤラグ：θ方向拘束

強制変位方向

パイプ取り合い部：剛結合

ガセットプレート

位置 内側シヤラグ

位置

パイプ

パイプ取り合い部：ピン結合

強制変位方向

内側シヤラグ位置：θ方向拘束
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（第 4.2.4.5.1－2図（b）参照），参考モデルⅡでは，１対のトラスのみ

の荷重を受け持つモデル化を行っており（第 4.2.4.5.1－2図（a）参照），

隣り合うパイプからの荷重を考慮していない。このためガセットプレー

トの変形が小さくなり，ばね定数の値が今回工認モデルより大きくなる。 

 

ＰＣＶスタビライザを構成する各部材の剛性を考慮することにより，現実的

なばね定数を算出した。その中でも，ガセットプレート及び内側シヤラグの剛

性を考慮したことが，ばね定数低下に大きく寄与している。 

以上の考察より，今回工認のばね定数は妥当なものであることを確認した。 

 

 

第 4.2.4.5.1－1図 各解析モデルのばね定数 

  

第 4.2.4.5.1－2図 参考モデルⅡと今回工認モデルの荷重伝達 

0

2.5

5

7.5

10

5.3 5.3 

7.7 

3.9 3.5 

ばね定数［×10
6
kN/m］ 

[単位：×106kN/m]

項目 既工認
参考モデル

Ⅰ-１
参考モデル

Ⅰ-２
参考モデル

Ⅱ
今回工認
モデル

トラス１対 1.3 1.3 1.9 1.0 －

全体
(トラス８対)

5.3 5.3 7.7 3.9 3.5

（a）参考モデルⅡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シヤラグ 

ガセットプレート 

パイプ パイプ荷重方向

パイプ荷重方向

強制変位方向

（b）今回工認モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シヤラグ 

ガセットプレート 

パイプ パイプ荷重方向

パイプ荷重方向

強制変位方向

隣り合うパイプから
の荷重も生じる

隣り合うパイプから
の荷重も生じる
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5. 構造物間ばね定数の設定（既工認から変更ない部位） 

   既工認からばね定数の算出方法に変更がない部位のうち，主要部位であるシ

ヤラグ及び制御棒駆動機構ハウジングレストレントビームを代表としてばね定

数の算出方法を説明する。 

なお，縦弾性係数は建設時の適用基準（昭和 55 年通商産業省告示第 501 号）

の値を用いる。 

 

5.1 シヤラグ 

5.1.1 シヤラグの構造 

シヤラグは，ドライウェル上部に周方向に８箇所設置され，ＰＣＶ外側のメ

イルシヤラグが原子炉建物側のフィメイルシヤラグと嵌め合い構造となってお

り，水平方向のうちＰＣＶ周方向の変位を拘束し，径方向変位は拘束されない

構造である。(第 5.1.1－1図参照)  

 

第 5.1.1－1図 シヤラグ概要図 

 

5.1.2 ばね定数の算出方法 

 シヤラグのばね定数は，せん断荷重から求めた荷重－変位の関係により算出

する。なお，シヤラグのばね定数算出方法について，既工認から変更はない。 

せん断力(Ｆ)を受ける際のせん断変形の式から求める荷重－変位関係より，

第 5.1.2－1図に示すメイルシヤラグ及びフィメイルシヤラグの各部に対するシ

ヤラグ１基分のばね定数（ｋ）を算出する。 
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よって，シヤラグ８基全体のばね定数（Ｋ）は円周状にシヤラグが配置されて

いることから，次のとおりとなる。 
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Ｋ＝４・ｋ 

 

ここで， 

ν ：せん断ひずみ 

Ｇ ：せん断弾性係数 

κ ：断面の形状係数 

ａ１ ：フィメイルシヤラグの幅 

ａ２ ：ａ１＋ａ３ 

ａ３ ：メイルシヤラグの幅 

ｌ１ ：フィメイルシヤラグの長さ 

ｌ２ ：シヤラグ接触面の長さ 

ｌ３ ：メイルシヤラグの長さ 

ｈ ：シヤラグ接触面の長さ 

Ａ１ ：フィメイルシヤラグの断面積（＝ａ１ｈ） 

Ａ２ ：Ａ１＋Ａ３（＝ａ２ｈ） 

Ａ３ ：メイルシヤラグの断面積（＝ａ３ｈ） 

 

 
第 5.1.2－1図 シヤラグばね定数算出概念図 

    

  

    

 

a1 a3 a1 

a2 

h 

l1 

l2 
l3 
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5.2 制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム 

5.2.1 制御棒駆動機構ハウジングレストレントビームの構造 

制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム（以下「ＣＲＤハウジングレ

ストレントビーム」という。）は，８箇所のブラケットでＲＰＶペデスタルと溶

接により固定された構造物であり，構成部材としてはＣＲＤハウジングレスト

レントビーム，サポート，ブラケットからなる。 

   ＣＲＤハウジングレストレントビームは，ＣＲＤハウジングの水平方向地震

荷重を受けるが，ＣＲＤハウジングレストレントビームはＣＲＤハウジングを

接触のみで支持しているため，圧縮方向の荷重は伝達するが引張方向の荷重は

伝達しない構造である。 

   ＣＲＤハウジングレストレントビームの構造を第 5.2.1－1図に示す。 

 

 
第 5.2.1－1図 ＣＲＤハウジングレストレントビームの構造 

 

5.2.2  ＣＲＤハウジングレストレントビームのばね定数算出方法 

ＣＲＤハウジングレストレントビームのばね定数は，ＦＥＭ解析により算出

する。なお，ＣＲＤハウジングレストレントビームのばね定数算出方法につい

て，既工認から変更はない。 

 

5.2.3 計算方法 

計算機コード「ＳＡＰ-Ⅳ」により，各部材ごとに断面積，断面二次モーメン

ト，重量等を与えるビーム要素モデルで解析する。 

 

5.2.4 計算条件 

5.2.4.1 解析モデル 

解析モデルの概要を第 5.2.4.1－1 図に示す。 

解析モデルはＣＲＤハウジングレストレントビームの対称性を考慮し，

180°の範囲をモデル化する。 
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第 5.2.4.1－1図 解析モデルの概要 

 

5.2.4.2 各構成部材の材質及び材料物性 

解析に用いる各構成部材の材質及び材料定数を第 5.2.4.2－1表に示す。 

 

第 5.2.4.2－1表 各構成部材の材質及び材料定数 

構成部材 材質 
縦弾性係数 E  

(MPa) 
ポアソン比ν 

ＣＲＤハウジング 

レストレントビーム 
SS400 1.92×105 0.3 

サポート SM400A 1.92×105 0.3 

ブラケット SM400A 1.92×105 0.3 

 

5.2.4.3 荷重条件 

ＣＲＤハウジング全水平荷重Ｗを分配して，ＣＲＤハウジングの列ごとの 

荷重Ｗｉを設定し，それらの荷重ＷｉをＣＲＤハウジングレストレントビーム

列上の最も近い接点に負荷する。 

荷重Ｗｉは列ごとのＣＲＤハウジング本数に応じた比例配分により，次のと

おり算出する。 

  
 ｉ

ｉ
ｉ

ｎ

Ｗ・ｎ
＝Ｗ   (n:本数，i：列数) 

5.2.4.4 境界条件 

ＣＲＤハウジングレストレントビームとＲＰＶペデスタルは溶接にて固定

されていることから境界条件は固定する。また，180°の範囲をモデル化して

いることから，対称性を考慮した拘束条件とする。 
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5.2.5 解析結果 

ばね定数は，全水平荷重Ｗを最大変位量 δで割ることにより求める。ばね定

数を以下に示す。 

また，変形前(荷重付与前)及び変形後のモデル形状を第 5.2.5－1図に示す。 

ばね定数： ［kN/m］107.16＝
δ

Ｗ
Ｋ＝ ５  

 

第 5.2.5－1図 変形前後のモデル形状 

 

変形前 変形後 
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参考資料（5－1） 

 

原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更に伴う地震応答への影響について 

 

1. はじめに 

  原子炉建物－大型機器連成解析モデルを既工認から変更することに伴い，地

震応答への影響を確認する。 

 

2. 入力地震動 

  基準地震動Ｓｓのうち，応答加速度が全周期帯において概ね支配的であるＳ

ｓ－Ｄを代表波として選定する。 

 

3. 影響検討方法 

  原子炉建物－大型機器連成解析モデルを既工認から変更することに伴う地震

応答の影響を確認するため，表１に示す影響検討モデル１及び２を用いた固有

値解析及び地震応答解析を行い，表２に示す影響検討ケースで各影響検討モデ

ルの解析結果を今回工認モデルと比較することにより，地震応答への影響につ

いて検討した。 

影響検討ケース１は，ＰＣＶ－ＲＰＶモデルをＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル

に変更したことによる地震応答への影響を検討することを目的として，表１に示

す影響検討モデル１と今回工認モデルを比較する。ばね定数は，どちらのモデル

も精緻化した値を適用する。 

影響検討ケース２は，ＰＣＶ及びＲＰＶスタビライザのばね定数を変更したこ

とによる地震応答への影響を検討することを目的として，表１に示す影響検討モ

デル２と今回工認モデルを比較する。解析モデルは，どちらもＰＣＶ－ＲＰＶ－

Ｒｉｎモデルとし，影響検討モデル２では，スタビライザのばね定数として既工

認の値を適用し，今回工認モデルでは，スタビライザのばね定数として精緻化し

た値を適用する。 

  表１の解析モデルのモデル図については，第 1－1－1～2図にてＰＣＶ－ＲＰ

Ｖモデルを示し，第 1－2－1～2 図にてＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルを示す。 

 

表１ 影響検討モデル 

影響検討 

モデル 
解析モデル 

モデル緒元 

備考 スタビライザ 

ばね定数 
その他 

1 ＰＣＶ－ＲＰＶモデル 精緻化値 既工認と同じ  

2 ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル 既工認と同じ 既工認と同じ  

－ ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル 精緻化値 既工認と同じ 今回工認モデル 
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表２ 影響検討ケース 

影響検討 

ケース 
比較対象モデル 比較目的 

検討結果 

固有値解析 地震応答解析 

1 
影響検討モデル１と 

今回工認モデル 

ＰＣＶ－ＲＰＶモデルを

ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎ

モデルに変更にしたこと

による地震応答への影響

を検討 

第 1－1－1～ 

第 1－1－2表 

第 2－1－1～ 

第 2－1－12図 

第 2－1－1～ 

第 2－1－2表 

2 
影響検討モデル２と 

今回工認モデル 

ＰＣＶ及びＲＰＶスタビ

ライザのばね定数を変更

したことによる地震応答

への影響を検討 

第 1－2－1～ 

第 1－2－2表 

第 2－2－1～ 

第 2－2－20図 

第 2－2－1～ 

第 2－2－2表 

 

 

4. 検討結果 

（１）影響検討ケース１ 

第 1－1－1～第 1－1－2表並びに第 2－1－1～第 2－1－12図に示す固有値解

析結果から，影響検討モデル１と今回工認モデルにおける各振動モードの変形

状態は一致しており，固有周期の変動も小さい（最大４％変動）ことがわかる。 

また，第 2－1－1～第 2－1－2表に示す地震応答解析結果から，各部位の荷

重が概ね一致している（最大 10％変動）ことがわかる。したがって，ＰＣＶ

－ＲＰＶモデルをＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルに変更したことによる地震

応答への影響は軽微である。 

 

（２）影響検討ケース２ 

第 1－2－1～第 1－2－2表並びに第 2－2－1～第 2－2－20図に示す固有値解

析結果から，ＰＣＶ及びＲＰＶスタビライザのばね定数を変更した結果，各振

動モードの変形状態は一致することがわかる。また，各振動モードのうち原子

炉圧力容器の応答が卓越する振動モードで固有周期が長くなる（最大９％）が，

その他の振動モードの固有周期の変動は小さいことがわかる。 

また，第 2－2－1～第 2－2－2表に示す地震応答解析結果から，ＰＣＶ及び

ＲＰＶスタビライザのばね定数を変更したことにより，ＰＣＶ，ＲＰＶ及びシ

ヤラグの荷重等が変動するが，最大でも 36％（ＰＣＶスタビライザ）である

ことがわかる。 

地震応答解析結果に示す荷重のうち，ＲＰＶ支持スカート基部，ガンマ線遮

蔽壁基部，ＲＰＶペデスタル基部，シヤラグでは，影響検討モデル２（①）と

今回工認モデル（②）の荷重の比率（②／①）がＮＳ方向とＥＷ方向で異なり，

ＮＳ方向の荷重は大きくなる（比率（②／①）が 1より大きい）のに対し，Ｅ

Ｗ方向の荷重は小さくなる（比率（②／①）が 1より小さい）。 

また，今回工認モデルにおけるＲＰＶスタビライザとＰＣＶスタビライザで
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は，ＮＳ方向とＥＷ方向のいずれでも荷重が小さくなり（比率（②／①）が 1

より小さい），ＮＳ方向よりＥＷ方向の荷重が小さい（比率（②／①）がＮＳ

方向よりＥＷ方向のほうが小さい）。 

これらの要因として，ばね定数変更により固有周期と床応答スペクトルが変

化し，固有周期と床応答スペクトルとの関係により，ＮＳ方向とＥＷ方向で荷

重の変化の傾向に違いが生じていることや，ＲＰＶ及びＰＣＶスタビライザの

ばね定数が低下したことにより，これらが分担する荷重が小さくなることが考

えられる。 

第 2－3－1 図にＲＰＶスタビライザとＰＣＶスタビライザが接続するガン

マ線遮蔽壁頂部（質点番号 53）における影響検討モデル２及び今回工認モデ

ルの基準地震動Ｓｓ－Ｄの床応答スペクトルを示す。また，第 2－3－1 表に，

影響検討モデル２（①）と今回工認モデル（②）における，ＲＰＶの振動が卓

越する最も低い振動数の第４次モードの固有周期と床応答加速度及びその比

率（②／①）を示す。ＮＳ方向はスタビライザばね定数の変更に伴い応答加速

度が大きくなるが，ＥＷ方向は小さくなっており，このような違いが荷重の変

化の傾向に影響したものと考えられる。 

以上の考察のとおり，ばね定数の変更に対して妥当な結果が得られている。 
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第 1－1－1 表 固有値解析結果（影響検討ケース１，ＮＳ方向） 

次数 ①影響検討モデル１ ②今回工認モデル 固有周期
の比率 

（②／①） 
卓越部位 

① ② 固有周期[秒] 固有周期[秒] 

１ １ 0.219 0.219 1.00 原子炉建物 

－ ２ － 0.202 － 燃料集合体 

－ ３ － 0.135 － 炉心シュラウド 

２ ４ 0.113 0.110 0.97 ＲＰＶ 

３ ５ 0.098 0.098 1.00 原子炉建物 

４ ６ 0.069 0.069 1.00 原子炉建物 

－ ７ － 0.066 － 制御棒案内管 

５ ８ 0.058 0.057 0.98 ＲＰＶ 

６ ９ 0.052 0.052 1.00 原子炉建物 

－ 10 － 0.050 － 燃料集合体 

 

第 1－1－2 表 固有値解析結果（影響検討ケース１，ＥＷ方向） 

次数 ①影響検討モデル１ ②今回工認モデル 固有周期
の比率 

（②／①） 
卓越部位 

① ② 固有周期[秒] 固有周期[秒] 

－ １ － 0.204 － 燃料集合体 

１ ２ 0.202 0.200 0.99 原子炉建物 

－ ３ － 0.135 － 炉心シュラウド 

２ ４ 0.113 0.109 0.96 ＲＰＶ 

３ ５ 0.093 0.093 1.00 原子炉建物 

４ ６ 0.067 0.067 1.00 原子炉建物 

－ ７ － 0.066 － 制御棒案内管 

５ ８ 0.058 0.057 0.98 ＲＰＶ 

６ ９ 0.051 0.051 1.00 原子炉建物 

－ 10 － 0.050 － 燃料集合体 
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第 1－2－1 表 固有値解析結果（影響検討ケース２，ＮＳ方向） 

次数 
①影響検討モデル２ ②今回工認モデル 固有周期

の比率 
（②／①） 

卓越部位 
固有周期[秒] 固有周期[秒] 

１ 0.219 0.219 1.00 原子炉建物 

２ 0.202 0.202 1.00 燃料集合体 

３ 0.135 0.135 1.00 炉心シュラウド 

４ 0.102 0.110 1.08 ＲＰＶ 

５ 0.095 0.098 1.03 原子炉建物 

６ 0.069 0.069 1.00 原子炉建物 

７ 0.066 0.066 1.00 制御棒案内管 

８ 0.056 0.057 1.02 ＲＰＶ 

９ 0.052 0.052 1.00 原子炉建物 

10 0.050 0.050 1.00 燃料集合体 

 

第 1－2－2 表 固有値解析結果（影響検討ケース２，ＥＷ方向） 

次数 
①影響検討モデル２ ②今回工認モデル 固有周期

の比率 
（②／①） 

卓越部位 
固有周期[秒] 固有周期[秒] 

１ 0.204 0.204 1.00 燃料集合体 

２ 0.200 0.200 1.00 原子炉建物 

３ 0.135 0.135 1.00 炉心シュラウド 

４ 0.100 0.109 1.09 ＲＰＶ 

５ 0.091 0.093 1.02 原子炉建物 

６ 0.067 0.067 1.00 原子炉建物 

７ 0.066 0.066 1.00 制御棒案内管 

８ 0.055 0.057 1.04 ＲＰＶ 

９ 0.051 0.051 1.00 原子炉建物 

10 0.050 0.050 1.00 燃料集合体 
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第 2－1－1表 主要設備の地震応答解析結果（影響検討ケース１，ＮＳ方向） 

主要設備・部位 荷重 ①影響検討モデル１ ②今回工認モデル 
比率 

（②／①） 

ＲＰＶ支持スカート

基部 

せん断力（kN） 12200 11500 0.94 

モーメント（kN・m） 120000 112000 0.93 

ＰＣＶ基部 

せん断力（kN） 23400 23200 0.99 

モーメント（kN・m） 428000 426000 1.00 

ガンマ線遮蔽壁基部 

せん断力（kN） 35300 33600 0.95 

モーメント（kN・m） 140000 134000 0.96 

ＲＰＶペデスタル 

基部 

せん断力（kN） 40400 38600 0.96 

モーメント（kN・m） 459000 435000 0.95 

ＲＰＶスタビライザ 反力（kN） 12000 10800 0.90 

ＰＣＶスタビライザ 反力（kN） 19300 18100 0.94 

シヤラグ 反力（kN） 28900 28400 0.98 

応答値は有効数字４桁目を四捨五入 

 

第 2－1－2表 主要設備の地震応答解析結果（影響検討ケース１，ＥＷ方向） 

主要設備・部位 荷重 ①影響検討モデル１ ②今回工認モデル 
比率 

（②／①） 

ＲＰＶ支持スカート

基部 

せん断力（kN） 11800 11100 0.94 

モーメント（kN・m） 112000 102000 0.91 

ＰＣＶ基部 

せん断力（kN） 26700 24900 0.93 

モーメント（kN・m） 465000 428000 0.92 

ガンマ線遮蔽壁基部 

せん断力（kN） 36300 33600 0.93 

モーメント（kN・m） 143000 133000 0.93 

ＲＰＶペデスタル 

基部 

せん断力（kN） 39500 37100 0.94 

モーメント（kN・m） 464000 439000 0.95 

ＲＰＶスタビライザ 反力（kN） 11200 10900 0.97 

ＰＣＶスタビライザ 反力（kN） 17300 18100 1.05 

シヤラグ 反力（kN） 24800 25300 1.02 

応答値は有効数字４桁目を四捨五入 
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第 2－2－1表 主要設備の地震応答解析結果（影響検討ケース２，ＮＳ方向） 

主要設備・部位 荷重 ①影響検討モデル２ ②今回工認モデル 
比率 

（②／①） 

炉心シュラウド 

下部胴下端 

せん断力（kN） 5500 5780 1.05 

モーメント（kN・m） 31300 33700 1.08 

ＲＰＶ支持スカート

基部 

せん断力（kN） 9610 11500 1.20 

モーメント（kN・m） 93800 112000 1.19 

ＰＣＶ基部 
せん断力（kN） 23500 23200 0.99 

モーメント（kN・m） 426000 426000 1.00 

ガンマ線遮蔽壁基部 
せん断力（kN） 28200 33600 1.19 

モーメント（kN・m） 106000 134000 1.26 

ＲＰＶペデスタル 

基部 

せん断力（kN） 32600 38600 1.18 

モーメント（kN・m） 369000 435000 1.18 

ＲＰＶスタビライザ 反力（kN） 11900 10800 0.91 

ＰＣＶスタビライザ 反力（kN） 19200 18100 0.94 

シヤラグ 反力（kN） 21600 28400 1.31 

燃料集合体 変位（mm） 21.9 22.6 1.03 

応答値は有効数字４桁目を四捨五入 

 

第 2－2－2表 主要設備の地震応答解析結果（影響検討ケース２，ＥＷ方向） 

主要設備・部位 荷重 ①影響検討モデル２ ②今回工認モデル 
比率 

（②／①） 

炉心シュラウド 

下部胴下端 

せん断力（kN） 5270 5700 1.08 

モーメント（kN・m） 31900 30400 0.95 

ＲＰＶ支持スカート

基部 

せん断力（kN） 11600 11100 0.96 

モーメント（kN・m） 107000 102000 0.95 

ＰＣＶ基部 
せん断力（kN） 24800 24900 1.00 

モーメント（kN・m） 431000 428000 0.99 

ガンマ線遮蔽壁基部 
せん断力（kN） 39400 33600 0.85 

モーメント（kN・m） 137000 133000 0.97 

ＲＰＶペデスタル 

基部 

せん断力（kN） 42900 37100 0.86 

モーメント（kN・m） 462000 439000 0.95 

ＲＰＶスタビライザ 反力（kN） 16000 10900 0.68 

ＰＣＶスタビライザ 反力（kN） 28100 18100 0.64 

シヤラグ 反力（kN） 33700 25300 0.75 

燃料集合体 変位（mm） 25.1 26.9 1.07 

応答値は有効数字４桁目を四捨五入 
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第 2－3－1図 ガンマ線遮蔽壁頂部（質点番号 53）における床応答スペクトル 

（減衰１％） 

第 2－3－1表 ガンマ線遮蔽壁頂部（質点番号 53）におけるＲＰＶが卓越する 

第４次振動モードの固有周期と床応答加速度 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

影響検討モデル

２(①) 

今回工認モデル

(②) 

影響検討モデル

２(①) 

今回工認モデル

(②) 

固有周期 

(秒) 
0.102 0.110 0.100 0.109 

加速度 

(G) 
27.8 32.0 39.7 30.4 

加速度の 

比率 

（②／①）

1.15 0.77 

0

15

30

45

0.05 0.10 0.15

影響検討モデル２

今回工認モデル

影響検討モデル２_RPV卓越モード：

0.102秒

今回工認モデル_RPV卓越モード：

0.110秒

固有周期［秒］

震
度

32.0

27.8

NS方向

0

15

30

45

0.05 0.10 0.15

影響検討モデル２

今回工認モデル

影響検討モデル２_RPV卓越モード：

0.100秒

今回工認モデル_RPV卓越モード：

0.109秒

固有周期［秒］

震
度

39.7

30.4
EW方向
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島根原子力発電所２号炉
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の考え方の変更について

（耐震）
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1. 概要 

島根原子力発電所２号炉（以下「島根２号炉」という。）の既工認では，サプ

レッションチェンバへ加わる地震荷重のうち，内部水による荷重の算出に当たっ

ては，内部水全体を剛体とみなし，容器とともに一体で挙動するものとして内部

水の全質量を用いていたが，容器の内部水が自由表面を有する場合，実際に地震

荷重として付加される内部水の質量は一部であることから，島根２号炉の今回工

認では，これを考慮して地震荷重を算出する。 

ここで，他産業における球形タンクや円筒タンクの耐震設計では，容器内の水

が自由表面を有する場合，実際に地震荷重として付加される質量は，有効質量（又

は付加質量，仮想質量等）として定義され，一般的に適用されている。 

本資料では，島根２号炉の今回工認において円環形状容器であるサプレッショ

ンチェンバ内部水に対して有効質量を適用することの考え方及びその妥当性に

ついて説明する。なお，本手法の工事計画認可実績はないが，女川２号炉の設置

許可段階の審査において採用している手法と同じ手法である。 

 

2. 既工認と今回工認の耐震評価手法 

2.1 サプレッションチェンバの構造 

原子炉格納容器の全体概要図を第 2.1－1図 に，サプレッションチェンバ及

びサプレッションチェンバサポートの概要図を第 2.1－2 図に，サプレッショ

ンチェンバ断面概要図を第 2.1－3 図に示す。また，島根２号炉サプレッショ

ンチェンバの諸元を第 2.1－1表に示す。 

サプレッションチェンバは，16 セグメントの円筒を繋ぎ合わせた円環形状

容器であり，各セグメントの継ぎ目に２箇所ずつ設けられた全 32 箇所の支持

脚（以下「サプレッションチェンバサポート」という。）により，原子炉建物

基礎版上に自立している。 

サプレッションチェンバサポートは，半径方向に対してサプレッションチェ

ンバの熱膨張により可動し，周方向に対してサプレッションチェンバの地震荷

重を原子炉建物基礎版に伝達させる構造である。 

また，サプレッションチェンバは，ドライウェルとベント管を介して接続さ

れるが，ベント管に設けられたベント管ベローズにより相対変位を吸収する構

造となっている。 

このため，サプレッションチェンバの耐震評価に当たっては，ドライウェル

の地震応答と切り離し，原子炉建物基礎版上における地震応答を用いている。

（参考資料８参照） 
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第 2.1－1図 原子炉格納容器全体概要図 

 

  

ドライウェル 

ベント管 

ベント管ベローズ 

サプレッション 

チェンバ 

サプレッションチェンバサポート 
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第 2.1－2図 サプレッションチェンバ，サプレッションチェンバ 

サポート概要図

Ｂ

部

補強板 

サポート 

Ａ Ａ 

サプレッション 
チェンバ 

Ｂ 

θ 

Ｂ部詳細図 
サプレッションチェンバ

番号 部 位 

１ サポート

２ シアキー

３ ボルト 

４ 基礎ボルト 

５ ベースプレート 

６ シアプレート

断面Ａ－Ａ 

サプレッションチェンバサポート

Ｄｔ 

Ｌ
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第 2.1－3図 サプレッションチェンバ断面概要図 

第 2.1-1 表 島根２号炉サプレッションチェンバ諸元 

項 目 内 容 備 考 

耐震クラス Ｓクラス 

設置建物 原子炉建物 

設置高さ EL.1300 mm 基礎版上 

主要寸法 

Ｄ 

記号は第 2.1－2図 

に示す 

Ｌ 

ｔ 

θ 

内部水量 

通常運転範囲の上限値 
（Ｈ．Ｗ．Ｌ） 

重大事故時水位（Ｓｓ）注１ 

重大事故時水位（Ｓｄ）注２ 

注１ 重大事故後２×10－１年（約 70日）以降で基準地震動Ｓｓと組み合わせる水位 

注２ 重大事故後 10－２～２×10－１年（約 3.5～70日）で弾性設計用地震動Ｓｄと組み合わせ

る水位 

ベント管 

（全周８本） 

ベント管ベローズ 

クエンチャ 
ＥＣＣＳストレーナ 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 

ベントヘッダ 

強め輪（全周 32枚） 

真空破壊装置 

ダウンカマ 

（全周 64本） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.2 有効質量の概要 

有効質量については，他産業の球形タンクや円筒タンク等の容器の耐震設計

に一般的に用いられている考え方である（別紙１参照）。 

また，有効質量は，容器の内部水が自由表面を有する場合，水平方向の揺れ

による動液圧分布を考慮して，地震荷重として付加される容器の内部水の質量

として設定される（別紙２参照）。 

なお，有効質量は容器の形状と水位が既知であれば，汎用構造解析プログラ

ムＮＡＳＴＲＡＮ を用いて算出することが可能である。 

 

2.3 既工認と今回工認の耐震評価手法の比較 

島根２号炉のサプレッションチェンバの耐震評価における既工認と今回工

認の比較を第 2.3－1表 に，既工認及び今回工認におけるサプレッションチェ

ンバの動的地震力による耐震評価フローを第 2.3－1図及び第 2.3－2図に，並

びに静的地震力による耐震評価フローを第 2.3－3図及び第 2.3－4 図に示す。 

既工認からの変更点は，水平地震荷重算出における質量の扱い（有効質量の

適用）及びこれに伴うスロッシング荷重の個別評価である。 
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第 2.3－1表 島根２号炉のサプレッションチェンバの耐震評価における 

既工認と今回工認の比較 

項目 既工認 今回工認注１ 変更理由 

荷
重
評
価 

地震荷重算出に
考慮する質量 

水平 
鋼材質量＋ 
水質量（全質量） 

鋼材質量＋ 
水質量（有効質量） 

現実的な水の
地震荷重を評
価するため 

鉛直 
鋼材質量＋ 
水質量（全質量） 

同左 － 

スロッシング荷重 注２ 個別評価 

有効質量の適
用に伴いスロ
ッシング荷重
を個別評価 

死荷重（自重）に考慮 
する質量 

鋼材質量＋ 
水質量（全質量） 

同左 － 

地震荷重 
解析手法 

水平 
動的解析（スペクト
ルモーダル解析等） 

同左 － 

鉛直 静的解析 同左 － 

応
力
評
価 

応力評価手法 

構造解析コードに
よる解析（本体部） 
公式等による評価
（サポート部） 

同左 － 

許容応力 
ＪＥＡＧ４６０１
に基づく 

同左 － 

 下線部は既工認からの変更点を示す 

注１ 静的地震力による評価は，水質量（全質量）を用いて既工認と同様に評価 

注２ サプレッションチェンバ内部水全体を剛体とみなし保守的に地震荷重を考慮して

おり，スロッシング荷重は水平地震荷重に包含される  
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第 2.3－1図 既工認におけるサプレッションチェンバの動的地震力 

による耐震評価フロー 

 

第 2.3－2図 今回工認におけるサプレッションチェンバの動的地震力 

による耐震評価フロー 

動的解析 

応力計算 

許容応力以下か？ 設計見直し 

鋼材質量＋水質量（全質量） 

死荷重 
地震荷重 

（鉛直） 

地震荷重 

（水平） 
その他荷重 

評価終了 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

静的解析 

建物応答（Ｓ１，Ｓ２） 

動的解析 

応力計算 

設計見直し 

鋼材質量＋水質量（全質量） 

死荷重 
地震荷重 

（鉛直） 

地震荷重 

（水平） 
その他荷重 

評価終了 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

静的解析 

建物応答（Ｓｓ，Ｓｄ） 

鋼材質量＋水質量（有効質量） 

水の有効質量算出 

流体解析 

スロッシング荷重 

：既工認からの変更点 

許容応力以下か？ 
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第 2.3－3図 既工認におけるサプレッションチェンバの静的地震力 

による耐震評価フロー 

 

第 2.3－4図 今回工認におけるサプレッションチェンバの静的地震力 

による耐震評価フロー（既工認と変更なし） 

  

応力計算 

設計見直し 

鋼材質量＋水質量（全質量） 

死荷重 
地震荷重 

（鉛直） 

地震荷重 

（水平） 
その他荷重 

評価終了 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

静的解析 

建物静的地震力（３Ｃｉ，Ｃｖ） 

許容応力以下か？ 

応力計算 

設計見直し 

鋼材質量＋水質量（全質量） 

死荷重 
地震荷重 

（鉛直） 

地震荷重 

（水平） 
その他荷重 

評価終了 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

静的解析 

建物静的地震力（３Ｃｉ，Ｃｖ） 

許容応力以下か？ 
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サプレッションチェンバの耐震評価は，死荷重（自重），水平及び鉛直方向

の地震荷重，地震と同時に作用することが想定される圧力によるその他荷重を

組み合わせて行う。 

既工認では，簡便な扱いとしてサプレッションチェンバの内部水全体を剛体

と仮定し，地震荷重算出に内部水の全質量を用いていたが，今回工認では流体

としての特性を考慮し，水平方向の地震荷重算出にあたってはサプレッション

チェンバ内部水質量として有効質量の考え方を適用する。 

また，スロッシングによる荷重については，既工認ではサプレッションチェ

ンバ内部水全体を剛体としていたため，水平方向の地震荷重に包含される扱い

としていたが，今回工認では水平方向の地震荷重算出に有効質量を適用するた

め，地震時の内部水の挙動を考慮し，スロッシング荷重を流体解析により算出

する（別紙３，参考資料６参照）。 

 

2.4 有効質量を適用する目的と効果 

容器の内部水が自由表面を有する場合，実際に地震荷重として付加される内

部水の質量は，内部水の全質量でなく一部の質量（有効質量）であることが知

られている（別紙１参照）。 

これらの知見に基づいて，島根２号炉の今回工認では，より現実に近いサプ

レッションチェンバの内部水の挙動を考慮した評価を行うため，耐震評価にお

ける内部水に，汎用構造解析プログラムＮＡＳＴＲＡＮを用いて算出した有効

質量を適用する。構造解析プログラムＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質

量の妥当性は振動試験により確認する。 

なお，本有効質量を用いて，サプレッションチェンバサポートの構造強度評

価を実施する場合，発生応力が低減すると考えられる（第 2.4－1図参照）。 

 

 

第 2.4－1図 通常運転時及び重大事故時のサプレッションチェンバ 

サポートの評価の見通し 

  

全質量考慮

発
生
応
力

通常運転時評価（運転状態Ⅰ，Ⅱ＋Ｓｓ）

有効質量考慮 有効質量考慮全質量考慮

重大事故時評価（運転状態Ⅴ（ＬＬ）＋Ｓｓ）

評価基準値
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3. 有効質量の適用方針 

3.1 概要 

島根２号炉のサプレッションチェンバの耐震評価に適用する有効質量は，汎

用構造解析プログラムＮＡＳＴＲＡＮ（参考資料５参照） にて算出する。 

円環形状容器であるサプレッションチェンバの有効質量の算出にＮＡＳＴ

ＲＡＮを用いるため，その妥当性検証として，サプレッションチェンバの内部

構造物を除きサプレッションチェンバシェル及び強め輪を縮小模擬した円環

形状容器のモデルに対してＮＡＳＴＲＡＮにて有効質量を求め，振動試験によ

り算出した有効質量と比較，検証を行う。 

島根２号炉のサプレッションチェンバにおいては，先に検証したＮＡＳＴＲ

ＡＮにより算出した有効質量比と，内部構造物を含む解析モデルに対して流体

解析（汎用流体解析コードＦｌｕｅｎｔ（参考資料５参照））により算出した

有効質量比を比較，検証した上で，解析プログラム間の値の差異や試験結果と

の差異等を踏まえてＮＡＳＴＲＡＮで算出された値の保守性を検討し，耐震評

価に用いる有効質量を設定する。 

ＮＡＳＴＲＡＮ によるサプレッションチェンバ内部水の有効質量算出の妥

当性検証及び島根２号炉のサプレッションチェンバの耐震評価に用いる有効

質量の設定の流れを第 3.1－1 図に示す。なお，有効質量の評価においては，

内部水の全質量に対する有効質量の割合（以下「有効質量比」という。）を用

いる。 

 

3.2 円環形状容器の有効質量算出の妥当性検証 

円環形状容器の有効質量算出に汎用構造解析プログラムＮＡＳＴＲＡＮを

用いることの妥当性検証として，振動試験により算出した有効質量比と比較す

る。本検討では，島根１号炉サプレッションチェンバを円環形状容器の代表と

する。 

 

①ＮＡＳＴＲＡＮによる実機解析モデルの有効質量比の算出（第 4.1項にて説

明） 

実機（島根１号炉）解析モデルを作成し，ＮＡＳＴＲＡＮにより有効質量比

を算出する。 

 

②振動試験による有効質量比の確認（第 4.2項にて説明） 

実機（島根１号炉）の縮小試験体を用いて振動試験を行い，試験データか

ら有効質量比を算出する。 

 

③妥当性検証（第 4.3項にて説明） 

上記①，②で得られた有効質量比を比較し，ＮＡＳＴＲＡＮで算出した円 

環形状容器の内部水の有効質量比の妥当性を検証する。 
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3.3 耐震評価に用いる有効質量の設定 

島根２号炉のサプレッションチェンバ実機においては，実機解析モデルに対

するＮＡＳＴＲＡＮと内部構造物を含む実機解析モデルに対するＦｌｕｅｎ

ｔによる有効質量比を比較し，その妥当性を検証した上で，解析プログラム間

の値の差異や試験結果との差異等を踏まえてＮＡＳＴＲＡＮで算出された値

の保守性を検討し，耐震評価に用いる有効質量を設定する。 

 

①ＮＡＳＴＲＡＮによる実機の有効質量比の算出（第 5.1.1項にて説明） 

第 3.2 項により妥当性を確認したＮＡＳＴＲＡＮを用いて，島根２号炉の 

実機解析モデルにより有効質量比を算出する。 

 

②流体解析による実機の有効質量比の算出（第 5.1.2項にて説明） 

ＮＡＳＴＲＡＮの実機解析の妥当性を検証するため，Ｆｌｕｅｎｔを用い 

て，島根２号炉の主要な内部構造物をモデル化した実機解析モデルにより有効

質量比を算出し比較する。 

 

③不確かさを踏まえた耐震評価用の有効質量の設定（第 5.2項にて説明） 

ＮＡＳＴＲＡＮに対する流体解析及び振動試験の値の差異等を踏まえ，Ｎ 

ＡＳＴＲＡＮで算出された値の保守性を検討し，島根２号炉の実機評価に適用

する有効質量を設定する。 
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第 3.1－1図 ＮＡＳＴＲＡＮによるサプレッションチェンバ内部水の 

有効質量算出の妥当性検証及び島根２号炉のサプレッション 

チェンバの耐震評価に用いる有効質量の設定の流れ

振動試験 

試験体を用いて水の有効質量 

比を算出 

解析モデルにより水の 

有効質量比を算出 

汎用構造解析 

（ＮＡＳＴＲＡＮ） 

汎用構造解析 

（ＮＡＳＴＲＡＮ） 

汎用流体解析 

（Ｆｌｕｅｎｔ） 

【円環形状容器の有効質量算出の妥当性検証】 

（第 4.1項で説明） （第 4.2項で説明） 

（第 4.4項で説明） 

有効質量比の 

比較・妥当性検証 

【耐震評価で用いる有効質量の設定】 

（第 5.1.1項で説明） 

実機解析モデル 内部構造物を含む実機解析モデル 

（第 5.1.2項で説明） 

有効質量比の 

比較・妥当性 

検証 

解析プログラム間の差異や試験結果 

との差異等を踏まえた保守性の検討 

実機評価に適用する有効質量の設定 

（第 5.2項で説明） 

【水位】

・通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）相当

【水位】

・通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）相当

【水位】

・通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）

・重大事故時水位（Ｓｓ）

・重大事故時水位（Ｓｄ）

【水位】

・重大事故時水位（Ｓｓ）

（耐震評価において最も厳しい条件となる

水位）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4. 円環形状容器の有効質量算出の妥当性検証

4.1 構造解析による有効質量比の算出 

円環形状容器の内部水の有効質量は，ＮＡＳＴＲＡＮで算出可能であり，入

力波によらず，容器の構造（形状及び寸法）と内部水の水位により有効質量が

定まる。 

また，ＮＡＳＴＲＡＮでは，内部水のスロッシングを評価しないため，スロ

ッシング荷重は考慮されない。 

4.1.1 検討対象 

島根１号炉サプレッションチェンバの解析モデルを妥当性検証の対象

とする。島根１号炉及び島根２号炉サプレッションチェンバの主要寸法の

比較を第 4.1－1表に示す。 

第 4.1－1表 島根１号炉及び島根２号炉サプレッションチェンバの 

主要寸法の比較 

寸法注１ [mm] 質量 [ton] 

内径 円環直径 
水位 

（Ｈ．Ｗ．Ｌ） 
鋼材 内部水 

島根１号炉 

島根２号炉 

注１ （）内は内径に対する比率を表す。 

4.1.2 解析モデル 

構造解析モデルを第 4.1－1 図に示す。水位は，サプレッションチェン

バの通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）相当を設定する。サプレッショ

ンチェンバシェル及び強め輪をモデル化対象とし，内部構造物はモデル化

しない。 

第 4.1－1図 構造解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.1.3 解析結果 

ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量及び有効質量比の算出結果を第 4.1－2

表に示す。また，内部水の密度は 1000kg/m3として，実際の内部水温度を

考慮した密度に対して大きい値を適用し，有効質量が保守的に算出される

条件を適用する。 

 

第 4.1－2表 ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量比の算出結果 

項目 算出結果 

有効質量比 0.21 

 

4.2 振動試験 

円環形状容器の内部水の有効質量算出にＮＡＳＴＲＡＮを用いることの妥

当性を検証するため，試験体を作成して振動試験を行い，ＮＡＳＴＲＡＮによ

る有効質量比との比較を行う（参考資料１参照）。 

 

4.2.1 試験体 

試験体の寸法は，島根１号炉サプレッションチェンバの 1/20に設定し，

材質は内部水の挙動を確認するためアクリルとし，サプレッションチェン

バシェル及び強め輪を試験体として模擬する。 

試験装置は，振動台の上に試験体を支持する架台を設け，その上に試験

体を設置した。振動台と架台の間には加振方向に２本のリニアガイドを並

行に配置し，試験体及び架台が加振方向に移動できる構造とした。試験体

及び架台はロードセルを介して振動台に固定されるため，試験体及び架台

の振動応答による水平方向反力はロードセルで確認することができる。試

験装置の写真を第 4.2－1図に示す。 
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第 4.2－1図 試験装置の写真  

加振方向 

ロードセル 

内部水 

試験体 

支持架台 

リニアガイド 

振動台 
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4.2.2 計測項目及び計測機器設置位置 

計測項目を第 4.2－1 表に示す。これらのうち内部水の有効質量を評価

する上で重要な計測項目は振動台上の加速度，試験体への入力となる架台

上の加速度及び反力である。計測機器設置位置を第 4.2－2図に示す。 

 

第 4.2－1表 計測項目 

計測項目 計測機器 位置 計測チャンネル数（設置位置） 

反力 ロードセル 振動台－架台間 Ｘ成分 

加速度 加速度計 振動台上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 
Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

架台上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 

Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

試験体上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 

Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

 

第 4.2－2図 計測機器設置位置 

 

  

：加速度計 

0° 

90° 

270° 

180°  

90° 

 

（振動台） 

（架台） 

（トーラス） 

リニアガイド 

ロードセル 

 

トーラス内包水 

振動台 

 

ロードセル 

 

トーラス固定用バンド 

リニアガイド 

180° 

270° 

Ｘ（加振方向） 

Ｙ 

Ｚ Ｘ（加振方向） 

Ｚ 

Ｙ 

：Ｘ，Ｚ成分 

：Ｙ，Ｚ成分 
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4.2.3 試験条件 

振動試験では振動台への入力波として，スロッシング周期帯に加速度成

分を含まないランダム波Ａ及びスロッシング周期帯に加速度成分を含む

ランダム波Ｂの模擬地震波を用いており，それぞれのランダム波の最大応

答加速度を 100Gal，200Gal，300Gal，400Gal とする 4 ケースの試験を実

施する。また，各試験ケースに対して，内部水あり・なしの条件で試験を

実施する。試験体への入力波の時刻歴波形及び加速度応答スペクトルの例

を第 4.2－3図及び第 4.2－4図に示す。 

試験水位レベルは，内部水なし，内部水あり（Ｈ．Ｗ．Ｌ相当）の計２

ケースとする（第 4.2－5図）。 

 

  
ランダム波Ａ ランダム波Ａ 

  
ランダム波Ｂ ランダム波Ｂ 

第 4.2－3図 振動台入力加速度 

時刻歴波形 

第 4.2－4図 振動台入力応答加速度 

 スペクトル 

 

  

第 4.2－5図 試験水位レベル 
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Ｈ．Ｗ．Ｌ相当（161mm※） 

※試験体底面からの高さ 
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4.2.4 試験結果 

計測荷重の時刻歴の例を第 4.2－6図に示す。第 4.2－6図において，計

測荷重Ｆと架台上の計測加速度（＝試験体への入力加速度）ｘ との関係は，

運動方程式から下式で表される。 

ｘ）Ｆ＝（Ｍ＋ＭＥ   

ここで， 

Ｍ：試験体（構造体）の質量 

ＭＥ：内部水の有効質量 

 

上式のとおり，試験体（構造体）の質量と内部水の有効質量の合計値は，

計測加速度に対する計測荷重の比として表されることから，内部水ありの

試験結果及び内部水なしの試験結果の計測加速度と計測荷重の関係から

回帰直線の傾きを求め，両者の回帰直線の傾きの差から内部水の有効質量

が算出される（第 4.2－7図参照）。 

 

 

第 4.2－6図 計測荷重の時刻歴 

 

 

第 4.2－7図 内部水の有効質量ＭＥ及び有効質量比の算出方法  

有効質量比 ＝  
有効質量 

内部水の全質量 

傾き差：ＭＥ＝ 有効質量 

振 動 台 加 速 度 

荷
重
Ｆ

 

内部水ありの試験結果 

傾き：Ｍ＋ＭＥ 

内部水なしの試験結果 

傾き：Ｍ  
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試験結果として得られた荷重－加速度関係の回帰直線の傾き及びこれ

らから算出した有効質量比を第 4.2－2 表に示す。ここで，回帰直線の傾

きは，内部水あり・なしの試験について，異なる加速度での試験ケースご

との最大加速度及び最大荷重を同一のグラフにプロットした結果として

得られる。このときの荷重－加速度関係を第 4.2－8図に示す。 

 

第 4.2－2表 振動試験結果から算出した有効質量比 

入力地震波 有効質量比 

ランダム波Ａ 0.18 

ランダム波Ｂ 0.20 

 

 

第 4.2－8図 振動試験における最大加速度と最大荷重の関係 

（ランダム波Ａ） 

  

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

最
大
荷
重

[k
N

]

最大加速度 [m/s2]

傾き：613 kg

傾き：658 kg

傾き：607 kg

傾き：646kg

内部水なし

内部水あり（220kg）

100Gal 

200Gal 

300Gal 

400Gal 

図中の Gal数は各試験ケースでの 

入力波の最大加速度を表す。 
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4.3 妥当性検証 

第 4.1 項～第 4.2 項に示したＮＡＳＴＲＡＮ，振動試験により算出した有

効質量比を整理して第 4.3－1表に示す。 

入力波の特性に関係なく，容器の形状及び水位により有効質量比が定まるＮ

ＡＳＴＲＡＮにより算出した有効質量比に対し（参考資料３参照），内部水の

流動を直接考慮した振動試験から算出した有効質量比が同等であることを確

認したことから，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量比は妥当であると

考えられる。 

 

第 4.3－1表 各方法による有効質量比の評価結果 

項 目 ＮＡＳＴＲＡＮ 
振動試験 

ランダム波Ａ ランダム波Ｂ 

有効質量比 0.21 0.18 0.20 
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5. 耐震評価に用いる有効質量の設定 

第４項で妥当性を確認したＮＡＳＴＲＡＮを用いて，島根２号炉のサプレッシ

ョンチェンバ内部水の有効質量を算出する。また，実機の内部構造物による内部

水の流動影響を確認するため，Ｆｌｕｅｎｔにより算出した有効質量比と比較し，

妥当性を確認する。 

 

5.1 実機の有効質量比の算出 

5.1.1 ＮＡＳＴＲＡＮの実機解析モデル 

ＮＡＳＴＲＡＮの実機解析モデルを第 5.1－1 図に示す。島根２号炉の

実機解析モデルは，サプレッションチェンバ（強め輪を含む）の寸法，剛

性を模擬したシェル要素とし，内部水の水位を設定する。本解析モデルは，

サプレッションチェンバの内部水の有効質量の算出に用いるものであり，

サプレッションチェンバサポートは模擬していない。また，内部水の密度

は 1000kg/m3として，実際の内部水温度を考慮した密度に対して大きい値

を適用し，有効質量が保守的に算出される条件を適用する。 

内部水の水位は，第 5.1－2図に示すとおり，通常運転範囲の上限値（Ｈ．

Ｗ．Ｌ），重大事故時水位（Ｓｓ）及び重大事故時水位（Ｓｄ）の２ケー

スとする。重大事故時水位（Ｓｓ）は重大事故後２×10－１年（約 70 日）

以降で基準地震動Ｓｓと組み合わせる水位を表しており，重大事故時水位

（Ｓｄ）は重大事故後 10－２～２×10－１年（約 3.5～70 日）で弾性設計用

地震動Ｓｄと組み合わせる水位を表している。重大事故時におけるサプレ

ッションチェンバの水位を参考資料 11 に示す（詳細は「重大事故等対処

設備について 補足説明資料 39 条地震による損傷の防止 39－4 重大事故

等対処施設の耐震設計における重大事故と地震の組合せについて」に示

す。）。 

なお，通常運転時におけるサプレッションチェンバの耐震評価において

は，保守的な水位条件として重大事故時水位（Ｓｓ）を適用する。なお，

水位によりサプレッションチェンバの固有周期が変動するため，詳細設計

段階においては，耐震評価に用いる床応答スペクトルと固有周期の関係に

配慮し，地震荷重を算出する。 
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第 5.1－1図 ＮＡＳＴＲＡＮの実機解析モデル 

第 5.1－2図 解析水位ケース 

9400mm 

重大事故時水位（Ｓｓ）4000mm 

通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）3660mm 注１ 

0mm 

重大事故時水位（Ｓｄ）5049mm 

注１ 通常運転時の耐震評価では重大事故時水位（Ｓｓ）を適用 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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5.1.2 Ｆｌｕｅｎｔの実機解析モデル 

Ｆｌｕｅｎｔにおける島根２号炉の実機解析モデルは，主要な内部構造

物をモデル化する（第 5.1－3図参照）。水位条件はサプレッションチェン

バの耐震評価において最も厳しい条件となる，重大事故時に基準地震動Ｓ

ｓと組み合わせる水位（重大事故時水位（Ｓｓ））とする。また，入力地

震動は，基準地震動Ｓｓの特徴を踏まえ，スロッシングの固有周期帯の応

答加速度及び設備の固有周期帯の応答加速度が大きいＳｓ－Ｄを用いる

（別紙３，参考資料８参照）。 

ａ．外観 ｂ．内部構造物 

第 5.1－3図 Ｆｌｕｅｎｔの実機解析モデル 

5.1.3 解析結果 

ＮＡＳＴＲＡＮ及びＦｌｕｅｎｔによる島根２号炉の実機サプレッシ

ョンチェンバ内部水の有効質量比の算出結果を第 5.1－1表に示す。なお，

Ｆｌｕｅｎｔの解析結果を用いた有効質量の算出では，サプレッションチ

ェンバ壁面に加わる荷重と入力加速度の時々刻々の関係をグラフ上にプ

ロットした結果の回帰直線の傾きとして有効質量が得られる（第 5.1－4

図参照）。ここで，第 5.1－4図における荷重は 0.4Hzのハイパスフィルタ

処理を行い，スロッシング周期成分を取り除いている。スロッシング荷重

による有効質量比への影響は参考資料２に示す。 

ＮＡＳＴＲＡＮにより算出した有効質量比は流体解析から得られる有

効質量比と同程度の値となっている。なお，円環形状容器においてＮＡＳ

ＴＲＡＮにより算出される有効質量比は，重大事故時水位（Ｓｄ）を上回

る水位の高い条件においても妥当な結果が得られることが確認されてい

る[１]。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 5.1－1表 島根２号炉の実機有効質量比算出結果 

水位 
実機解析モデル注３ 

ＮＡＳＴＲＡＮ Ｆｌｕｅｎｔ 

通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）注２ 0.22 － 

重大事故時水位（Ｓｓ） 0.23 0.23 

重大事故時水位（Ｓｄ） 0.28 注１ － 

注１ 内部構造物を含まない条件による有効質量比を参考として示す。 

注２ 通常運転時におけるサプレッションチェンバの耐震評価においては，保守的な評価条件と

して重大事故時水位（Ｓｓ）における内部水の有効質量を適用する。 

注３ 実際の内部水温度を考慮した密度に対して大きい値を適用し，有効質量が保守的に算出さ

れる条件を適用する。 

 

 

第 5.1－4図 荷重と加速度の関係 

 

[１] 竹内正孝，尾西重信，飯田純，熊谷信昭，豊田幸宏，高畠大輔，永坂英明：地震時にお

けるトーラス型容器内部水の有効質量の評価，日本機械学会2016年度年次大会講演論文集，

No16-1 
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5.2 実機評価に適用する有効質量 

島根２号炉の実機評価に適用する有効質量の設定にあたり，ＮＡＳＴＲＡＮ

により算出される有効質量比に対する解析プログラム間の値の差異や試験結

果との差異等を踏まえ，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量に係る保守

性を検討する。 

試験体モデルに対しては，有効質量比は，第 4.3－1 表のとおり，ＮＡＳＴ

ＲＡＮ及び振動試験により算出した有効質量比は同等であり，概ねＮＡＳＴＲ

ＡＮの値が保守的な傾向を示す。また，実機解析モデルに対する有効質量比は，

第 5.1－1 表のとおり，ＮＡＳＴＲＡＮと流体解析の算出結果が同等の値とし

て得られている。 

また，容器構造設計指針・同解説に記載されている球形タンク及び円筒タン

クの有効質量比に対して，ＮＡＳＴＲＡＮを用いて有効質量比の確認解析を実

施したところ，いずれのタンクに対しても有効質量比がほぼ一致している，又

はＮＡＳＴＲＡＮの値が保守的な傾向となっている（参考資料４参照）。 

したがって，島根２号炉の地震応答解析に考慮する有効質量は，ＮＡＳＴＲ

ＡＮにより算出される有効質量比が，他評価手法及び容器構造設計指針に対し

て一致もしくはおおむね保守的な傾向（有効質量比が大きくなる）を示すこと

から，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量を適用する。なお，評価手法

の違い（ＮＡＳＴＲＡＮとＦｌｕｅｎｔ）による有効質量比の差異によって，

サプレッションチェンバの固有周期が変動するため，工認段階においては，耐

震評価に用いる床応答スペクトルとの関係にも配慮し，地震荷重を算出する。 
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6. 今回工認の地震応答解析 

今回工認におけるサプレッションチェンバの地震応答解析は，既工認と同様に

３次元はりモデルを用いた動的解析（スペクトルモーダル解析等）を適用する。

解析モデルの設定に当たっては，サプレッションチェンバの各部材（サプレッシ

ョンチェンバシェル，サプレッションチェンバサポート）に対する剛性，質量等

を適切に反映したはり要素でモデル化し，サプレッションチェンバシェルとサプ

レッションチェンバサポートは，剛体要素で結合させる。サプレッションチェン

バサポート下端の構造（半径方向に熱伸びを考慮した構造）を踏まえ，地震応答

解析モデルのサプレッションチェンバサポートの下端位置の境界条件を，サプレ

ッションチェンバサポートの周方向を固定，半径方向を自由とする。 

水平方向の地震応答解析においては，サプレッションチェンバ内部水について

第 5.1.1項に示したＮＡＳＴＲＡＮ（実機解析モデル）により容器（各要素）の

内面圧力（水平方向の圧力及び鉛直方向の圧力）から各方向の有効質量を算定し，

ＮＡＳＴＲＡＮの機能であるＧｕｙａｎ縮約法を用いて，容器（各要素）の有効

質量をサプレッションチェンバシェル（はり要素による３次元解析モデル）の各

節点に縮約し，付加する。このＧｕｙａｎ縮約法により各質点に縮約した有効質

量は，各方向の並進質量及び回転質量で構成され，このうち回転質量は，水平方

向の圧力及び鉛直方向の圧力による回転モーメントが適切に考慮されるもので

ある（別紙４参照）。島根２号炉のサプレッションチェンバの動的解析モデル（水

平）を第 6－1図及び第 6－2図に示す。 

また，水平方向の地震荷重に考慮するスロッシング荷重は，流体解析により個

別評価する（別紙３参照）。 

サプレッションチェンバの解析手法に関して実機と解析モデルの相違点及び

この相違点に対する設計反映事項を第 6－1表に整理し，得られた結果を今回工

認における評価に反映する。 

鉛直方向の地震応答解析は，既工認同様，サプレッションチェンバの内部水全

体を剛体として扱う。この場合，サプレッションチェンバの内部水は，動的解析

モデルの質点に全質量を考慮する。 

なお，静的地震力（３Ｃｉ，Ｃｖ）によるサプレッションチェンバの静的解析

においては，既工認同様，サプレッションチェンバの内部水全体を剛体として扱

う。この場合，サプレッションチェンバが円環形状のため，外側の容積が大きい

ことから，内部水の重心位置は外側にオフセットした位置に設定される。サプレ

ッションチェンバ静的解析モデルを第 6－3図及び第 6－4図に示す。 
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第 6－1 図 サプレッションチェンバ動的解析モデル（水平）全体図 

第 6－2 図 サプレッションチェンバ動的解析モデル（水平）断面概略図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 6－3 図 サプレッションチェンバ静的解析モデル全体図 

第 6－4 図 サプレッションチェンバ静的解析モデル断面概略図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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解
析
モ
デ
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違
な
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違
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水
位
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効

質
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守
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）
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転
範

囲
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上
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値
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保

守
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な
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設
定
）

 

相
違
あ
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慮
し
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い
）
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効

質
量
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の

影
響

な
し
 

（
流
体
解
析
（
Ｆ
ｌ
ｕ

ｅ
ｎ
ｔ
）
と
同
程
度
で

あ
る
こ
と
を
確
認
）

 

相
違
あ
り

 

（
考
慮
し
な
い
）

 

有
効
質
量
へ
の
影
響
な
し
 

（
流

体
解

析
（

Ｆ
ｌ

ｕ
ｅ

ｎ

ｔ
）
と
同
程
度
で
あ
る
こ
と
を

確
認
（
「

5.
1.
3 
解
析
結
果
」

参
照
）
）

 

②
地
震
応
答
解
析
手
法

Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｎ
（
実
機
解
析
モ
デ
ル
）

 

相
違
な
し

 
相
違
な
し

 
相
違
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り

 

（
内
部
構
造
物
な
し
）
 

地
震

応
答

解
析

へ
の

影
響
な
し
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ベ

ン
ト

系
は

ベ
ン

ト
管

ベ
ロ
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接
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さ
れ

て
お

り
，
地
震
応
答
に
与
え

る
影

響
は

軽
微

で
あ

る
こ
と
を
確
認
。
そ
れ

以
外

の
内

部
構

造
物

は
質
量
と
し
て
考
慮
。

（「
参
考
資
料
８
」
参

照
））

相
違
あ
り

 

（
Ｇ

ｕ
ｙ

ａ
ｎ

縮
約

法

を
用

い
て

有
効

質
量

を

モ
デ
ル
化
）
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震

応
答
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析
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の

影

響
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し

（
Ｇ

ｕ
ｙ

ａ
ｎ

縮
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法

を
用
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た

地
震

応
答

解

析
モ

デ
ル
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妥

当
で

あ

る
こ

と
を

確
認

。
（
「

別

紙
４
」
参
照
））

相
違
あ
り

 

（
考
慮
し
な
い
）

 

地
震

応
答

解
析

へ
の

影
響
な
し

 

（
水

平
方

向
の

地
震

荷
重

に
考

慮
す

る
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ
荷

重
は

Ｆ
ｌ

ｕ
ｅ

ｎ
ｔ

に
よ

り
個
別
に
算
出
（
「

6.

今
回

工
認

の
評

価
手

法
」
及
び
「
別
紙
３
」

参
照
））

相
違
な
し

 


地
震

応
答

解
析

へ
の

反
映

事
項

は
な

い
。


地

震
応

答
解

析
で

は
流

動
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考
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し
な

い
た
め

，
水

平
方

向
の

地
震

荷
重

に
考

慮
す
る

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

を
Ｆ

ｌ
ｕ

ｅ
ｎ
ｔ
に
よ
り
個
別
に
算
出
す
る
。

③
ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
荷
重
の
個
別
評
価

Ｆ
ｌ
ｕ
ｅ
ｎ
ｔ
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実
機
解
析
モ
デ
ル
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相
違
な
し

 
相
違
な
し

 
相
違
な
し

 
相
違
あ
り

 

（
Ｓ

Ａ
時

水
位

と
し

て

設
定
）

 

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

へ

の
影
響
あ
り
（
保
守
的
）
 

（
通

常
運

転
範

囲
の

上

限
値

よ
り

も
保

守
的

に

算
出
（
「
別
紙
３

 4
.3

.
2

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

算

定
方
法
」
参
照
）
）

相
違
な
し

 
相
違
あ
り

 

（
水
平
１
方
向
＋
鉛
直
方
向
）
 

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

へ
の

影

響
あ
り
（
保
守
的
）

（
水

平
２

方
向

入
力

に
よ

る

影
響
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微
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と

を
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認
（
「
別
紙
３

 
4
.3
.3
 
ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

及
び

有
効

質

量
に
与
え
る
各
種
影
響
検
討
」

参
照
）
）


実

機
と

今
回

評
価

に
用

い
る

解
析

モ
デ

ル
の

相
違

点
に

対
す

る
検

討
結

果
か

ら
，
Ｆ

ｌ
ｕ

ｅ
ｎ

ｔ
に

よ
り

算
出

さ
れ

る
ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

は
，

水
平

１
方

向
＋
鉛

直
方

向
の

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

の
√
２

倍
の

荷
重

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り
保
守
的
に
評
価
す
る
。

※
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
チ
ェ
ン
バ
の
耐
震
設
計
に
つ
い
て
は
４
条
だ
け
で
は
な
く
３
９
条
に
も
該
当
す
る
た
め
，
重
大
事
故
時
の
設
計
条
件
も
考
慮

本
資
料
の
う
ち
，
枠
囲
み
の
内
容
は
機
密
に
係
る
事
項
の
た
め
公
開
で
き
ま
せ
ん
。

 

4条－別紙8－29

127



 

7. まとめ

島根２号炉のサプレッションチェンバの耐震評価について，容器の内部水が自

由表面を有する場合，実際に地震荷重として付加される内部水は，その全質量で

なく，一部の質量（有効質量）であることを踏まえ，サプレッションチェンバの

内部水に対して有効質量を適用することの妥当性を確認した。 

具体的には，サプレッションチェンバの内部水の有効質量は，汎用構造解析プ

ログラムＮＡＳＴＲＡＮを用いて算出するため，試験体を用いた振動試験から算

出される有効質量，また，実機解析モデルに対する流体解析から算出される有効

質量，さらには容器構造設計指針・同解説の球形タンク等の有効質量と比較・検

証した結果，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量が他の評価手法と同等も

しくは概ね保守的な傾向を示すことを確認した。 

以上のことから，島根２号炉の今回工認においては，サプレッションチェンバ

の内部水に対して有効質量を適用した耐震評価を実施する。 

また，サプレッションチェンバの評価に用いるスロッシング荷重は，流体解析

により個別評価する。 
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別紙１ 

規格類における有効質量の適用例 

1. 概要

有効質量の考え方は，他産業の耐震設計において一般的に取り入れられている。

その一例として「容器構造設計指針・同解説（日本建築学会）」における球形タ

ンク及び円筒タンクの設計への適用例を示す。

（球形タンクへの適用例） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（円筒タンクへの適用例） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙２ 

有効質量の概要 

 

容器の振動方向に地震荷重として付加される荷重は，内部水を剛体として扱う

場合の荷重よりも小さいことが知られており，このときのみかけの質量は有効質

量（又は付加質量，仮想質量等）と呼ばれている。ここでは，円筒タンクを例に

有効質量の概要を説明する。 

第 1図のように，直径Ｄの円筒タンクに液面高さＬの水が入っているとする。

通常，容器内の水は自由表面を有しており，このタンクに水平方向に単位加速度

を与えた場合の側板における動液圧力は，第 2図に示すように自由表面において

０であり，深さ方向に二次曲線的な分布を生じる。一方，容器内を満水とし自由

表面を無くした場合には，水全体が一体となって動くため，側板の動液圧力は高

さ方向に一定となる。このように，自由表面を有する場合に側板に作用する地震

荷重は，自由表面がない場合（水全体が一体に動く場合）の地震荷重に対して小

さくなる。円筒タンクに加わる地震荷重のイメージを第 3図に示す。 

荷重評価において，自由表面を有する内容液の加速度に対する実際に地震荷重

として付加される質量を有効質量という。また，水の全質量に対する有効質量の

比を有効質量比という。 

 

 

第 1図 円筒タンクの内容液 

（イメージ） 

第 2図 加速度に対する側板の 

動液圧分布 

 

  

有効質量による 

荷重 

自由表面あり 

自由表面なし（密閉） 

 
 L

 

地震力 

0 

0 

p 

L 

動液圧 

液
面
高
さ

 

全質量と有効 

質量の差分 
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内部水を剛体として扱う場合 実際の地震荷重 

第 3 図 円筒タンクに加わる地震荷重のイメージ 

 

  

Ｍ：容器と一体で挙動する 

  内部水質量（＝全質量） 

：容器の応答加速度 

 

地震動 

  

 
Ｍ 

ＸＦ＝Ｍ 

容器に加わる地震荷重 

Ｘ

Ｆ
Ｓ
：スロッシング荷重 

Ｍ
Ｅ
：容器と一体で挙動する 

   内部水質量（＝有効質量） 

容器に加わる地震荷重 

ＳＥ Ｆ＋ＸＦ＝Ｍ 
  

  

地震動 

  

 
Ｍ

Ｅ
 

Ｆ
Ｓ
 

（Ｍ
Ｅ
 ＜ Ｍ） 
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別紙３ 

サプレッションチェンバ内部水のスロッシング荷重について 

 

1. 概要 

耐震評価における構造物の内部水の考え方としては，たて置円筒容器などでハ

ウスナーの手法が一般的に採用されている。 

本資料では，ハウスナーの手法[１]の考え方を用いてサプレッションチェンバ

の内部水の扱いについて説明する。 

また，汎用流体解析コードＦｌｕｅｎｔを用いたスロッシング荷重の算定方法

について説明する。 

 

2. ハウスナーの手法による内部水の考え方 

たて置円筒容器の内部水の地震時の挙動の概念について，第 2－1図に示す。 

水平方向の地震動に対する内部水の挙動としては，液面表面が揺れるスロッシ

ングモードと内部水が容器と一体となって振動するモードの２つのモードが組

み合わされる。 

ハウスナーの手法では，容器と一体となって振動するモードとして付加される

質量ＭＥ（有効質量）を剛体として，スロッシングモードとして付加される質量

Ｍｉとスロッシングの固有周期を考慮したバネを容器に結合した解析モデルに

て，耐震評価を行い容器と一体となって振動するモード及びスロッシングモード

による荷重を計算する。 

 

 

第 2－1 図 たて置円筒容器の内部水の地震時の挙動の概念 

  

地震動 

 

 

地震動 

 

地震動 

 

  
Ｍｉ 

ＭＥ 

ａ．スロッシングモード  ｂ．容器と一体となって 

振動するモード 

ｃ．ハウスナーの手法に 

よるモデル化 
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3. サプレッションチェンバの内部水の扱い 

地震時のサプレッションチェンバに対する荷重を算出する場合のサプレッシ

ョンチェンバの内部水の扱いについて，水平方向及び鉛直方向に分けて説明する。 

水平方向の地震動によるサプレッションチェンバに対する地震荷重は，容器と

一体となって振動するモードによる荷重及びスロッシングモードによる荷重に

分けて評価する。 

容器と一体となって振動するモードによる荷重は，汎用構造解析プログラムＮ

ＡＳＴＲＡＮから算出される有効質量を用いて，地震応答解析モデルに付加質量

ＭＥとして設定し，はりモデルを用いた動的解析（スペクトルモーダル解析等）

により算出する。ここで，この地震応答解析モデルでは，スロッシングモードと

して付加される質量Ｍｉとバネは考慮しない。 

一方，スロッシングモードによる荷重は，前述の地震応答解析とは別に，実機

サプレッションチェンバの内部構造物及び内部水の全質量（水位）を考慮し，汎

用流体解析コードＦｌｕｅｎｔにより算出する。ここで，Ｆｌｕｅｎｔを用いて

地震時の内部水によるサプレッションチェンバに対する荷重を算出する場合，ス

ロッシングモードによる荷重及び容器と一体となって振動するモードによる荷

重の総和Ｆとして算出される。このため，荷重の総和Ｆから容器と一体となって

振動するモードによる荷重を差し引くことでスロッシング荷重を算出する。 

鉛直方向の地震動によるサプレッションチェンバに対する地震荷重は，地震応

答解析モデル上，内部水の全質量を考慮し，はりモデルを用いて算出する。 
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4. 実機スロッシング荷重の算定方法

Ｆｌｕｅｎｔを用いたスロッシング荷重の算出方法について，重大事故時に

おける算出例を説明する。

4.1 解析モデル 

解析モデルを第 4.1－1図に，解析諸元を第 4.1－1表に示す。 

第 4.1－1図 流体解析モデル 

第 4.1－1表 解析諸元 

格子数 

格子幅 

4.2 解析条件 

解析条件を第 4.2－1表に示す。 

第 4.2－1表 解析条件 

モデル化範囲 サプレッションチェンバ内

水位 重大事故時水位（Ｓｓ）（4000mm） 

評価用地震動 基準地震動Ｓｓ（水平方向と鉛直方向）注１に対する 

原子炉建物EL.1300mmにおける建物床応答 

解析コード Ｆｌｕｅｎｔ Ver.18.2（汎用流体解析コード） 

ＶＯＦ法を用いた流体解析 

その他 内部構造物のモデル化範囲：ベントヘッダ，ダウンカマ， 

クエンチャ，ＥＣＣＳストレーナ

注１ 地震動の特徴を考慮し，スロッシングの固有周期帯の応答加速度及び

設備の固有周期帯の応答加速度が大きいＳｓ－Ｄを用いて検討する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.3 スロッシング荷重算定 

4.3.1 スロッシング荷重算定方法 

Ｆｌｕｅｎｔで算出される荷重Ｆは，スロッシングモードによる荷重 ｓＦ

及び容器と一体となって振動するモードによる荷重 ｘＭＥ  の和であるこ

とから，スロッシングモードによる荷重 ｓＦ は，下式で表される。 

ｘ＝Ｆ－ＭｓＦ Ｅ   

ここで， 

ＥＭ ：有効質量 

ｘ  ：入力加速度 

なお，有効質量の算出においては，荷重時刻歴波形について 0.4Ｈｚの

ハイパスフィルター処理を行い，スロッシング周期成分を取り除いている。 

 

4.3.2 スロッシング荷重算定結果 

Ｆｌｕｅｎｔで算定した荷重Ｆ，容器と一体となって振動するモードに

よる荷重 ｘＭＥ   ，スロッシングモードによる荷重ＦＳの荷重時刻歴を第

4.3－1図に，スロッシングモードによる最大荷重及びスロッシングモード

による荷重算定における有効質量比を第 4.3－1 表に，Ｆｌｕｅｎｔで算

出した荷重Ｆのフーリエスペクトル（Ｓｓ－Ｄ，重大事故時水位（Ｓｓ））

を第 4.3－2 図にフーリエスペクトルから求めたスロッシングの固有周期

を第 4.3－2 表に示す。また，スロッシング解析結果例（Ｓｓ－Ｄ，重大

事故時水位（Ｓｓ），最大荷重発生時刻付近（12 秒時点））を第 4.3－3 図

に示す。 

また，サプレッションチェンバの時刻歴応答解析結果による地震荷重

（5.396×107(Ｎ)（暫定値，重大事故時水位（Ｓｓ），Ｓｓ－Ｄ））に対す

るスロッシングモードによる荷重の最大値（5.36×106(Ｎ) （暫定値，重

大事故時水位（Ｓｓ），Ｓｓ－Ｄ））の比率は約 10%である。また，サプレ

ッションチェンバの耐震評価では，拡幅をした床応答スペクトルによるス

ペクトルモーダル解析による地震荷重を適用することから，スロッシング

モードによる荷重の影響は更に小さくなると考えられる。 
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（ａ）各荷重の重ねがき 

 

（ｂ）荷重Ｆ 

 

（ｃ）荷重 ｘＭＥ   

 

（ｄ）スロッシング荷重 ｓＦ  

 

第 4.3－1図 各モードの荷重時刻歴(Ｓｓ－Ｄ，重大事故時水位（Ｓｓ）) 
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第 4.3－1表 スロッシングモードによる最大荷重及び 

スロッシング荷重算定における有効質量比

地震動 水位条件 最大荷重 [kN] 有効質量比 

Ｓｓ－Ｄ 重大事故時水位（Ｓｓ） 5,363 0.23 

第 4.3－2図 フーリエスペクトル（Ｓｓ-Ｄ，重大事故時水位（Ｓｓ）） 

第 4.3－2表 スロッシングの固有周期 

水位条件 固有周期 [s] 

重大事故時水位（Ｓｓ） 約 3.9秒 

注： 色の違いは，水面高さの違いを表す。

また，高さは初期水位を０ｍとした

ものを表している。 

第 4.3－3図 スロッシング解析結果例 

（Ｓｓ－Ｄ，重大事故時水位（Ｓｓ），最大荷重発生時刻付近） 

参考文献［１］: Housner, G. W.: Nuclear Reactors And Earthquakes, TID Rep. 

7024, 1963. 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.3.3 スロッシング荷重及び有効質量に与える影響検討 

サプレッションチェンバ内部水によるスロッシング荷重は，サプレッシ

ョンチェンバの主要な内部構造物を考慮した実機解析モデルを用いて，水

平１方向＋鉛直方向の地震動を入力した解析結果から算定している。 

上記解析条件に対して水平２方向入力による影響を検討し,スロッシン

グ荷重及び有効質量に与える影響について検討を行う。 

（１）影響検討方針

水平２方向入力によるスロッシング荷重への影響について，地震動の入

力条件を水平１方向＋鉛直方向及び水平２方向＋鉛直方向とした場合の

スロッシング荷重を比較し，確認する。

入力地震動は，スロッシング荷重が最大となるＳｓ－Ｄを用いる。また，

水位条件は，スロッシング荷重が最大となる重大事故時水位（Ｓｓ）を用

いる。 

解析条件を第 4.3－3表に示す。 

第 4.3－3表 解析条件（水平２方向入力） 

項目 基本ケース 影響検討ケース 

解析コード Ｆｌｕｅｎｔ 同左 

解析モデル 実機解析モデル 同左 

入力波 Ｓｓ－Ｄ 

ＮＳ方向：Ｓｓ－Ｄ 

ＥＷ方向：位相特性の異な

るＳｓ－Ｄ注１ 

地震動の 

入力方向 

水平１方向 

＋鉛直方向 

水平２方向 

＋鉛直方向 

水位 重大事故時水位（Ｓｓ） 同左 

注１ 位相特性の異なるＳｓ－Ｄの作成方針等については参考資料 10参照 
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（２）影響検討結果 

評価結果を第 4.3－4 表，最大荷重発生時刻付近（12 秒）の変位コンタ

ー図を第 4.3－4図に示す。 

水平２方向入力によるスロッシング荷重の影響について，基本ケース

（合成荷重：水平１方向入力の最大荷重値の√２倍）に比べ，影響検討ケ

ース（水平２方向入力の時刻歴荷重の最大値）は，小さいことを確認した。

これは，水平２方向入力の影響により，スロッシング荷重が周方向へ分散

していること及びＥＷ方向地震動の位相特性によるものと考えられる。ま

た，水平２方向の入力波を位相反転させた場合の影響は，サプレッション

チェンバが円環形状（対称形状）であることから，スロッシング荷重への

影響はないと考えられる。 

よって，サプレッションチェンバのスロッシング荷重評価は基本ケース

のとおり，入力地震動を水平１方向＋鉛直方向とすることで保守的になる

ことを確認した。また，有効質量比は基本ケースと影響検討ケースで一致

しており，水平２方向入力による有効質量比への影響はないことを確認し

た。 

なお，基本ケース及び影響検討ケースに対するスロッシング最大荷重発

生時刻付近の変位コンター図はほぼ同様な分布，波高であり，大きな差異

がないことを確認した。 

 

第 4.3－4表 評価結果（水平２方向入力） 

検討ケース 
①基本ケース 

（水平１方向入力） 

②影響検討ケース 

（水平２方向入力） 
①／② 

スロッシング 

最大荷重注１ 

（kN） 

ＮＳ 5,363 5,364 注２ 1.00 

ＥＷ － 3,699 注２ 1.45 

合成荷重 7,584 注３ 5,372 注４ 1.41 

有効質量比 
ＮＳ 

0.23 
0.23 1.00 

ＥＷ 0.23 1.00 

注１ スロッシング最大荷重は地震波に依存することから，今後作成する建物応答に対す

るスロッシング荷重を確認する必要があるため暫定値 

注２ １方向成分（ＮＳ又はＥＷ）のみに着目した場合の最大荷重 

注３ 基本ケースの最大荷重の√２倍の荷重 

注４ 各方向に加わるスロッシング荷重を時刻毎に合成（ 2＋ＥＷ2ＮＳ ）した値の最大値 

  

4条－別紙8－42

140



 

①基本ケース

（最大荷重発生時刻（12秒）付近） 

②影響検討ケース

（最大荷重発生時刻（12秒）付近） 

注 色の違いは，水面高さの違いを表す。また，高さは初期水位を０ｍとした

ものを表している。 

第 4.3－4図 変位コンター図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙４ 

サプレッションチェンバ内部水の地震応答解析モデルへの設定方法について

1. 概要

本文第 6 項に示した島根２号炉のサプレッションチェンバの地震応答解析モ

デル（はり要素を用いた３次元多質点モデル）では，本文第 5.1.1 項に示したＮ

ＡＳＴＲＡＮ（シェル要素を用いた実機解析モデル）により算出される各要素の

有効質量及びその位置（高さ）を考慮し，地震応答解析モデルの各質点に内部水

の有効質量を縮約して設定する。 

本資料では，その設定方法の考え方について説明する。 

2. 縮約

縮約とは，膨大な数のデータを扱う有限要素法などの解析において，行列の大

きさ（次元）を小さくする解析上のテクニックであり，その手法として，Ｇｕｙ

ａｎの縮約法（Guyan's Reduction）が広く一般的に使われている。 

サプレッションチェンバの内部水に対する有効質量を地震応答解析モデルに

設定するにあたり，この手法を用いて，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出されるサプレ

ッションチェンバシェルの各要素の有効質量及びその位置（高さ）を，地震応答

解析モデルの各質点に縮約する（第 2－1図参照）。 

第 2－1 図 有効質量の縮約 

有効質量算出モデル 地震応答解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3. 地震応答解析モデルへの設定方法 

3.1 地震応答解析モデルへの設定方法の考え方 

ＮＡＳＴＲＡＮにより算出されるサプレッションチェンバシェルの各要素

の有効質量及びその位置（高さ）を，地震応答解析モデルのサプレッションチ

ェンバシェルの各質点に設定する方法（Ｇｕｙａｎの縮約法）のイメージを第

3.1－1図に示す。 

 

① ＮＡＳＴＲＡＮから算出されるサプレッションチェンバの内部水の有効 

質量 

ＮＡＳＴＲＡＮではサプレッションチェンバシェルの各要素に対する内

部水の有効質量が算出されており，解析モデルの一断面を考えた場合，有効

質量算出モデルの１要素における有効質量ｍｉは，水平方向及び鉛直方向の

有効質量（ｍｘｉ，ｍｚｉ）に分解できる。 

なお，水平方向の有効質量ｍｘｉ をサプレッションチェンバ全体に積分す

るとサプレッションチェンバの内部水に対する有効質量と一致し，また，

鉛直方向の有効質量ｍｚｉ をサプレッションチェンバ全体に積分した場合，

サプレッションチェンバシェルの底面圧力による荷重と一致する。 

 

② 地震応答解析モデルのはり要素（１箇所の質点）への縮約（１要素の有効

質量） 

上記①で示した水平方向及び鉛直方向の有効質量（ｍｘｉ，ｍｚｉ），その

位置（高さ）を考慮し，それらが地震応答解析モデルのはり要素（１箇所

の質点）における慣性力及び回転慣性力が等価となるように，並進質量（ｍ

ｘ，ｍｚ）及び回転質量（Ｒｍｘ，Ｒｍｚ）を設定する。 

なお，回転質量Ｒｍｚは，サプレッションチェンバの底面圧力によるモー

メントとして考慮される。 

 

③ 地震応答解析モデルのはり要素（１箇所の質点）への縮約（全要素の有効

質量） 

ＮＡＳＴＲＡＮにより算出されるサプレッションチェンバシェル全要素

の有効質量に対して，上記②の考え方を３次元の位置関係を考慮して展開

し，地震応答解析モデルのはり要素（１箇所の質点）における並進質量（ｍ

ｘ，ｍｙ，ｍｚ）及び回転質量（Ｒｍｘ，Ｒｍｙ，Ｒｍｚ）に縮約する。 

 

④ 地震応答解析モデル（全質点）における有効質量の設定 

地震応答解析モデルにおけるはり要素の全質点に対して，上記③の考え方

を展開し，並進質量（ｍｘ，ｍｙ，ｍｚ）及び回転質量（Ｒｍｘ，Ｒｍｙ，Ｒ

ｍｚ）が設定される。 
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第 3.1－1図 Ｇｕｙａｎの縮約法のイメージ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3.2 地震応答解析モデルへ設定する有効質量 

今回工認に用いるサプレッションチェンバの地震応答解析モデルを第3.2－

1図に示す。また，重大事故時水位（Ｓｓ）条件で水平方向（Ｙ方向）加振時

及び鉛直方向（Ｚ方向）加振時の地震応答解析モデルの各質点位置に縮約され

る有効質量を第 3.2－1表及び第 3.2－2表に示し，今回工認に用いるサプレッ

ションチェンバの地震応答解析モデルに設定する有効質量（並進質量及び回転

質量）が有する意味合いを以下に示す。 

（１）並進質量

・Ｙ方向加振時の各質点の並進質量ｍｙの合計値 kg は，サプレ

ッションチェンバ内部水の有効質量を表し，Ｚ方向加振時の各質点の並進

質量ｍｚの合計値                    kg は，サプレッションチェンバ内部水の全

質量を表すことから，有効質量比は 0.23（＝                              ）

となる。

・この有効質量比は，本文第 5.1－1表におけるＮＡＳＴＲＡＮによる実機解

析モデル（重大事故時水位（Ｓｓ））の有効質量比 0.23 と一致する。 

・Ｙ方向加振時の並進質量ｍｙは，Ｙ軸方向（質点 1，33）がＸ軸方向（質点

17）よりも質量が集中する傾向があり，流体解析コードＦｌｕｅｎｔによ

る圧力分布（参考資料７第 3図参照）とも整合している。 

・Ｙ方向加振時の並進質量ｍｘ，ｍｚ及びＺ方向加振時の並進質量ｍｙは，サ

プレッションチェンバの容器形状（軸対称）に応じた分布となっており，

それぞれの合計値は０となる。

・Ｚ方向加振時の並進質量ｍｘについて合計値は０でないが，これは解析モデ

ルが半周モデルであることに起因しており，全周モデルとした場合には，

Ｙ軸に対して対照な挙動を示すため，並進質量ｍｘの合計値は０となる。 

（２）回転質量

・Ｙ方向加振時の各質点の回転質量Ｒｍｘは，サプレッションチェンバの容

器内面に加わる圧力（各シェル要素のＹ方向成分及びＺ方向成分）を各質

点位置にオフセットした場合の等価な回転慣性力を表している。

・各質点での回転質量Ｒｍｘは，サプレッションチェンバの容器中心位置（は

りモデルの質点位置）を基準としており，回転質量が正の場合は容器中心

位置よりも低い位置に，回転質量が負の場合は容器中心位置よりも高い位

置に内部水の等価高さがあると見なすことができる。 

・今回の地震応答解析モデルにおけるＹ方向加振時の各質点位置の回転質量

の合計値は正であるため，サプレッションチェンバ内部水の有効質量の等

価高さは，容器中心位置よりも低い位置にあることを表している。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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・Ｙ方向加振時の有効質量（並進質量ｍｙ）の合計値 kg とＹ方

向の回転質量Ｒｍｘの合計値 kg・mから，サプレッションチェ

ンバ内部水全体を簡便に一質点とした場合の等価高さは，サプレッション

チェンバの容器中心位置（はりモデルの質点位置）から約     m（＝ 

 ）低い位置にあると算出される。これは，内部水の重

心位置（容器中心位置から下方に約 2.4m の位置）よりも高く，Housner 理
論による底面圧力を考慮した円筒容器の評価式における容器水位に対する

容器半径が比較的大きい場合の傾向とも整合する。 

・Ｙ方向加振時の回転質量Ｒｍｙ及びＺ方向の回転質量Ｒｍｘ，Ｒｍｚは，隣

り合う質点の関係として回転質量の増減が表れるが，これは質点位置の容

器形状の違いによるものであり，容器形状が軸対称であるため，それぞれ

の合計値は０となる。

・Ｙ方向加振時の回転質量Ｒｍｚ，Ｚ方向の回転質量Ｒｍｙのそれぞれの合計

値は０でないが，Ｚ方向の並進質量ｍｘと同様に解析モデルが半周モデル

であることに起因している。

第 3.2－1 図 サプレッションチェンバ地震応答解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3.2－1表 縮約した有効質量 

（重大事故時水位（Ｓｓ），Ｙ方向（水平）加振時） 

ｍｘ

（×103kg）

ｍｙ

（×103kg）

ｍｚ

（×103kg）

Ｒｍｘ

（×103kg･m）

Ｒｍｙ

（×103kg･m）

Ｒｍｚ

（×103kg･m）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33

合計

節点
番号

並進質量 回転質量

ｍｘ

（×103kg）

ｍｙ

（×103kg）

ｍｚ

（×103kg）

Ｒｍｘ

（×103kg･m）

Ｒｍｙ

（×103kg･m）

Ｒｍｚ

（×103kg･m）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33

合計

節点
番号

並進質量 回転質量

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3.2－2表 縮約した有効質量 

（重大事故時水位（Ｓｓ），Ｚ方向（鉛直）加振時） 

ｍｘ

（×103kg）

ｍｙ

（×103kg）

ｍｚ

（×103kg）

Ｒｍｘ

（×103kg･m）

Ｒｍｙ

（×103kg･m）

Ｒｍｚ

（×103kg･m）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33

合計

節点
番号

並進質量 回転質量

ｍｘ

（×103kg）

ｍｙ

（×103kg）

ｍｚ

（×103kg）

Ｒｍｘ

（×103kg･m）

Ｒｍｙ

（×103kg･m）

Ｒｍｚ

（×103kg･m）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33

合計

節点
番号

並進質量 回転質量
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4. 応答解析モデルの妥当性確認

4.1 妥当性確認方針 

サプレッションチェンバの地震応答解析モデルにおいては，内部水の等価高

さを適切に考慮するため，ＮＡＳＴＲＡＮの機能であるＧｕｙａｎ縮約法によ

り算出される有効質量を３次元はりモデルの質点位置に設定しており，ＮＡＳ

ＴＲＡＮのＧｕｙａｎ縮約法を用いて縮約した水平方向の有効質量について

は，「3. 地震応答解析モデルへの設定方法」にて，Ｇｕｙａｎ縮約法を適用

していないＮＡＳＴＲＡＮ（３次元シェルモデル）から算出した水平方向の有

効質量と同等であることを確認している。 

ここで，円筒容器等をモデル化する手法として用いられるＨｏｕｓｎｅｒ理

論における円筒容器等の評価式では，有効質量及び等価高さを以下のとおり算

定している。 

① 有効質量は水平方向の加速度による内部水から受ける容器側面圧力（水

平方向の圧力）から算定

② 等価高さは上記①の有効質量と容器側面圧力（水平方向の圧力）による

回転モーメントから算定

③ 容器半径に対して水位が低い場合の等価高さは上記②に加えて，底面圧

力（鉛直方向の圧力）による回転モーメントから算定される高さを加算

上記③における等価高さの取り扱い及び「3.2 地震応答解析モデルへ設定

する有効質量」における等価高さが内部水の重心位置よりも高いことを考慮す

ると，サプレッションチェンバ内部水から受ける容器側面圧力（水平方向の圧

力）に加えて底面圧力（鉛直方向の圧力）を把握することは重要である。 

今回工認に用いる地震応答解析モデルでは，ＮＡＳＴＲＡＮを用いて容器

（各要素）の内面圧力（水平方向の圧力，鉛直方向の圧力）から各方向の有効

質量を算定しており，これらはＧｕｙａｎ縮約法を用いてサプレッションチェ

ンバのはりモデルの質点位置に縮約される。このため，以下の検討によりサプ

レッションチェンバの応答解析モデルの妥当性の確認を行う。

① 鉛直方向圧力の妥当性確認

ＮＡＳＴＲＡＮ（３次元シェルモデル）により算出される鉛直方向の有

効質量比と，Ｆｌｕｅｎｔによる流体解析結果から得られる流体解析結果

から算出される鉛直方向の有効質量比との比較により，ＮＡＳＴＲＡＮの

有効質量算出モデルにおける鉛直方向圧力の妥当性の確認を行う。 

② Ｇｕｙａｎ縮約法の妥当性確認

サプレッションチェンバ実機解析モデルにおいて，Ｇｕｙａｎ縮約法を

適用（３次元はりモデル），非適用（３次元シェル＋はりモデル）の解析

モデルにより得られる応答加速度を比較し，サプレッションチェンバにお

けるＧｕｙａｎ縮約法の妥当性の確認を行う。 

本検討の目的を第 4.1－1表に示す。 
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第 4.1－1表 検討の目的 

比較対象 
３次元シェルモデル注１ 

／流体解析モデル 

３次元シェル＋はりモデル注２ 

／３次元はりモデル注３ 

確認項目 鉛直方向の有効質量比 応答加速度・荷重 

検討目的 
鉛直方向の圧力の 

妥当性確認 

Ｇｕｙａｎ縮約法の 

妥当性確認 

注１ ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量算出モデル 

注２ ＮＡＳＴＲＡＮで算定した有効質量をシェル要素とし，サプレッションチェンバ

の構造部分をはりモデルとした応答解析モデル 

注３ ＮＡＳＴＲＡＮで算定した有効質量をＧｕｙａｎ縮約法により試験体のはり要素

に付加した応答解析モデル（今回工認におけるサプレッションチェンバの地震応

答解析モデル） 
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4.1.1 鉛直方向圧力の妥当性確認 

（１）解析条件

妥当性確認において適用する水位は，３次元シェルモデル及び流体解析

モデル共に重大事故時水位（Ｓｓ）とする。その他の解析条件は本文「5.

耐震評価に用いる有効質量の設定」と同様とする。解析モデルを第 4.1－1

図及び第 4.1－2図に示す。 

第 4.1－1図 ３次元シェルモデル（ＮＡＳＴＲＡＮ） 

（本文第 5.1－1図の再掲） 

ａ．外観 ｂ．内部構造物 

第 4.1－2図 流体解析モデル（Ｆｌｕｅｎｔ） 

（本文第 5.1－3図の再掲） 

（２）解析結果

実機サプレッションチェンバの鉛直方向の有効質量比の算出結果を第

4.1－2表に示す。３次元シェルモデル及び流体解析モデルにより算出した

有効質量比はほぼ一致しており，ＮＡＳＴＲＡＮによる鉛直方向圧力は適

切である。 

第 4.1－2表 鉛直方向の有効質量比算出結果 

３次元シェルモデル 

（ＮＡＳＴＲＡＮ） 

流体解析モデル 

（Ｆｌｕｅｎｔ） 

鉛直方向の 

有効質量比 
0.98 0.99 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.1.2 Ｇｕｙａｎ縮約法の妥当性確認 

（１）解析モデル

応答解析結果の比較を行う解析モデルを以下に示す。 

① ３次元シェル＋はりモデル

ＮＡＳＴＲＡＮで算定した有効質量をシェル要素とし，サプレッション

チェンバの構造部分をはりモデルとした３次元シェル＋はりモデル（第

4.1－3図参照） 

第 4.1－3図 ３次元シェル＋はりモデル 

② ３次元はりモデル

ＮＡＳＴＲＡＮで算定した有効質量をＧｕｙａｎ縮約法により試験体

のはり要素に付加した３次元はりモデル（今回工認におけるサプレッショ

ンチェンバの地震応答解析モデル）（第 4.1－4図参照）

第 4.1－4図 ３次元はりモデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（２）解析条件 

地震応答解析条件を第 4.1－3表に示す。 

 

第 4.1－3表 解析条件 

項目 内容注２ 

解析モデル ３次元シェル＋はりモデル ３次元はりモデル注１ 

モデル 
内部水 シェル要素 質点に縮約 

鋼材部分 はりモデル 

内部水の有効質量の 

算定方法 
ＮＡＳＴＲＡＮにより有効質量を算定 

内部水の有効質量の 

モデル化 
シェル要素として付加 

Ｇｕｙａｎ縮約法を用いて

試験体のはり要素に付加 

水位条件 重大事故時水位（Ｓｓ） 

入力地震動 
Ｓｓ－Ｄ 

（ＮＳ方向，ＥＷ方向，鉛直方向） 

解析コード ＮＡＳＴＲＡＮ 

注１ 耐震評価用の応答解析モデル 

注２ 記載していない内容については耐震評価用の応答解析と同様 
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（３）入力加速度及び比較項目

３次元シェル＋はりモデル及び３次元はりモデルにおいて，加速度はＮ

Ｓ方向，ＥＷ方向及び鉛直方向の各方向に入力し，３方向入力を組み合わ

せた応答加速度及び荷重を算出する。加速度及び荷重の比較項目は以下の

通りとする。 

① 加速度

各方向の時刻歴応答加速度及び最大応答加速度の比較を行う。応答加速

度の比較位置を第 4.1－5図に示す。 

第 4.1－5図 応答加速度の比較位置 

② 荷重

サプレッションチェンバサポート基部に生じる最大荷重の比較を行う。

比較対象とする荷重を第 4.1－6 図に示す。なお，サプレッションチェン

バサポートは半径方向にスライドする構造であるため，半径方向に有意な

荷重は生じない。また，荷重の比較位置を第 4.1－7図に示す。 

第 4.1－6図 荷重の比較項目 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 4.1－7図 荷重の比較位置 

（４）解析結果

① 加速度

応答加速度の最大値の比較結果を第 4.1－4 表に，時刻歴応答加速度の

比較結果を第 4.1－8 図及び第 4.1－9 図に示す。第 4.1－4 表において，

最大加速度は３次元シェルモデル及び３次元はりモデルにおいて，概ね一

致する結果が得られている。また，第 4.1－8図及び第 4.1－9図において，

３次元シェルモデル及び３次元はりモデルの時刻歴応答加速度はよく一

致している。 

第 4.1－4表 最大応答加速度の比較 

項目 節点 

最大加速度 （m/s2） 

加速度比 

（①／②）
①３次元

シェル＋はり
モデル

②３次元

はりモデル 

ＮＳ方向 

加速度 

（Ａ） 30.3 30.8 0.98 

（Ｂ） 14.6 14.8 0.99 

ＥＷ方向 

加速度 

（Ａ） 17.7 17.6 1.01 

（Ｂ） 36.4 36.5 1.00 

鉛直方向 

加速度 

（Ａ） 7.4 8.2 0.90 

（Ｂ） 7.4 8.4 0.88 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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② 荷重 

最大荷重の比較結果を第 4.1-5表に示す。第 4.1-5表に示す通り，３次

元シェルモデル及び３次元はりモデルの最大荷重は概ね一致している。 

 

第 4.1-5 表 最大荷重の比較 

項目 節点 

①３次元 

シェル＋はり 

モデル 

②３次元 

はりモデル 

荷重比 

（①／②） 

周方向反力 

（kN） 

（ａ） 4.00E+03 4.06E+03 0.98 

（ｂ） 2.58E+03 2.63E+03 0.98 

（ｃ） 3.45E+03 3.51E+03 0.98 

（ｄ） 2.23E+03 2.27E+03 0.98 

鉛直方向反力 

（kN） 

（ａ） 1.01E+03 1.04E+03 0.98 

（ｂ） 1.50E+03 1.58E+03 0.95 

（ｃ） 1.06E+03 1.08E+03 0.98 

（ｄ） 1.68E+03 1.77E+03 0.95 

半径軸回り 

モーメント 

（N･m） 

（ａ） 4.55E+06 4.62E+06 0.98 

（ｂ） 3.21E+06 3.26E+06 0.98 

（ｃ） 3.92E+06 3.98E+06 0.98 

（ｄ） 2.77E+06 2.82E+06 0.98 

接線軸回り 

モーメント 

（N･m） 

（ａ） 5.76E+04 5.52E+04 1.04 

（ｂ） 5.76E+04 5.52E+04 1.04 

（ｃ） 6.71E+04 6.42E+04 1.05 

（ｄ） 6.71E+04 6.42E+04 1.05 

鉛直軸回り 

モーメント 

（N･m） 

（ａ） 1.82E+05 1.85E+05 0.98 

（ｂ） 1.82E+05 1.85E+05 0.98 

（ｃ） 1.57E+05 1.59E+05 0.98 

（ｄ） 1.57E+05 1.59E+05 0.98 
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4.1.3 妥当性確認結果 

4.1.1 より，ＮＡＳＴＲＡＮの３次元シェルモデルによる解析結果にお

いて，内部水の流動を考慮した流体解析モデルと同等の有効質量比が得ら

れていることから，ＮＡＳＴＲＡＮにおいて鉛直方向における内部水のモ

デル化は妥当であることを確認した。 

また，4.1.2 より，３次元シェルモデル及び３次元はりモデルにおいて，

最大応答加速度と最大荷重が概ね一致しており，時刻歴応答加速度につい

てもよく一致した結果が得られていることから，Ｇｕｙａｎ縮約法は妥当

であることを確認した。  
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参考資料１ 

 

地震時における円環形状容器内部水の有効質量に係る研究の概要について 

 

1. 概要 

本研究では，円環形状容器に対しＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量評価の妥当性

を確認することを目的とする。そのため，サプレッションチェンバを縮小模擬し

た試験体による振動試験を実施した。 

 

2. 研究計画 

2.1 研究時期 

平成１４年度 

 

2.2 研究体制 

本研究は，下記の体制及び役割分担で実施した。 

 

体制 役割分担 

中国電力株式会社 研究の計画策定 

研究の実施 

振動試験実施状況の確認 

振動試験結果及び解析結果の確認 

株式会社日立製作所 振動試験の実施 

ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量の解析 

 

2.3 研究実施場所 

本研究における振動試験は，日立製作所機械研究所の振動台で実施した。 

 

3. 振動試験による有効質量評価 

3.1 試験体 

島根１号炉サプレッションチェンバを縮小模擬した試験体を製作し振動試

験を実施した。試験の状況を第 3.1－1図に示す。試験体は実機と同様に 16 個

の円筒を円環形に繋いだ形状とし，寸法は実機サプレッションチェンバの1/20

程度である円環の直径 1,464mm，断面の内径 400mmとした。材質は内部水の挙

動を確認するため透明のアクリル製とした。試験体の形状及び寸法を第 3.1－

2図に示す。試験装置は，振動台の上に試験体を支持する架台を設け，その上

に試験体を設置した。振動台と架台の間には加振方向に２本のリニアガイドを

並行に配置し，試験体及び架台が加振方向に移動できる構造とした。試験体及

び架台はロードセルを介して振動台に固定されるため，試験体及び架台の振動

応答による水平方向反力はロードセルで確認することができる。 
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主な計測項目は，振動台上，架台上及び試験体上の加速度，架台を含めた試

験体の荷重である。第 3.1－1表に計測項目，第 3.1－3 図に計器配置を示す。 

 

  

第 3.1－1図 試験装置 第 3.1－2図 円環形状容器 

                

 

第 3.1－1表 計測項目 

計測項目 計測機器 位置 計測チャンネル数（設置位置） 

反力 ロードセル 振動台－架台間 Ｘ成分 

加速度 加速度計 振動台上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 
Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

架台上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 

Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

試験体上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 

Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

 

  

1464 

φ400 
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第 3.1－3図 計測機器設置位置 

 

3.2 試験条件 

加振波は，スロッシング周期帯に加速度成分を含まないランダム波Ａ及びス

ロッシング周期帯に加速度成分を含むランダム波Ｂの模擬地震波を用いる。第

3.2－1図及び第 3.2－2図に各地震波の時刻歴波形及び加速度応答スペクトル

（減衰 0.5%）を示す。試験では第 3.2－1図及び第 3.2－2図の地震波の１倍，

２倍，３倍及び４倍で加振を行った。加振は水平１方向とする。水位は，内部

水なし及び内部水あり（Ｈ．Ｗ．Ｌ相当）の２ケースとする。第 3.2－1 表に

試験ケースを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2－1図 ランダム波Ａ  第 3.2－2図 ランダム波Ｂ 
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第 3.2－1表 試験条件 

入力地震波 加速度 [Gal] 内部水 

ランダム波Ａ 

100 
200 
300 
400 

なし 

あり（220kg） 

ランダム波Ｂ 

100 
200 
300 
400 

なし 

あり（220kg） 

 

 

3.3 試験結果に基づく有効質量評価 

ランダム波Ａ（100Gal，内部水あり）の試験ケースにおいて計測された荷重

の時刻歴波形を第 3.3－1図に示す。 

一般的にスロッシングの固有振動数は低く，本研究で対象とするような容器

支持部に作用する地震荷重への寄与は小さいと考えられるため，内容水荷重Ｆ

[N]と架台上の計測加速度ｘ [m/s2]との関係は以下の式で表される。 

ｘ）Ｆ＝（Ｍ＋Ｍ Ｅ   （１） 

ここに，Ｍ[kg]は架台を含む容器の質量，ＭＥ[kg]は水の有効質量である。

式（１）のとおり，質量は加速度に対する荷重の比として表される。 

第 3.3－2 図にランダム波Ａにおける試験ケースごとの最大加速度と最大荷

重の関係を示す。第 3.3－2 図における内部水ありのケースの回帰直線の傾き

から架台及び容器の総質量を引いたものが水の有効質量となり，水の全質量に

対する比として有効質量比が算出できる。ただし，本研究では，内部水なしの

条件における試験結果を用いて，上記と同様の方法で式（１）より架台及び容

器の総質量を算出している。 

ランダム波Ａ及びランダム波Ｂによる試験結果から得られた有効質量比を

第 3.3－1 表に示す。加振波の違い及びスロッシング周期の加速度成分の有無

による有効質量比の相違は小さいことを確認した。 

  

4条－別紙8－65

163



 

 

 

 

第 3.3－1図 計測荷重の時刻歴波形（ランダム波Ａ，100Gal，内部水あり） 

 

 

第 3.3－2 図 振動試験における最大加速度と最大荷重の関係 

（ランダム波Ａ）（本文第 4.2－8 図の再掲） 
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第 3.3－1表 振動試験から得られた水の有効質量比 

入力地震波 有効質量比 

ランダム波Ａ 0.18 

ランダム波Ｂ 0.20 

 

4. ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量評価 

汎用構造解析ソフトＮＡＳＴＲＡＮでは，容器形状と水位が既知であれば，仮

想質量法により有効質量が算出できる。そのため，振動試験や煩雑な数値計算を

実施することなく，式（１）より効率的に容器に作用する地震荷重を推定するこ

とができる。本研究では，振動試験と同様の解析モデルに対しＮＡＳＴＲＡＮの

仮想質量法により有効質量比を算出した結果を実験結果と比較し，その妥当性を

検証する。なお，本方法は流体を非圧縮性のポテンシャル流れと仮定することに

より構造物に接する流体の振動質量を求める方法であり，自由表面の重力影響は

考慮されない。解析モデルを第 4－1図に，解析結果を有効質量比として第 4－1

表に整理する。 

 

 

第 4－1 図 構造解析モデル 

 

第 4－1 表 ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量比の算出結果 

項目 算出結果 

有効質量比 0.21 

 

5. 妥当性検証 

島根１号炉サプレッションチェンバに対する振動試験，ＮＡＳＴＲＡＮのそれ

ぞれで得られた有効質量比を第 5－1表に整理する。ＮＡＳＴＲＡＮによる有効

質量比は，振動試験の結果と同等の結果が得られており，ＮＡＳＴＲＡＮにより

算出される有効質量は妥当であることが確認された。 

 

第 5－1 表 各方法による有効質量比の評価結果 

項 目 ＮＡＳＴＲＡＮ 
振動試験 

ランダム波Ａ ランダム波Ｂ 

有効質量比 0.21 0.18 0.20 
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6. 結論 

円環形状容器における有効質量の把握を目的に，振動試験及び汎用構造解析ソ

フトＮＡＳＴＲＡＮにより有効質量を評価し比較を行った。その結果，ＮＡＳＴ

ＲＡＮによる有効質量算出の妥当性が確認できた。 

 

7. 学会発表実績 

本研究結果については，日本機械学会 2008年度年次大会にて学会発表してい

る[１]。 

 

[１] 丸山 直伴，田村 伊知郎，福士 直己，大坂 雅昭，鈴木 彩子，鈴木 学：ト

ーラス形容器における内部水の地震時荷重評価，日本機械学会 2008年度年次

大会講演論文集，2008.7巻 
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＜補足１＞ 常温下での振動試験の妥当性について 

今回実施した振動試験については，以下の検討を踏まえ，常温下で実施してい

る。 

 

① サプレッションチェンバの耐震評価において考慮する運転状態（重大事故時

の荷重の組合せについては，「重大事故等対処設備について（補足説明資料）

39 条 地震による損傷の防止 39-4 重大事故等対処施設の耐震設計における重

大事故と地震の組合せについて」にて説明） 

・サプレッションチェンバの耐震評価は，設計基準事故時及び重大事故時と

もに，事故の発生確率，継続時間及び地震の年超過確率を踏まえ，地震荷

重と事故時の荷重の組合せを考慮するため，今回実施した振動試験の温度

条件（水温）は，基準地震動Ｓｓと荷重の組合せが必要となる運転状態を

考慮 

・設計基準事故時における温度条件は通常運転状態（飽和温度以下） 

・重大事故時は，事象発生後 2×10-1年以降の荷重と基準地震動Ｓｓとの組合

せとなるため，温度条件は飽和温度以下（沸騰状態ではない） 

 

② 水温による有効質量比への影響 

・有効質量に関連する内部水の質量は密度の関数であり，水温が飽和温度以

下では温度変化に対する影響は小さい 

 

なお，サプレッションチェンバの耐震評価における地震応答解析及び応力評価

に用いる部材温度は，運転状態を考慮した温度条件を用いる。 
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＜補足２＞ 振動試験における加振波について 

振動試験において，以下の条件を考慮して加振波を設定している。 

①スロッシング荷重の考慮 

スロッシング荷重による内部水の有効質量への影響を確認するため，ス

ロッシング周期（約 0.8 秒）帯に加速度成分を含む加振波（ランダム波Ｂ）

とスロッシング周期帯に加速度成分を含まない加振波（ランダム波Ａ）を

適用する。 

②試験体の運動の影響 

有効質量は内部水ありの場合と内部水なしの場合での振動試験結果か

ら得られる荷重－加速度関係の回帰直線の傾きの差から算出する。このた

め，有効質量比を精度良く算出するには，試験体の運動により加わる荷重

を相対的に小さくする必要があることから，試験体の固有周期（約 0.025

秒）及びこの周辺の短周期の加速度成分が小さい加振波を適用する。 

③周波数成分の影響 

加振波の周波数特性は内部水の有効質量に影響しない[１][２]ことから，ラ

ンダム波を適用する。 

以上の条件を踏まえ，ランダム波Ａでは 0.1～0.2 秒，ランダム波Ｂでは 0.1

～2 秒の周期成分を一定としたフーリエスペクトルから模擬地震波を作成する。

作成した模擬地震波の応答加速度スペクトルを第 1図に示す。 

 

 

 

 

ランダム波Ａ  ランダム波Ｂ 

第 1図 入力波の応答加速度スペクトル 

 

[１]Housner， G. W.: Nuclear Reactors And Earthquakes， TID Rep. 7024， 1963. 

[２]容器構造設計指針・同解説（日本建築学会） 
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参考資料２ 

 

有効質量比に対するスロッシング影響について 

 

1. 概要 

有効質量比に対するスロッシング影響の有無を確認するため，流体解析で得ら

れた荷重時刻歴（スロッシング周期成分を含む）及びスロッシング周期成分を取

り除いた荷重時刻歴に対する有効質量比を算定し，比較・検討した。 

 

2. 検討内容 

流体解析におけるスロッシング周期は入力加速度と荷重のフーリエスペクト

ルの関係より 0.26Ｈｚ（重大事故時水位（Ｓｓ））として得られている。このた

め，流体解析で得られた荷重時刻歴に対して，0.4Hzのハイパスフィルタ処理を

行い，スロッシング周期成分を取り除いた荷重時刻歴を求め，本文第 5.1項の方

法にて，有効質量比を算定した。 

 

 

3. 検討結果 

スロッシング周期成分有り及びスロッシング周期成分無しの荷重時刻歴に対

する加速度と荷重の関係図を第3－1図及び有効質量比の比較結果を第3－1表に

示す。 

スロッシング周期成分有り及びスロッシング周期成分無しの有効質量比に違

いはなく，有効質量比に対するスロッシングの影響はほぼない。 
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（ａ）スロッシング周期成分あり （ｂ）スロッシング周期成分なし 

 

第 3－1 図 荷重と加速度の関係 

 

第 3－1 表 有効質量比の比較結果 

水位 

流体解析 

スロッシング周期成分あり 
スロッシング周期成分なし 

（0.4Ｈｚハイパスフィルタ） 

重大事故時水位（Ｓｓ） 0.23 0.23 
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参考資料３ 

 

有効質量比に対する入力地震動の影響について 

 

1. 概要 

サプレッションチェンバの地震荷重算出に当たり，サプレッションチェンバの

内部水の有効質量をＮＡＳＴＲＡＮにより算出することの妥当性を検証するた

め，島根１号炉サプレッションチェンバに対して，ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質

量の算出及び試験体を用いた振動試験を実施しており，両者の有効質量比が同等

であることを確認している。 

本資料では，振動試験に用いた入力地震動に対して，周期特性の違いによる有

効質量への影響を考察する。 

 

2. 振動試験の入力地震動 

振動台への入力波は，スロッシング成分を含まないランダム波Ａ及びスロッシ

ング成分を含むランダム波Ｂの人工地震波を用いた。 

また，振動試験では，上記地震波の１倍，２倍，３倍及び４倍で加振を行った。 

 

3. 有効質量比に対する入力地震動の影響検討 

3.1 周期特性の違い 

ランダム波Ａ及びランダム波Ｂの入力加速度時刻歴波形及び加速度応答ス

ペクトルを第 3.1－1 図に示す。また，これらの周期特性の異なる地震波に対

する振動試験から算出された有効質量比を第 3.1－1表に示す。 

ランダム波Ａ及びランダム波Ｂによる振動試験結果より算出した有効質量

比は同程度であり，有効質量は入力地震動の周期特性によらず，評価対象とす

る容器の形状に依存していることを示すものと考えられる。 
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（１）ランダム波Ａ  （２）ランダム波Ｂ 

第 3.1－1図 振動試験に用いた地震動比較 

（参考資料１ 第 3.2－1 図，第 3.2－2 図の再掲） 

 

第 3.1－1表 振動試験から得られた水の有効質量比 

（参考資料１ 第 3.3－1表の再掲） 

入力地震波 有効質量比 

ランダム波Ａ 0.18 

ランダム波Ｂ 0.20 

 

4. 考察 

上記のとおり，振動試験に用いた入力地震動に対する周期特性の違いによる有

効質量への影響について，今回実施した振動試験結果を用いて検討した結果，入

力地震動の周期特性の違いによる影響が小さいことを確認した。 

なお，今回の検討結果は，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量が評価対

象とする容器形状及び容器内水位を与えられれば，地震動を用いることなく，有

効質量を算出できるという特徴とも整合している。 
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参考資料４ 

規格基準における有効質量比との比較について 

1. はじめに

本資料は，ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量比算定の妥当性を確認するため，容

器構造設計指針・同解説（2010 年３月改訂版）（以下「容器指針」という。）に

記載されている球形タンク及び円筒タンクの有効質量比とＮＡＳＴＲＡＮによ

る有効質量比の算定結果の比較検討を行う。 

2. 解析結果

（１） 球形タンク

ＮＡＳＴＲＡＮの解析モデルを第 1図，解析モデル諸元を第１表，ＮＡＳＴ

ＲＡＮによる有効質量比の算定結果及び容器指針における球形タンクの有効

質量比を第 2図に示す。 

第 1図 球形タンク解析モデル 

第 1表 球形タンク解析モデル諸元 

半径 0.5m 

メッシュ数 約 5400 

第 2図 球形タンクの有効質量比 

注１ 液量率 ＝ 液体の体積 

／球形タンクの容積 

注２ 容器指針の有効質量比は試験によ

り得られている。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（２）円筒タンク

ＮＡＳＴＲＡＮの解析モデルを第 3図，解析モデル諸元を第 2表，ＮＡＳＴ

ＲＡＮによる有効質量比算定結果及び容器指針における円筒タンクの有効質

量比を第 4図に示す。 

第 3図 円筒タンク解析モデル 

第 2表 球形タンク解析モデル諸元 

半径 0.5m 

高さ 2.5m 

メッシュ数 約 6400 

第 4図 球形タンクの有効質量比 

3. 検討結果

第 2図及び第 4 図の比較結果から，ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量比算出結果

と容器指針における有効質量比がほぼ一致しており，ＮＡＳＴＲＡＮによる有効

質量比算出は妥当であることを確認した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考資料５ 

 

計算機コードの概要について 

 

1. はじめに 

本資料は，「サプレッションチェンバの内部水質量の考え方の変更について」

において用いた汎用解析プログラムＮＡＳＴＲＡＮ及び汎用流体解析コードＦ

ｌｕｅｎｔの解析コードについて説明するものである。 

 

2. 使用した解析コードの概要 

(1) ＮＡＳＴＲＡＮ 

ＮＡＳＴＲＡＮはサプレッションチェンバの構造をモデル化し，構造表面（接

水面）における流体－構造の運動方程式を解析する。 

 

(2) Ｆｌｕｅｎｔ 

Ｆｌｕｅｎｔは，サプレッションチェンバ内の空間をモデル化し，流体の流れ

をＶＯＦ（Volume Of Fluid）法により解析する。 
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（１）ＮＡＳＴＲＡＮ 

 

解析コードの概要 

コード名 MSC NASTRAN 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971年 

使用したバージョン 2005，2013 

使用目的 3 次元有限要素法（シェル要素）による 
有効質量の算定 

コードの概要 有限要素法を用いたＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮは，世界で圧倒

的シェアを持つ汎用構造解析プログラムのスタンダードであ

る。その誕生は1965年，現在の米国MSC.SoftwareCorporation 

の前身である米国The MacNealschwendlerCorporation の創設

者，マクニール博士とシュウェンドラー博士が，当時ＮＡＳＡ

（The National Aeronautics and Space Administration）で

行われていた，航空機の機体強度をコンピュータ上で解析する

ことをテーマとした「有限要素法プログラム作成プロジェク

ト」に参画したことに始まる。そこで作成されたプログラム

Nastran(NASA Structural Analysis Program) と命名され，1971 

年にThe MacNeal-Schwendler Corporation からＭＳＣ ＮＡ

ＳＴＲＡＮとして一般商業用にリリースされた。 

以来，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木などの様々な分野の構造解析に広く利

用されている。また各分野からの高度な技術的要求とコンピュ

ータの発展に対応するために，常にプログラムの改善と機能拡

張を続けている。 

検証と妥当性の確認 [検証] 

本解析コードの検証は以下のとおり実施済みである。 

・ サプレッションチェンバの模擬試験体による振動試験によ

り算定された有効質量比とＮＡＳＴＲＡＮによる３次元有

限要素法（シェル要素）及び付加質量法（Virtual Mass 

Method）により算定された有効質量比が一致することを確認

している。 

・ 本コードの適用条件について，開発機関から提示された要

件を満足していることを確認している。 

[妥当性確認] 

本コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 
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検証と妥当性の確認 ・ 本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建築，

土木などの様々な分野における使用実績を有しており，妥当

性は十分に確認されている。 

・ 検証の体系と今回の解析体系とが同等であることから，検

証の結果をもって，解析の妥当性が確認できる。 

・ 開発機関が提示するマニュアルにより，３次元有限要素法

（シェル要素）及び付加質量法（Virtual Mass Method）に

よる有効質量算定に本解析コードが適用できることを確認

している。 
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1. 概要 

有限要素法を用いたＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮは，世界で圧倒的シェアを持つ汎

用構造解析プログラムのスタンダードである。その誕生は 1965 年，現在の米国

MSC.Software Corporation の 前 身 で あ る 米 国 The MacNeal-Schwendler 

Corporation の創設者，マクニール博士とシュウェンドラー博士が，当時 NASA

（The National Aeronautics and Space Administration）で行われていた，航

空機の機体強度をコンピュータ上で解析することをテーマとした「有限要素法プ

ログラム作成プロジェクト」に参画したことに始まる。そこで作成されたプログ

ラム Nastran(NASA Structural Analysis Program)と命名され，1971 年に The 

MacNeal-Schwendler Corporation から MSCNASTRAN として一般商業用にリリー

スされた。以来，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造船，

機械，建築，土木などの様々な分野の構造解析に広く利用されている。また，各

分野からの高度な技術的要求とコンピュータの発展に対応するために，常にプロ

グラムの改善と機能拡張を続けている。 

 

2. 本コードの特徴 

ＮＡＳＴＲＡＮは，MSC.Software Corporation により開発保守されている汎

用構造解析コードである。原子力発電所の機器の応力評価で用いられる有限要素

法による応力評価に加え，流体の入ったタンク構造や没水タ－ビン等，接流体表

面を持つ構造の振動解析で一般に広く用いられている。 

また，解析における縮約処理は，膨大な数のデータを扱う有限要素法などの解

析において，行列の大きさ（次元）を小さくする解析上のテクニックであり，そ

の手法として，Ｇｕｙａｎの縮約法（Guyan's Reduction）が広く一般的に使わ

れており，ＮＡＳＴＲＡＮの機能として整備されている。 

 

3. 解析理論 

本コードのうち，流体の入ったタンク構造や没水タ－ビン等，接流体表面を持

つ構造の振動解析で用いる仮想質量法の解析理論について述べる。 

振動時に容器壁面に作用する圧力は，流体解析によって求められる。サプレッ

ションチェンバのような複雑な形状に対しては，数値解析に依存することとなる。

ここで使用される方法としては，「速度ポテンシャル法」にそう考え方が採用さ

れている。ＮＡＳＴＲＡＮ仮想質量法では，前者の理想流体（非圧縮性，非粘性，

渦無し）を仮定した速度ポテンシャル法に沿う考え方が採用されている。 

同解析コ－ドでは，構造体の接水面に設定した節点において，構造体の振動に

より発生する流体圧力と流速を算定し，接水面における流体圧力と加速度の関係

式を構造体の運動方程式に流体項を加えることで，構造体と流体の運動方程式が

構築される。固有値解析あるいは応答解析を実施して，振動質量を求め，これか

ら構造体の振動質量を差し引くことで，流体の振動質量すなわち流体の有効質量

が算定される。  
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4. 解析フローチャート 

 

第 1図 ＮＡＳＴＲＡＮ仮想質量法を用いたサプレッションチェンバ 

内部水の有効質量算定手順 

  

水の有効質量算定開始 

流体部分と構造との接水面設定 

速度ポテンシャル法により 

有効質量マトリクスを計算 

構造系解析モデル 

固有値解析，或いは応答解析を行い，水の有効質量Ｍｆを算定 

（固有値解析より求める場合） 

（構造単独解析の解） 

（連成解析の解） 

（応答解析結果から求める場合） 

水の有効質量算定終了 

注 添字 ｓ：構造 ｆ：流体 ｓ＋ｆ：構造・流体連成 

     ｉ：要素，節点における応答項目を示す。 
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5. Ｇｕｙａｎ縮約法 

本コードのうち，Ｇｕｙａｎ縮約法の解析理論について述べる。 

動的問題に対する基礎方程式は，縮約を行う前に ｆｕ セットに対して組み立て

られる。縮約を行う前の標準マトリクス方程式は次式の形になる 

























































０

ａ

０

ａ

０００ａ

ａ０ａａ

０

ａ

０００ａ

ａ０ａａ

０

ａ

０００ａ

ａ０ａａ

Ｐ

Ｐ
＝

ｕ

ｕ

ＫＫ

ＫＫ
＋

ｕ

ｕ

ＢＢ

ＢＢ
＋

ｕ

ｕ

ＭＭ

ＭＭ








 （１） 

ここで 

ａａａ ｕ，ｕ，ｕ   ：解析セットに残される変位，速度，加速度自由度 

０００ ｕ，ｕ，ｕ   ：消去セットに入れて消去される変位，速度，加速度自由度 

０ａ，ＰＰ  ：作用荷重 

フリーボディ運動は解析セットに含めなければならない。そうしなければ，

００Ｋ が特異になってしまう。バーを付けた量（Ｐなど）は縮約の対象にならな

い量を示す。 

静的問題では，質量と減衰効果を無視して，式（１）下段の分割行を解いて ０ｕ

を計算することができる。 

})Ｐ{－}]{ｕ]([Ｋ－[Ｋ＝｝｛ｕ ０ａ０ａ
－１
０００  （２） 

式（２）の右辺は，Ｇｕｙａｎマトリクス ０Ｇ と静的補正変位 ０
０ｕ の 2つの部分

に分解して，次式で表すことができる。 

]][Ｋ－[Ｋ＝][Ｇ ０ａ
－１
０００  （３） 

}]{Ｐ[Ｋ＝}{ｕ ０
－１
００

０
０  （４） 

式（２）から式（４）を式（１）上段の分割行に代入すれば厳密な静的救解の

系が得られ，次式の形に縮約された静解析方程式になる。 

}Ｐ{＝}ｕ]{Ｋ[ ａａａａ  （５） 

}ｕ{＋}ｕ]{Ｇ[＝}ｕ{ ０
０ａ００  （６） 

ここで 

]Ｇ][Ｋ[＋]Ｋ[＝]Ｋ[ ０ａ０ａａａａ  （７） 

}Ｐ]{Ｇ[＋}Ｐ{＝}Ｐ{ ０
Ｔ
０ａａ  （８） 

これに対して，動解析では，ベクトル ０ｕ と ０ｕ を近似することによって系の次

数を小さくすることができる。静的マトリクス方程式から出発して縮約を行うの

がよい。式（６）から次式の変換を定義する。 
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}]{ｕ[Ｈ＝
ｕ

ｕ
＝}{ｕ ’

ｆｆ
０

ａ
ｆ









 （９） 

ここで， 









０
０

ａ’
ｆ ｕ

ｕ
＝}{ｕ  （10） 










ＩＧ

０Ｉ
＝]Ｈ[

０
ｆ  （11） 

ここで， ０
０ｕ は静的変位形状に対する変位増分である。式（１）で表される系

は，精度を落とすことなく新しい座標系に変換することができる。変換された系

における剛性マトリクスは次式の形になる。 


























ＩＧ

０Ｉ

ＫＫ

ＫＫ

Ｉ０

ＧＩ
＝]Ｋ[

００００ａ

ａ０ａａ
Ｔ
０’

ｆｆ  （12） 

マトリクスの乗算を行い，式（３）を代入すると，次式が得られる。 










００

ａａ’
ｆｆ Ｋ０

０Ｋ
＝]Ｋ[  （13） 

剛性マトリクス内の連成は解除されたが，質量と減衰マトリクスは最初の系よ

り連成が増える結果になる。減衰マトリクスは質量マトリクスと同じ形であるか

ら，ここでは減衰マトリクスを省略して考える。厳密な変換系は次式の形になる。 













































０

ａ

０

ａ

００

ａａ

０

ａ

’
００

’
ｐａ

’
ａ０

’
ａａ

Ｐ

Ｐ
＝

ｕ

ｕ

Ｋ０

０Ｋ
＋

ｕ

ｕ

ＭＭ

ＭＭ




 （14） 

ここで， 

]Ｇ＋ＭＭ[]Ｇ[＋]Ｇ][Ｍ[＋]Ｍ[＝]Ｍ[ ００００ａ
Ｔ

００ａ０ａａ
’
ａａ  （15） 

]ＭＧ[＋]Ｍ[＝]Ｍ[＝]Ｍ[ ００
Ｔ
０ａ０

Ｔ’
０ａ

’
ａ０  （16） 

]Ｍ[＝]Ｍ[ ００
’
００  （17） 

’
ｆｆＢ の減衰マトリクス成分は，質量マトリクス分割と同じ形で表すことができ

る。マトリクスが対称変換でなくても，上記と同じ変換を得る方法を次に紹介す

る。まず，式（１）～（８）から，縮約される加速度の影響を以下の式で見積も

る。 

}ｕ]{Ｇ[}ｕ{ ａ００    （18） 

式（18）を式（１）下段の分割行に代入して ０ｕ に関して解くと，以下の近似

式が得られる。 
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})ｕ]{ＧＭ＋Ｍ[－}ｕ]{Ｋ[－}Ｐ]({Ｋ[＝}ｕ{ ａ００００ａａ０ａ０
－１
０００   （19） 

０ａＫ に関する式（３）及び質量項に関する式（16）を式（19）に代入すると，

次式が得られる。 

}]ｕ]{Ｍ[－}Ｐ[{Ｋ＋}ｕ]{Ｇ[}ｕ{ ａ
’
０ａ０

－１
００ａ００   （20） 

式（18）と式（20）を式（１）上段の分割行に代入すると，次式が得られる。 

}ｕ]{ＧＫ＋Ｋ[＋}ｕ]{ＧＭ＋Ｍ[ ａ０ａ０ａａａ０ａ０ａａ   

}Ｐ]{Ｋ][Ｋ[－}Ｐ{＝}ｕ]{ＧＭ＋Ｍ][ＫＫ[－ ０
－１
００ａ００ａ００００ａ

－１
００ａ０   （21） 

項を整理すると，式（14）～式（17）と同じ結果が得られる。 

上記の縮約手順から，Ｇｕｙａｎ変換の特長がわかる。 

・近似が導入されるのは加速度成分のみである（式（18））。 

・縮約した系の剛性成分は厳密な内容である。 

・式（14）及び式（20）で定義される内部変位はほとんど等しい。 
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（２）Ｆｌｕｅｎｔ 

 

解析コードの概要 

コード名 Fluent 

開発機関 ANSYS, Inc 

開発時期 2017年（初版開発時期 1983 年） 

使用したバージョン Ver.18.2.0 

コードの概要 ANSYS Fluentは汎用熱流体解析コードであり，数値流体力学解析の

初心者からエキスパートまで，幅広い要求に応える使いやすさと多

くの機能を備える。有限体積法をベースとした非構造格子に対応す

るソルバを搭載しており，VOF(Volume of Fluid)法を用いて溢水を

伴う大波高現象の解析を実施することが可能である。VOF法はスロッ

シング解析における精度の高い手法であり，複雑な容器形状や流体

の非線形現象を考慮する場合に有効である。 

検証と妥当性の確認 [検証] 

・本解析コードは有限体積法を用いた汎用流体解析プログラムであ

り，数多くの研究機関や企業において，様々な分野の流体解析に

広く利用されていることを確認している。 

・流体力学分野における典型的な事象について，解析結果が理論会

及び実験結果と一致することを確認している。 

・本解析コードの製品開発，テスト，メンテナンス，サポートの各

プロセスは，United States Nuclear Regulatory Commission（ア

メリカ合衆国原子力規制委員会）の品質要件を満たしている。 

[妥当性確認] 

・本解析コードは，航空宇宙，自動車，化学などの様々な分野にお

ける使用実績を有しており，妥当性は十分に確認されている。 

・２次元スロッシング問題の解析結果と実験結果とを比較し，よく

一致することを確認している。 
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1. 概要 

ANSYS Fluent は汎用熱流体解析コードであり，数値流体力学解析の初心者か

らエキスパートまで，幅広い要求に応える使いやすさと多くの機能を備える。有

限体積法をベースとした非構造格子に対応するソルバを搭載しており，ＶＯＦ

(Volume of Fluid)法を用いて溢水を伴う大波高現象の解析を実施することが可

能である。ＶＯＦ法はスロッシング解析における精度の高い手法であり，複雑な

容器形状や流体の非線形現象を考慮する場合に有効である。 

 

2. 本コードの特徴 

１）本コードの主な解析機能をつぎに列挙する 

・非圧縮性・圧縮性流れの定常・非定常解析 

・ニュートン・非ニュートン流体の取り扱い 

・熱・物質の輸送，化学反応，燃焼，粒子追跡 

・単相流，多相流，熱物理的状態変化，自由表面流 

・層流・乱流，音響 

２） 非構造格子の採用による複雑境界の表現と格子細分化が可能である 

３）ＭＰＩ(Message Passing Interface)による並列処理に対応している 

 

3. 解析理論 

(1) ＶＯＦ法について 

ＶＯＦは下式に示すように計算格子（セル）における流体の割合を示すスカラ

ー量である。スロッシング解析では水を 100％含む計算セルをＶＯＦ＝1.0，水

が存在せず 100％空気の計算セルをＶＯＦ＝0.0としている。ＶＯＦの計算セル

の例を第 1図に示す。 

 

 
Ｖ

Ｖ
＝α １

１  （１） 

 

  

 

α１ ：ＶＯＦ値 

Ｖ１ ：流体体積 

Ｖ ：計算セル体積 
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第 1図 ＶＯＦ計算セルの例 

 

(2) 基礎方程式 

ＶＯＦに対して下記の輸送方程式を解く。 

 ＝０
ｘ

ｕα
＋

ｔ

α

ｉ

ｉ１１








 （２） 

ただし， ｉｕはｉ方向（ｉ＝１，２，３）の流速を意味する。 

式（２）の ｉｕ は式（３）の質量保存式，式（４）の運動量保存式より計算す

る。 

 ＝０
ｘ

ρｕ
＋

ｔ

ρ

ｉ

ｉ








 （３） 

 ｉｉｊ
ｊｉｉ

ｊｉｉ ＋Ｋτ
ｘ

＋
ｘ

ｐ
＝－

ｘ

ｕρｕ
＋

ｔ

ρｕ
















 （４） 

ただし，ρ，ｐ， ｉｊτ ， ｉＫ はそれぞれ密度，圧力，粘性応力テンソル，外力を

意味する。 

式（３）及び式（４）で用いる密度ρは式（５）により計算する。 

 ｇ１１１ ）ρ＋（１－αρρ＝α  （５） 

ただし， １ρ ， ｇρ はそれぞれ水密度，空気密度を意味する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

VOF=1.0 

VOF=0.0 気液界面位置 

 

 

 

 

 

 

気体セル 

共存セル 

境界セル 

 液体セル 
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4. 解析フローチャート 

支配方程式である式（１）から式（５）は，コロケート格子を用いた有限体積

法で離散化され，数値的に解かれる。流速と圧力の連成手法には非定常解を得る

ための予測子-修正子手法の一種であるＰＩＳＯ法が用いられる。 

Ｆｌｕｅｎｔソルバーの計算アルゴリズムを第 2図に示す。 

 

 

第 2図 計算アルゴリズム 

 

 

 

ＳＴＡＲＴ 

ＶＯＦ値の更新 

計算パラメータ，格子データの読み込み 
初期条件，境界条件の設定 

予測流速の計算 

圧力方程式の求解 

流速場の補正 

乱流変数の計算 

規定の反復回数 
に達したか？ 

規定の反復回数 
に達したか？ 

時間更新 

計算結果の出力 

ＥＮＤ 

ＮＯ ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 
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参考資料６ 

 

有効質量を適用する設備について 

 

1. 概要 

島根２号炉の今回工認においては，サプレッションチェンバ内部水に対して有

効質量を適用して水平方向の地震荷重を算出することから，これに関連して，耐

震評価上の扱いとして有効質量を適用する設備及びスロッシング影響を検討す

る設備を整理する。 

 

2. 対象設備の整理 

対象設備の整理に当たっては，サプレッションチェンバに関連する設備を抽出

し，抽出された設備に対して，有効質量適用の有無及びスロッシング影響検討の

要否を整理する。サプレッションチェンバの断面概要図を第 1図に示す。 

 

3. 有効質量適用の有無 

有効質量を適用する設備とは，抽出された設備に対する応力評価等において，

サプレッションチェンバ内部水に対して有効質量を適用して算出された水平方

向の地震荷重を用いる設備とする。なお，有効質量の適用により発生応力が低減

すると考えられる。 

 

4. スロッシング影響検討の要否 

サプレッションチェンバ内部水に対する有効質量の適用に伴い，スロッシング

荷重を個別評価するため，抽出された設備の設置位置，水位条件及び流動解析に

よるスロッシング挙動を考慮して，スロッシング影響検討の要否を判断する。 

また，スロッシング影響検討の要否は，抽出された設備の応力評価に加えて，

機能要求（圧力抑制機能，蒸気凝縮機能）の観点からも確認するとともに，機能

要求時の地震との組合せ，設備の構造的特徴を踏まえて判断する。 

なお，既工認では，サプレッションチェンバ内部水全体を剛体としているため，

水平方向の地震荷重にスロッシング荷重が包含される。 

 

5. 整理結果 

サプレッションチェンバ内部水によるスロッシング影響検討要否の整理結果

を第 1表に示す。有効質量を適用する設備は，サプレッションチェンバ，サプレ

ッションチェンバサポート，サプレッションチェンバスプレイ管及びＥＣＣＳス

トレーナとした。また，スロッシング影響を検討する設備は，サプレッションチ

ェンバ，サプレッションチェンバサポート，ダウンカマ，ベントヘッダ，ベント

管，ＥＣＣＳストレーナ及びクエンチャとした。 

なお，ベント管ベローズは，今回工認で適用するサプレッションチェンバの地
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震応答解析から算出される変位を用いるため，有効質量を適用し，スロッシング

影響を検討する設備とした。 

スロッシング影響を検討するサプレッションチェンバの内部構造物のうち，表

面積が大きく，スロッシング荷重が大きいと考えられるダウンカマを代表として

選定し，スロッシング荷重の影響を確認する。水平１方向及び水平２方向入力に

よるスロッシング荷重（重大事故時水位（Ｓｓ），Ｓｓ－Ｄ）を第 2表に，スロ

ッシング荷重の入力方向及び応力評価部位を第 2図に示す。 

確認の結果，水平２方向入力によるスロッシング荷重は，水平１方向入力によ

るスロッシング荷重（水平１方向荷重の√２倍の荷重）よりも小さく，設計基準

事故に想定されるダウンカマに対するチャギング荷重よりも小さいため，構造成

立性に大きな影響を与えるものではない。 

 

6. その他 

島根２号炉の既工認において，内部水を有する主なタンクで有効質量を適用し

た設備は無い。タンクにおける内部水質量の整理結果を第 3 表に示す。 

 

 

第 1図 サプレッションチェンバ断面概要図 

  

 

ベント管 

（全周８本） 

ベント管ベローズ 

クエンチャ 
ＥＣＣＳストレーナ 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 
ベントヘッダ 

強め輪（全周 32枚） 

真空破壊装置 

ダウンカマ 

（全周 64本） 

重大事故時水位（Ｓｄ） 

（参考）Ｈ．Ｗ．Ｌ． 

サプレッションチェンバ 

サポート 

重大事故時水位（Ｓｓ） 
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第 2表 内部構造物に対する水平２方向入力による 

スロッシング荷重への影響 

対象構造物 水位条件 入力方向 
荷重（kN） 

（水平１方向） 

荷重（kN） 

（水平２方向） 

チャギング荷重 

（kN） 

ダウンカマ 重大事故時 

水位 

水平１方向 

＋鉛直方向注１ 
7.41 

10.49 

（ＳＲＳＳ） 

18.4 
水平２方向 

＋鉛直方向注２ 
－ 9.78 

注１ Ｓｓ－Ｄ 

注２ ＮＳ方向，鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向：位相特性の異なるＳｓ－Ｄ（位相特性の異なるＳｓ－Ｄの作

成方針等については参考資料 10参照） 

 

 

第 2図 荷重入力方向及び応力評価部位 

応力評価部位 

荷重入力方向 
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参考資料７ 

 

サプレッションチェンバ及びサプレッションチェンバサポート 

の耐震評価について 

 

1. 概要 

島根２号炉の今回工認におけるサプレッションチェンバ及びサプレッション

チェンバサポートの耐震評価について，サプレッションチェンバに対する水平方

向の地震応答解析における地震動の入力方向，地震応答解析モデルに用いるはり

モデル，スペクトルモーダル解析並びにサプレッションチェンバの応力評価に用

いる解析モデル及び応力評価の考え方を説明する。 

 

2.地震応答解析における地震動の入力方向 

サプレッションチェンバは 16セグメントの円筒容器を繋ぎ合わせた円環形状

容器である。各セグメントの継ぎ目に２箇所ずつ全 32箇所のサポートが設けら

れており，第 1図のとおり，プラント方位に対してオフセットした配列となって

いる。 

また，サポートは，径方向にスライドし，周方向に固定される構造となってい

るため，サプレッションチェンバに対する水平方向の地震応答解析における地震

動の入力方向の配慮として，サポートに最大の荷重が加わるようにオフセットす

る。なお，既工認ではプラント方位に沿った水平方向入力を行っており，今回工

認において地震動の入力方向を見直している。 

 

 

第 1図 サプレッションチェンバへの地震荷重入力方向 

 

 

  

90° 

0° 

180° 

270° 

：加速度入力方向 
：サプレッションチェンバサポート 

 スライド方向（代表２箇所を記載） 
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3. 地震応答解析モデル 

3.1 地震応答解析モデルのモデル化の考え方 

サプレッションチェンバの耐震設計においては，内部水及び容器の振動モー

ドを考慮し，流体解析によるスロッシング評価及び３次元はりモデルによる地

震応答解析を実施する。 

ここで，内部水を有する容器に対する既往知見[1]として，特に薄肉円筒容器

（縦置き）については，バルジング（ビーム振動及びオーバル振動と分類）が

生じることが知られていることから，サプレッションチェンバの耐震設計では，

ビーム振動については，３次元はりモデルを用いた地震応答解析により地震荷

重を評価し，オーバル振動については，強め輪によりサプレッションチェンバ

の変形を防止する設計として考慮する（第 1表，第 2図参照）。 

また，サプレッションチェンバ内部水の流動による局部的な圧力については，

汎用流体解析コードＦｌｕｅｎｔによる流動解析の結果，局部的な圧力は3kPa

程度であり，サプレッションチェンバの設計圧力（427kPa）及びＳＡ耐性条件

（853kPa）と比較して小さく部分的であるため，サプレッションチェンバの地

震応答解析へ与える影響はない（第 3 図，第 4 図参照）。サプレッションチェ

ンバ内部の圧力分布については，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量分

布と同様であり，ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量は，Ｇｕｙａｎ縮約法により，

サプレッションチェンバのはりモデルへ適切に反映される。 

したがって，サプレッションチェンバの耐震評価は，強め輪の効果により小

円断面（１セグメントの断面）のオーバル振動が抑制されること，流動による

サプレッションチェンバ内面の局部的な圧力が設計圧力等よりも小さく部分

的であることを踏まえると，サプレッションチェンバに有効質量を考慮したは

りモデルは，ビーム振動及び大円（円環）の変形を模擬できることから，サプ

レッションチェンバ各部の地震荷重を算出するのに適した地震応答解析モデ

ルと考える。 

 

[1] 振動試験による円筒形貯水タンクの耐震性評価－動液圧分布の入力加速度

依存性について－，INSS JOURNAL，Vo1.11，pp.117-128（2004） 
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第 1表 振動モードに対するサプレッションチェンバの耐震設計 

振動モード 

（文献[１]に基づく

定義） 

振動の特徴 
サプレッションチェンバの 

耐震設計 

スロッシング 大きな液面変動を伴

い揺動 

汎用流体解析コードＦｌｕｅｎｔ

により算出したスロッシング荷重

を考慮 

バ
ル
ジ
ン
グ 

ビーム振動 タンクがあたかも梁

のように振動 

ＮＡＳＴＲＡＮにより算出した有

効質量を考慮した３次元はりモデ

ルによる地震荷重を考慮 

オーバル振動 タンク壁面が花びら

状に変形する振動 

サプレッションチェンバ内部に強

め輪（合計 32枚）を取り付け（第

2 図参照），サプレッションチェ

ンバの変形を防止（オーバル振動

を抑制） 

 

 

第 2図 サプレッションチェンバ断面図 

  

サプレッション 
チェンバ 

Ａ 

強め輪（赤線） 

強め輪 

補強板 

サポート 

Ａ部詳細図 

強め輪 
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第 3図 サプレッションチェンバの圧力コンター図 

（Ｓｓ－Ｄ，重大事故時水位（Ｓｓ）） 

第 4図 最大圧力発生位置の圧力時刻歴 

（Ｓｓ－Ｄ，重大事故時水位（Ｓｓ）） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

4条－別紙8－97

195



 

3.2 地震応答解析モデルの詳細設計段階における妥当性確認方針 

3.2.1 バルジングに対する影響検討 

サプレッションチェンバの容器構造（トーラス形状）及び内部水を有す

ることを踏まえ，バルジングによるサプレッションチェンバへの影響を解

析的に分析し，地震応答解析に３次元はりモデルを適用することの妥当性

を確認する方針とする。 

 

3.2.2 サプレッションチェンバサポート付け根部の局部変形の影響 

サプレッションチェンバサポートとサプレッションチェンバの接合部

（以下「サプレッションチェンバサポート付け根部」という。）における

サプレッションチェンバシェルの局部変形を防止するため，サプレッショ

ンチェンバサポートは補強板を介してサプレッションチェンバシェルに

取り付けられている。また，サプレッションチェンバシェルの変形を防止

するため，内部に強め輪が取り付けられている。このため，サプレッショ

ンチェンバサポート付け根部の剛性は高く（第 5 図参照），サプレッショ

ンチェンバの地震応答解析に用いる３次元はりモデルにおいては，サプレ

ッションチェンバサポート付け根部を剛体としている。 

本検討では，サプレッションチェンバサポート付け根部のサプレッショ

ンチェンバシェルの局部剛性を考慮した応答解析を行い，サプレッション

チェンバシェルの局部変形による影響を定量的に確認することによって

３次元はりモデルの妥当性を確認する方針とする（第 6 図参照）。 

なお，サプレッションチェンバサポートは水平（半径）方向に可動する

構造であり，サプレッションチェンバサポート付け根部の水平（半径）方

向の剛性は，地震応答解析へ影響を与えるものではないため，剛構造とす

る。 

 

 

第 5 図 サプレッションチェンバサポート構造図  

サプレッション 

チェンバシェル 

強め輪 

補強板 

サプレッション 

チェンバサポート 

局部剛性 

（鉛直方向） 

可動構造 

局部剛性（円周方向） 

局部剛性 

（鉛直方向） 
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第 6図 サプレッションチェンバ地震応答解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4. スペクトルモーダル解析について

サプレッションチェンバの地震応答解析では，既工認と同様に動的解析（スペ

クトルモーダル解析等）により地震荷重を算出する。

解析モデルの設定に当たっては，サプレッションチェンバの各部材（サプレッ

ションチェンバシェル，サプレッションチェンバサポート）に対する剛性，質量

等を適切に反映したはり要素でモデル化し，サプレッションチェンバシェルとサ

プレッションチェンバサポートは，剛体要素で結合させている。サプレッション

チェンバの振動モード図の代表例を第 7図に示す。

サプレッションチェンバの地震応答解析に３次元はりモデルを用いて動的解

析を行う方針としているが，動的解析にあたっては，高次モードを考慮したスペ

クトルモーダル解析を行い，高振動数の影響について確認を行う。
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第 7図 振動モード図の代表例（重大事故時水位（Ｓｓ）） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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5. 応力評価に用いる解析モデル 

サプレッションチェンバの応力評価については，既工認と同様に，サプレッシ

ョンチェンバの 1/16（22.5°）の範囲を対象とし，構造不連続部（サプレッシ

ョンチェンバサポート取付部，エビ継部）を適切に評価できるようにシェル要素

で３次元ＦＥＭ解析モデルを設定する。 

また，サプレッションチェンバの地震応答解析結果から得られる各荷重を３次

元ＦＥＭ解析モデルに入力し，各部位の応力評価を実施する。 

各荷重の入力条件及び境界条件を以下に示す。 

 

項 目 内 容 

水平方向の地震動による荷重 サプレッションチェンバシェル及びサプレッシ

ョンチェンバサポートの変位，回転 

自重（死荷重），鉛直方向の地震動 

による荷重 

サプレッションチェンバサポートの反力 

自重（死荷重），鉛直方向の地震動 

による荷重に対する境界条件 

鉛直方向にサプレッションチェンバシェルの中

心を固定 

 

ここで，サプレッションチェンバの地震応答解析における荷重及び変位の抽出

位置を第 8図に，３次元ＦＥＭ解析モデルの解析条件を第 9 図に示す。 

なお，既工認ではサプレッションチェンバサポートに加わる荷重を用いて，サ

プレッションチェンバサポート取付部に加わる応力を３次元ＦＥＭ解析モデル

により評価しているが，エビ継部の応力評価を精緻に行うため，今回工認ではエ

ビ継部を評価部位に含む３次元ＦＥＭ解析モデルに見直しを行う。 
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第 8図 地震応答解析における荷重抽出位置 

第 9図 ３次元ＦＥＭ解析モデル解析条件 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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6. 応力評価の考え方 

6.1 応力評価における要求事項 

サプレッションチェンバ及びサプレッションチェンバサポートは，実用発電

用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」と

いう。），設計・建設規格ＪＳＭＥ ＮＣ１ 2005/2007（以下「ＪＳＭＥ」とい

う。）及び原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥ

ＡＧ４６０１－1987（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）に基づき，強度評

価及び耐震評価を行う必要がある。 

 

6.2 原子炉格納容器及びその支持構造物の要求事項 

技術基準規則において，原子炉格納容器及びその支持構造物の構造及び強度

は，設計上定める条件において，全体的な変形を弾性域に抑えることが求めら

れている。 

また，原子炉格納容器及びその支持構造物の耐震性については，ＪＥＡＧ４

６０１において，地震力と他の荷重を組み合わせた場合には，原則として過大

な変形がないようにすることが求められている。 

 

6.3 原子炉格納容器及びその支持構造物の評価方針 

原子炉格納容器に対する地震荷重と他の荷重を組み合わせた評価は，ＪＥＡ

Ｇ４６０１に従い，以下の項目に対して行う。 

①一次応力評価 

②一次＋二次応力評価 

③一次＋二次＋ピーク応力評価（疲れ解析） 

ただし，一次＋二次＋ピーク応力評価（疲れ解析）は，ＪＳＭＥ PVB-3140(6)

の要求を満足する場合，評価を省略することができる。 

なお，一次＋二次応力評価が３Ｓｍを超える場合は，評価対象部位の応力集

中係数を用いた一次＋二次＋ピーク応力評価又はソリッド要素を用いた３次

元ＦＥＭ解析による疲れ解析を行う。 

原子炉格納容器の支持構造物に対する地震荷重との組合せ評価は，ＪＥＡＧ

４６０１上，一次応力，一次＋二次応力に対する要求であり，一次＋二次応力

＋ピーク応力との組合せは要求されていない。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（抜粋） 
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ＪＥＡＧ４６０１－1987 
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ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 

＜第２種容器に対する評価＞ 
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設計・建設規格ＪＳＭＥ ＮＣ１ 2005/2007（抜粋） 
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参考資料８ 

原子炉建物基礎版上における地震応答を用いる妥当性について 

1. 概要

サプレッションチェンバは，ドライウェルとベント管を介して接続されるが，

ベント管に設けられたベント管ベローズ（材質：オーステナイト系ステンレス鋼

（ＳＵＳ３０４））により相対変位を吸収する構造となっているため，サプレッ

ションチェンバの耐震評価に当たっては，ドライウェルの地震応答と切り離し，

原子炉建物基礎版上における地震応答を用いている。 

本資料では，ベント管ベローズの構造及びサプレッションチェンバへの地震応

答への影響を確認し，上記扱いの妥当性について確認する。 

2. ベント管ベローズの構造

ベント管ベローズは，第 1図に示すとおり，サプレッションチェンバとベント

管の熱膨張による相対変位や地震相対変位を吸収できる構造となっている。 

また，地震相対変位によるサプレッションチェンバへの反力は，ベント管ベロ

ーズのばね定数と地震相対変位により算定することができる。サプレッションチ

ェンバの荷重伝達イメージを第 2図に示す。 

3. サプレッションチェンバの地震応答への影響

サプレッションチェンバとベント管の地震相対変位，ベント管ベローズの反力，

サプレッションチェンバの地震荷重及びそれらの比率を第 1 表に示す。評価用地

震動は，基準地震動Ｓｓの特徴を踏まえ，設備の固有周期帯の応答加速度が大き

いＳｓ－Ｄを用いた（参考資料９参照）。地震相対変位によるベント管ベローズ

の反力は，サプレッションチェンバの地震荷重に対して 0.3％程度と軽微であり，

サプレッションチェンバの地震応答解析に原子炉建物基礎版上における地震応

答を用いることは，妥当と考えられる。 

なお，オーステナイト系ステンレス鋼のひずみ速度に関する知見としてひずみ

速度が 1sec-1以下となるものについては，ひずみ速度が耐力や設計引張強さに影

響がないものとされている［1］。ベント管ベローズのひずみ速度は，1.0×10-2 sec-1 

程度注１であり，上記知見を踏まえると，材料物性への影響がないと推定される

ため，剛性に対しても同様に影響がないものと考えられる。 

注１ 地震応答解析モデルの固有周期 T に対するサプレッションチェンバの最

大ひずみ量εの比（ε/T）からひずみ速度（sec-1）を算出 

参考文献[1]:Hiroe Kobayashi et al., Strain Rate of Pipe Elbow at Seismic Event and Its 

Effect on Dynamic Strain Aging, ASME Pressure Vessels and Piping Conference, July 26-30, 

2009 

4条－別紙8－112

210



 

a.ベント管ベローズの構造概要

b.ベント管ベローズの主要寸法

第 1図 ベント管ベローズの構造 

サプレッションチェンバ

に接続 

ベント管に接続 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 2図 サプレッションチェンバの荷重伝達イメージ 

 

第 1表 相対変位による影響評価結果 

項目注１ 評価値 

①地震相対変位 75 mm 注２ 

②地震相対変位による 

ベント管ベローズの反力 
1.424×105 N 注２ 

③サプレッションチェンバ 

の地震荷重 
5.396×107 N 注３ 

比率（②／③） 0.3 % 

注１ 項目の①～③は，第 2 図の番号に対応する 

注２ 基準地震動Ｓｓに対して保守的な条件として算出 

注３ 時刻歴応答解析により得られる地震荷重 

 

サプレッションチェンバの地震荷重 

サプレッションチェンバの変位 

ベント管ベローズ反力 

ベント管ベローズ及びサプレッションチェンバ間の相対変位 

  
 

 

 

地震動 

② 
① 

③ 

サプレッションチェンバ変位 
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参考資料９ 

評価に用いた地震動の応答加速度スペクトルについて 

サプレッションチェンバ設置床において，拡幅処理を行っていない応答加速度

スペクトル（減衰定数 0.5%（ＪＥＡＧ４６０１における「液体の揺動」の減衰

定数））を第 1図に，±10％の拡幅処理した応答加速度スペクトル（減衰定数 1.0%

（ＪＥＡＧ４６０１における「溶接構造物」の減衰定数））を第 2図に示す。ス

ロッシング荷重の算出には加速度時刻歴を用いるため，サプレッションチェンバ

におけるスロッシング周期（重大事故時水位（Ｓｓ））を第 1図に示す。サプレ

ッションチェンバの耐震評価には拡幅処理した床応答スペクトルを用いるため，

サプレッションチェンバの地震応答解析モデル（重大事故時水位（Ｓｓ））の固

有周期を第 2図に示す。 
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第 1図 サプレッションチェンバ設置床の応答加速度スペクトル 

（ＮＳ方向，拡幅なし） 

第 2図 サプレッションチェンバ設置床の応答加速度スペクトル 

（ＮＳ方向，拡幅あり） 

（暫定値） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考資料 10 

 

スロッシング解析に用いる模擬地震波について 

 

1. 概要 

水平２方向及び鉛直方向地震力の同時入力による影響検討を行う際にサプレ

ッションチェンバのスロッシング解析にはスロッシング荷重が大きく算定され

るＳｓ－Ｄを代表波として用いる。この際，水平１方向にはＳｓ－Ｄを用いるが，

その直交方向にはＳｓ－Ｄとは位相特性の異なる模擬地震波を用いるため，Ｓｓ

－Ｄの直交方向の模擬地震波を以下に示す。 

なお，位相特性の異なる模擬地震波の作成方法は「別紙-10 水平２方向及び

鉛直方向地震力の適切な組合せに関する検討について」に示す。 

 

2. スロッシング解析に用いる入力波 

スロッシング解析に用いる入力波は，Ｓｓ－Ｄ及びＳｓ－Ｄと位相特性の異な

る模擬地震波を用いて，建物応答解析を実施し，得られた応答加速度時刻歴を用

いている。 

応答加速度時刻歴波形を第 1図及び第 2図に，それぞれの地震波を２方向入力

した場合の建物応答加速度のオービットを第 3図に，床応答加速度スペクトルを

第 4図に示す。第 3図に示すとおり，オービットには偏りがなく，第 4図に示す

とおり，スロッシング周期帯における位相特性の異なる模擬地震波の応答加速度

はＳｓ－Ｄと同等である。 
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第 1図 Ｓｓ－Ｄの応答加速度時刻歴波形（暫定値） 

 

 

第 2図 Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波の応答加速度時

刻歴波形（暫定値） 

 

第 3図 Ｓｓ－Ｄによる建物応答加速度のオービット 

（位相が異なる地震波を２方向入力した場合） 

 

第 4図 床応答加速度スペクトル（暫定値）  
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参考資料 11 

サプレッションチェンバの重大事故時水位について

サプレッションチェンバの重大事故時水位及び水位条件等の考え方を第 1 図

及び第 1表に示す（「重大事故等対処設備について 補足説明資料 39条地震によ

る損傷の防止 39－4 重大事故等対処施設の耐震設計における重大事故と地震の

組合せについて 添付資料８」（第 809回審査会合（令和元年 12月 10日））より

引用）。 

第 1図 重大事故時のサプレッションチェンバの水位と 

耐震評価に用いる水位との関係 
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第 1表 重大事故時を考慮した地震応答解析モデルの水位条件等の考え方 

 条件 
事故シーケンスと 

選定の考え方 
条件設定の考え方 

ＰＣＶ 水位 

（質量） 

格納容器過圧・過温破損 

（全事故シーケンスの

うち，格納容器水位が最

も厳しくなる事故シー

ケンスを選定） 

重大事故時の原子炉格納容器のモデル化におい

ては，耐震評価上，水位が高い方が地震時の応

答が大きくなる傾向があることから，重大事故

時における地震動 Sdとの組合せにおいて考慮す

るサプレッション・チェンバの水位としては，

以下の事故シーケンスを考慮し，ダウンカマ取

付け部下端位置（約 5.05m）を用いる。 

・格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系

を使用しない場合）（２Pdに到達するまでに操作

を実施しなかった場合（大破断ＬＯＣＡ発生

時））で約 5.03m 

 

また，重大事故時における地震動 Ssとの組合せ

において考慮するサプレッション・チェンバの

水位としては，格納容器過圧・過温破損（残留

熱代替除去系を使用する場合）における最高水

位（約４m）を用いる。 

 

重大事故時におけるドライウェルの水位として

は，ドライウェル床面＋約１m（ベント開口下端

位置）の水位が形成されることの影響を検討す

る。 
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参考資料 12 

 

サプレッションチェンバの内部水に有効質量を考慮する水位条件の変更について 

 

１．概要 

新規制基準を踏まえたサプレッションチェンバの耐震評価において，内部水の

有効質量を考慮する水位条件を申請当初から変更する。本資料では，変更前後に

おける考え方を整理する。 

 

２．変更前の有効質量適用の考え方 

サプレッションチェンバの弾性設計用地震動Ｓｄによる通常運転時及び重大

事故時の耐震評価では，内部水の全質量を考慮した場合においても耐震性を満足

する。このため，サプレッションチェンバにおける弾性設計用地震動Ｓｄによる

重大事故後の耐震評価においては，既工認による耐震評価と同様に，内部水の有

効質量を考慮しないこととしていた。 

 

３．変更後の有効質量適用の考え方 

設計における一貫性を考慮し，サプレッションチェンバにおける耐震評価では

水位条件（通常運転時及び重大事故時）及び地震動によらず，内部水の有効質量

を考慮する。 

変更前後における有効質量を考慮する水位条件を第 1図に示す。 

 

  
第 1図 有効質量を考慮する水位条件 

  

  

 

9400mm 

0mm 

水位 耐震評価 
有効質量の適用注１ 

変更前 変更後 

5049mm 重大事故時の耐震評価（Ｓｄ） × ○ 

4000mm 重大事故時の耐震評価（Ｓｓ） ○ ○ 

3660mm 
通常運転時の耐震評価 

（Ｓｓ，Ｓｄ） 
○ ○注２ 

注１ ○：有効質量を適用，×：有効質量を適用しない 

注２ 重大事故時の耐震評価（Ｓｓ）の水位条件を適用 
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参考資料 13 

 

先行プラントとの有効質量比の比較 

 

１．概要 

島根２号炉における検討で得られた有効質量比について，先行プラントとの比

較により妥当性を確認する。 

 

２．有効質量比の比較 

先行プラント及び島根２号炉における検討で得られた水位と有効質量比の関

係を第 1表及び第 1図に示す。 

有効質量比は，強め輪が無い場合と比較して，強め輪が有る場合に大きい傾向

がある。これは，強め輪が流体の運動を阻害するため，強め輪が有る場合に容器

が流体から受ける反力が大きくなるためであると考えられる。また，島根２号炉

の検討に用いた試験体は島根１号炉の縮小試験体であることから，容器寸法の違

いによる差が生じている。 

強め輪の模擬や寸法の相違等により，有効質量比の算出結果にばらつきはある

が，先行プラント及び島根２号炉において同等の条件による検討で得られた有効

質量比は同程度の結果が得られている。 
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第 1図 水位と有効質量比の関係 

 

注：他サイトの情報に係る記載内容については，公開資料を基に弊社の責任にお

いて記載したものです。 
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1. はじめに

本資料では，実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解

釈等における動的機能保持に関する評価に係る一部改正を踏まえて，動的機能維

持についての検討方針，新たな検討又は詳細検討が必要な設備の抽出及び検討結

果を示す。 

なお，検討の結果，詳細な評価が必要になった設備については，工認段階で詳

細評価の内容を説明する。 

実用発電用原子炉及びその附属設備の技術基準に関する規則の解釈および耐

震設計に係る審査ガイドのうち，動的機能維持の評価に係る部分は以下のとおり。 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈(抜粋) 

第５条(地震による損傷の防止) 

３ 動的機器に対する「施設の機能を維持していること」とは，基準地震動による

応答に対して，当該機器に要求される機能を保持することをいう。具体的には，

当該機器の構造，動作原理等を考慮した評価を行うこと，既往研究で機能維持

の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確認することを

いう。 

耐震設計に係る工認審査ガイド(抜粋) 

4.6.2動的機能 

【審査における確認事項】 

Sクラスの施設を構成する主要設備又は補助設備に属する機器のうち，地震時

又は地震後に機能保持が要求される動的機器については，基準地震動 Ssを用い

た地震応答解析結果の応答値が動的機能保持に関する評価基準値を超えていな

いことを確認する。 

【確認内容】 

動的機能については以下を確認する。 

(1)水平方向の動的機能保持に関する評価については，規制基準の要求事項に留意

して，機器の地震応答解析結果の応答値が JEAG4601 の規定を参考に設定され

た機能確認済加速度，構造強度等の評価基準値を超えていないこと。(中略)ま

た，適用条件，適用範囲に留意して，既往の研究等において試験等により妥当

性が確認されている設定等を用いること。

(2)鉛直方向の動的機能保持に関する評価については，規制基準の要求事項に留意

して，機器の地震応答解析結果の応答値が水平方向の動的機能保持に関する評

価に係る JEAG4601 の規定を参考に設定された機能確認済加速度，構造強度等

の評価基準値を超えていないこと。(中略)また，適用条件，適用範囲に留意し

て，既往の研究等において試験等により妥当性が確認されている設定等を用い

ること。
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(3)上記(1)及び(2)の評価に当たっては，当該機器が JEAG4601に規定されている

機種，形式，適用範囲等と大きく異なる場合又は機器の地震応答解析結果の

応答値が JEAG4601 の規定を参考にして設定された機能確認済加速度を超え

る場合(評価方法が JEAG4601に規定されている場合を除く。)については，既

往の研究等を参考に異常要因分析を実施し，当該分析に基づき抽出した評価

項目毎に評価を行い，評価基準値を超えていないこと。また，当該分析結果

に基づき抽出した評価部位について，構造強度評価等の解析のみにより行う

ことが困難な場合には，当該評価部位の地震応答解析結果の応答値が，加振

試験(既往の研究等において実施されたものを含む。)により動的機能保持を

確認した加速度を超えないこと。 

 

2. 動的機能維持のための新たな検討，詳細検討又は加振試験が必要な設備の検

討方針 

動的機能維持評価において，原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）に定められた適用範囲から

外れ新たな検討又は加振試験が必要な設備，もしくは評価用加速度が機能確認

済加速度を超えるため詳細検討が必要な設備を抽出するとともに，抽出された

設備における動的機能維持のための検討方針を示す。 

 

3. 動的機能維持のための新たな検討，詳細検討又は加振試験が必要な設備の抽

出 

(1) 検討対象設備 

検討対象設備は，Ｓクラス設備並びに常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備とし，動的機能が必要な設備としてＪＥＡＧ４６０１で適

用範囲が定められている機種(立形ポンプ，横形ポンプ，電動機等)とする。 

なお，電気計装機器については，原則として加振試験により電気的機能維持

を確認することから，動的機能維持評価の検討対象設備から除いている。 

 

(2) 新たな検討，詳細検討又は加振試験が必要な設備の抽出 

第 3－1図に動的機能維持評価の検討フローを示す。検討対象設備について，

動的機能維持の要求の有無を確認し，要求がない設備については本検討におけ

る対象外とする。 

動的機能維持の要求がある検討対象設備について，ＪＥＡＧ４６０１に定め

る機能確認済加速度（Ａｔ）との比較による評価方法が適用できる機種に対し

て，構造，作動原理，各機器の流量，出力等がＪＥＡＧ４６０１で定められた

適用範囲と大きく異ならないことを確認する。大きく異なる場合は，新たな検

討(地震時異常要因分析の実施，基本評価項目の抽出，評価)が必要な設備，又

は加振試験を実施する設備として抽出する。 
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さらに，評価用加速度がＪＥＡＧ４６０１及び既往の研究※等により妥当性

が確認されている機能確認済加速度（Ａｔ）以下であることの確認を行い，機

能確認済加速度を超える設備については詳細検討(基本評価項目の評価)が必

要な設備として抽出する。 

なお，弁についてはＪＥＡＧ４６０１にて評価用加速度が機能確認済加速度

を超えた場合の詳細検討の具体的手順が定められているため，詳細評価法検討

の対象外とする。 

上記の整理結果として別表 1に検討対象設備を示すとともに，詳細検討又は

新たな検討が必要な設備の抽出のための情報としてＪＥＡＧ４６０１に該当

する機種名等を整理した。 

また，別表 1に整理した設備や評価用加速度等の内容については，設計途中

のため，動的機能維持評価の方針が検討中の設備も含まれており，今後の詳細

設計の進捗に併せて変更の可能性があることから，工認段階で再度，設備及び

評価方法の整理を行う。 

※電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法に関する研究

(平成 10年度～平成 13年度)」 
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(3) 抽出結果 

別表１をもとに，第 3－1 図の検討フローにより，①詳細検討，②新たな

検討及び③加振試験が必要な設備を検討した結果を，第 3－1表に示す。 

 

① 詳細検討(基本評価項目の評価)が必要な設備 

評価用加速度が機能確認済加速度を超え，詳細検討が必要となる設備と

して，以下の設備が該当する。 

 

・原子炉補機海水ポンプ及び電動機 

・非常用ガス処理系排風機及び電動機 

・可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ及び電動機 

・ほう酸水注入ポンプ及び電動機・燃料プール冷却ポンプ及び電動機 

・高圧炉心スプレイポンプ補機海水ポンプ及び電動機 

 

② 新たな検討(地震時異常要因分析の実施，基本評価項目の抽出，評価)が 

必要な設備  

新たな検討が必要な設備としては，以下の設備が該当する。 

 

＜スクリュー式ポンプ＞ 

・非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ 

・ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

 

＜ガスタービン機関＞ 

・ガスタービン発電機 

 

③ 加振試験（試験による評価）が必要な設備 

加振試験が必要な設備としては，以下の設備が該当する。 

 

・高圧原子炉代替注水ポンプ 
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第 3－1 表 新たな検討又は詳細検討が必要な設備の抽出結果(1/2) 

 

  

　ＪＥＡＧ４６０１の適用性確認
　○：適用可
　×：適用外
　　　（新たな検討が必要）

　　　　　Ａｔ確認注１

　○：Ａｔ以下
    （評価完了）
　×：Ａｔ超過
    （詳細検討が必要）
　－：対象外，評価中

残留熱除去ポンプ ○ ○

高圧炉心スプレイポンプ ○ ○

低圧炉心スプレイポンプ ○ ○

原子炉補機海水ポンプ ○ ×

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ ×

燃料プール冷却ポンプ ○ ×

高圧原子炉代替注水ポンプ
×

（ポンプ・原動機一体型）
－

残留熱代替除去ポンプ ○ ○

原子炉隔離時冷却ポンプ ○ ○

低圧原子炉代替注水ポンプ ○ ○

原子炉補機冷却水ポンプ ○ ○

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ ○

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ
×

（スクリュー式）
－

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ
×

（スクリュー式）
－

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ
×

（スクリュー式）
－

往復動式ポンプ ほう酸水注入ポンプ ○ ×

ポンプ駆動用ター
ビン

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービン ○ ○

燃料プール冷却ポンプ用電動機 ○ ×

残留熱除去ポンプ用電動機 ○ ○

高圧炉心スプレイポンプ用電動機 ○ ○

低圧炉心スプレイポンプ用電動機 ○ ○

残留熱代替除去ポンプ用電動機 ○ ○

低圧原子炉代替注水ポンプ用電動機 ○ ○

原子炉補機冷却水ポンプ用電動機 ○ ○

原子炉補機海水ポンプ用電動機 ○ ×

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ用電動機 ○ ○

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ用電動機 ○ ×

ほう酸水注入ポンプ用電動機 ○ ×

電動機

機種名 設備名称

立形ポンプ

横形ポンプ
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第 3－1 表 新たな検討又は詳細検討が必要な設備の抽出結果(2/2) 

注１：今後の設計進捗によって評価用加速度が変更となる場合は確認結果に反映する。 

注２：地震応答解析結果から求めた燃料集合体相対変位が，加振試験により確認された制御棒挿入

機能に支障を与えない変位に対して下回ることを確認。 

　ＪＥＡＧ４６０１の適用性確認
○：適用可

　×：適用外
　　　（新たな検討が必要）

　　Ａｔ確認注１

○：Ａｔ以下
   （評価完了）

　×：Ａｔ超過
   （詳細検討が必要）

　－：対象外，評価中

中央制御室送風機用電動機 ○ ○

中央制御室非常用再循環送風機用電動機 ○ ○

非常用ガス処理系排風機用電動機 ○ ×

可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ用電動機 ○ ×

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ用電動機 ○ ○

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ用
電動機

○ ○

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ用電動機 ○ ○

中央制御室送風機 ○ ○

中央制御室非常用再循環送風機 ○ ○

非常用ガス処理系排風機 ○ ×

可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ ○ ×

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関 ○ ○

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関 ○ ○

ガスタービン機関 ガスタービン発電機
×

（ガスタービン）
－

制御棒 制御棒（地震時挿入性） ○ ○注２

非常用ディーゼル
発電設備

機種名 設備名称

電動機

ファン
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4. 新たな検討が必要な設備における動的機能維持評価の検討 

4.1 新たな検討が必要な設備における動的機能維持の検討方針 

検討対象設備のうち，3.(3)②に示す機器については，ＪＥＡＧ４６０１に

定められた機種及び適用形式から外れ，機能確認済加速度との比較による評価

方法が適用できないことから，新たに評価項目の検討が必要となる設備である。 

ＪＥＡＧ４６０１に定められた機能確認済加速度との比較による評価方法

が適用できる機種の範囲から外れた設備における動的機能維持の検討におい

ては，技術基準規則解釈等の改正を踏まえて，公知化された検討として(社)

日本電気協会 電気技術基準調査委員会の下に設置された原子力発電耐震設計

特別調査委員会（以下「耐特委」という。）により取り纏められた類似機器に

おける検討及び電力共通研究（以下「電共研」という。）にて取り纏められた

類似機器を参考に検討を実施する。 

具体的には，耐特委では動的機能の評価においては，対象機種ごとに現実的

な地震応答レベルでの異常のみならず，破壊に至るような過剰な状態を念頭に

地震時に考え得る異常状態を抽出し，その分析により動的機能上の評価項目を

検討し，動的機能維持を評価する際に確認すべき事項として，基本評価項目を

選定している。また，電共研の検討では，耐特委及び原子力発電技術機構（以

下「ＮＵＰＥＣ」という。）での検討を踏まえて，動的機能維持の基本評価項

目を選定している。 

ＪＥＡＧ４６０１に定められた機種及び適用形式から外れた設備について

は，作動原理，構造又は機能が類似している構成設備を有する機種／形式に対

する耐特委及び電共研での検討を参考に，形式による構造の違いを踏まえた上

で地震時異常要因分析を実施し，基本評価項目を選定し動的機能維持評価を実

施する。動的機能維持評価のフローを第 4.1－1図に示す。 

なお，ＪＥＡＧ４６０１においても，機能維持評価の基本方針として，地震

時の異常要因分析を考慮し，動的機能の維持に必要な評価のポイントを明確に

することとなっている。 
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第 4.1－1図 動的機能維持評価フロー 

 

※対象物の複雑さ等で選択 

動的機能維持評価対象設備 

地震時異常要因分析 

基本評価項目の検討 試験・解析の組合せ検討 試験・計測方法の策定 

試験 試験 解析 解析 

評価 組合せ評価 評価 

 
解析対処 試験対処 

試験・解析組合せ対処 

動的機能維持評価法の選択
※
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4.2 スクリュー式ポンプに対する検討 

4.2.1 検討対象設備の概要 

スクリュー式ポンプは，その作動原理・構造から異常要因分析や基本評

価項目の抽出が可能であり，分析や項目の抽出において参考とする類似ポ

ンプの検討事例があることから，解析による評価を実施する。地震時異常

要因分析を検討するにあたり，第 4.2.1－1 表に，新たな検討が必要な設

備及び参考とする機種／形式を示すとともに，第 4.2.1－1 図， 第 4.2.1

－2図及び第 4.2.1－3図に，今回工認において，新たな検討が必要な設備

として抽出されたスクリュー式ポンプ，参考とする耐特委で検討された遠

心式ポンプ及び電共研で検討されたギヤ式ポンプの構造概要図を示す。 

スクリュー式ポンプは，容積式の横形ポンプであり，一定容積の液をス

クリューにて押し出す構造のポンプである。参考とするギヤ式ポンプは，

スクリュー式ポンプと同様の容積式であり，ギヤで一定容積を押し出す構

造である。 

一方，遠心式ポンプはインペラの高速回転により液を吸込み・吐出する

ポンプであり，スクリュー式と内部流体の吐出構造が異なるが，ケーシン

グ内にて軸系が回転し内部流体を吐出する機構を有している。 

また，固定方法については，基礎ボルトで周囲を固定した架台の上に，

駆動機器である横形ころがり軸受の電動機とポンプが取付ボルトにより

設置され，地震荷重は主軸，軸受を通してケーシングに伝達されることか

ら，基本構造は同じと言える。さらに，電動機からの動力は軸継手を介し

てポンプ側に伝達する方式であることから，作動原理についても同じと言

える。 

そのため，スクリュー式ポンプについては，遠心式ポンプ及びギヤ式ポ

ンプを参考として，地震時異常要因分析を実施する。 

なお，ガスタービン発電設備燃料移送ポンプ，非常用ディーゼル発電設

備燃料移送ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備燃料移送

ポンプについては，新規制基準により新たに動的機能要求が必要となり，

評価する設備となる。 

 

第 4.2.1－1表 新たな検討が必要な設備において参考とする機種／形式 

新たな検討が必要な設備 参考とする 

機種／形式 設備名 機種／形式 

・非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備燃料 

移送ポンプ 

・ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

横形ポンプ／ 

スクリュー式 

横形ポンプ／ 

単段遠心式 

横型ポンプ／ 

ギヤ式 
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第 4.2.1－ 1 図  スクリュー式ポンプ構造概要図  
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第 4.2.1－ 2 図  ギヤ式ポンプ構造概要図

逃し弁（リリーフ弁）

拡大図  
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第 4.2.1－ 3 図  遠心式ポンプ構造概要図  

 

 

  

電 動 機  

軸 継 手  
ポ ン プ  

メ カ ニ カ ル シ ー ル  

ケ ー シ ン グ  付 属 配 管  
冷 却 水  

羽 根 車  

軸 受  
軸 受  

回 転 方 向  

支 持 脚  

基 礎 ボルト  
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4.2.2 スクリュー式ポンプの動的機能維持評価項目の抽出 

新たな検討が必要な設備であるスクリュー式ポンプの動的機能維持評

価の評価項目については，電共研で検討されたスクリュー式ポンプに対す

る地震時異常要因分析を踏まえて基本評価項目を検討する。また，当該検

討において参考とする，耐特委で検討された遠心式ポンプ及び電共研で検

討されたギヤ式ポンプに対する地震時異常要因分析による基本評価項目

を踏まえた検討を行う。 

スクリュー式ポンプにおける動的機能維持評価のための基本評価項目

の抽出フローを第 4.2.2－1図に示す。 

 

 

 

 

 

第 4.2.2－1図 スクリュー式ポンプにおける動的機能維持評価のための

基本評価項目の抽出フロー 

  

スクリュー式ポンプの 

地震時異常要因分析（電共研での検討結果）に 

基づいた基本評価項目の抽出 

新たな検討が必要となる設備における 

動的機能維持評価のための評価項目の抽出 

遠心式ポンプ及びギヤ式ポンプの 

基本評価項目を踏まえたスクリュー式ポンプの 

基本評価項目の検討 

抽出された基本評価項目に 

対する耐震評価の実施 

遠心式ポンプの基本評価項目 

（耐特委での検討結果） 

ギヤ式ポンプの基本評価項目 

（電共研での検討結果） 
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スクリュー式ポンプの地震時異常要因分析図(以下「異常要因分析図」

という。)及び基本評価項目は，電共研※での検討内容を用いる。電共研で

は第 4.2.2－2 図に示すとおり，耐特委における遠心式ポンプ及びＮＵＰ

ＥＣにおける非常用ディーゼル発電機の燃料供給ポンプに対する異常要

因分析結果(非常用ディーゼル発電機システム耐震実証試験(1992年3月))

を網羅するように，スクリュー式ポンプに対する地震時異常要因分析を行

い，基本評価項目を抽出している。 

スクリュー式ポンプの要因分析図を第 4.2.2－3 図に示す。要因分析図

に基づき抽出されるスクリュー式ポンプの基本評価項目は，第 4.2.2－1

表のとおりである。 

 

※動的機器の地震時機能維持の耐震余裕に関する研究(平成 25年 3月) 

 

 

 

 

第 4.2.2－2図 地震時異常要因分析の適用（スクリュー式ポンプ） 

  

【耐特委】 

 遠心式ポンプの異常要因分析 【電共研】 

スクリュー式ポンプの地震時異常要因分析 

耐特委及びＮＵＰＥＣの異常要因分析 

結果を網羅 

【島根２号炉】 

スクリュー式ポンプの基本評価項目の抽出に

適用 

【ＮＵＰＥＣ】 

非常用ＤＧの燃料供給ポンプの

異常要因分析 
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第 4.2.2－3図 スクリュー式ポンプの地震時異常要因分析図 
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第 4.2.2－1表 スクリュー式ポンプの異常要因分析図から抽出した基本評

価項目 

No. 基本評価項目 異常要因 

① 
基礎ボルト 

（取り付けボルト含む） 

ポンプ全体系の応答が過大となることで，転

倒モーメントにより基礎ボルト(取付ボルト

を含む)の応力が過大となることにより損傷

に至り，全体系が転倒することで機能喪失す

る。 

② 支持脚 

ポンプ全体系の応答が過大となることで，転

倒モーメントにより支持脚の応力が過大とな

ることにより損傷に至り，全体系が転倒する

ことで機能喪失する。 

③ 

④ 

⑤ 

摺動部 

（③スリーブ，④主ねじ， 

⑤従ねじのクリアランス） 

ポンプ全体系の応答が過大となることで，軸

変形が過大となりスリーブと主ねじ又は従ね

じが接触し，摺動部が損傷に至り回転機能及

び移送機能が喪失する。 

④ 軸系 
軸応力が過大となり軸が損傷することによ

り，回転機能及び移送機能が喪失する。 

⑥ 逃がし弁フランジ部 
ケーシングの応答が過大となり逃がし弁フラ

ンジ部が変形し，油の外部漏えいに至る。 

⑦ メカニカルシール 

軸系ねじの応答過大により軸変形に至り，メ

カニカルシールが損傷することにより，移送

機能及び流体保持機能が喪失する。 

⑧ 軸受 
軸変形が過大となり軸受が損傷することで，

回転機能及び移送機能が喪失する。 

⑨ 電動機 

電動機の応答が過大になり電動機の機能が喪

失することで，回転機能及び移送機能が喪失

する。 

⑩ 軸継手 

電動機の変形過大により軸受部の相対変位が

過大となり，軸継手が損傷することで回転機

能が喪失する。 

⑪ ケーシングノズル 

接続配管の応答が過大となり，ケーシングノ

ズルが損傷することで移送機能及び流体保持

機能が喪失する。 

  

4条－別紙15－17

242



 

4.2.3 耐特委で検討された遠心式ポンプの地震時異常要因分析による基本評価

項目 

新たな検討が必要な設備として抽出されたスクリュー式ポンプの基本

評価項目の検討において，公知化された検討として，参考とする耐特委で

の遠心式ポンプの異常要因分析図を第 4.2.3－1 図に，異常要因分析図か

ら抽出される遠心式ポンプの基本評価項目を第 4.2.3－1表に示す。 

 

 

 

第 4.2.3－1図 遠心式ポンプの地震時異常要因分析図 
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第 4.2.3－1表 遠心式ポンプの要因分析図から抽出された基本評価項目 

No. 評価項目 異常要因 

① 

 

 

② 

基礎ボルト 

（取付ボルト含む） 

 

支持脚 

ポンプ全体系の応答が過大となることで，転倒

モーメントにより基礎ボルト（取付ボルトを含

む）の応力が過大となることにより，損傷に至

り，全体系が転倒することによって機能喪失す

る。また，ポンプ全体系の応答が過大となるこ

とで，支持脚の応力が過大となることにより損

傷に至り，ポンプが転倒することにより機能喪

失する。 

③ 

摺動部 

（インペラとライナーリ

ングのクリアランス） 

軸変形が過大となり，インペラがライナーリン

グと接触することで損傷に至り，回転機能及び

輸送機能が喪失する。 

④ 軸系 
軸応力が過大となり，軸が損傷することで回転

機能及び輸送機能が喪失する。 

⑤ メカニカルシール 
軸変形が過大となり，メカニカルシールが損傷

することで流体保持機能が喪失する。 

⑥ 軸受 
軸受荷重が過大となり，軸受が損傷することで

回転機能及び輸送機能が喪失する。 

⑦ 電動機 

電動機の応答が過大になり電動機の機能が喪

失することで，回転機能及び輸送機能が喪失す

る。 

⑧ 軸継手 

被駆動器軸と電動機軸の相対変位が過大とな

り，軸継手が損傷することで回転機能及び輸送

機能が喪失する。 

⑨ ケーシングノズル 

接続配管の応答が過大となり，ケーシングノズ

ルが損傷することで輸送機能及び流体保持機

能が喪失する。 

⑩ 軸冷却水配管 
冷却水配管の応答が過大となり，損傷すること

で軸冷却不能に至り，回転機能が喪失する。 
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4.2.4 電共研で検討されたギヤ式ポンプの地震時異常要因分析による基本評価 

項目 

新たな検討が必要な設備として抽出されたスクリュー式ポンプの基本

評価項目の検討において，公知化された検討として，参考とする電共研で

のギヤ式ポンプの異常要因分析図を第 4.2.4－1 図に，異常要因分析図か

ら抽出されるギヤ式ポンプの基本評価項目を第 4.2.4－1表に示す。 

 

 

 

第 4.2.4－1図 ギヤ式ポンプの地震時異常要因分析図 
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第 4.2.4－1表 ギヤ式ポンプの要因分析図から抽出された基本評価項目 

No. 評価項目 異常要因 

① 

基礎ボルト 

（取付ボルト含

む） 

ポンプ全体系の応答が過大となることで，転倒

モーメントにより基礎ボルト（取付ボルトを含

む）の応力が過大となり損傷に至り，全体系が

転倒することにより機能喪失する。 

② 

③ 

④ 

摺動部 

（②主軸又は③従

動軸と④ケーシ

ングのクリアラ

ンス） 

ポンプ全体系の応答が過大となることで，主軸

（主動歯車）及び従動軸（従動歯車）の応答が

過大となることによる軸部の変形により，ギヤ

がケーシングと接触することで損傷に至り，回

転機能及び輸送機能が喪失する。 

② 軸系 
軸応力が過大となり，軸が損傷することで回転

機能及び輸送機能が喪失する。 

⑤ 軸受 
軸受荷重が過大となり，軸受が損傷することで

回転機能及び輸送機能が喪失する。 

⑥ 電動機 

電動機の応答が過大になり電動機の機能が喪

失することで，回転機能及び輸送機能が喪失す

る。 

⑦ 軸継手 

被駆動機軸と電動機軸の相対変位が過大とな

り，軸継手が損傷することで回転機能及び輸送

機能が喪失する。 

⑧ ケーシングノズル 

接続配管の応答が過大となり，ケーシングノズ

ルが損傷することで輸送機能及び流体保持機

能が喪失する。 

⑨ 逃がし弁 

弁の応答が過大となり，弁が損傷又は誤動作す

ることで外部漏えい，ポンプ内循環が発生し，

輸送機能及び流体保持機能が喪失する。 
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4.2.5 スクリュー式ポンプの基本評価項目の検討 

(1)遠心式ポンプ及びギヤ式ポンプの基本評価項目を踏まえたスクリュー

式ポンプの評価項目の整理

スクリュー式ポンプの異常要因分析結果について，参考として遠心式ポ

ンプ及びギヤ式ポンプの異常要因分析結果と同様に整理した結果，スクリ

ュー式ポンプの基本評価項目は，第 4.2.5－1 表に示すとおり，一部構造

の差異による違いはあるものの，参考とする遠心式ポンプ及びギヤ式ポン

プの評価項目を網羅していることを確認した。 

第 4.2.5－1表 スクリュー式ポンプにおける基本評価項目の整理結果 

○：既往知見における評価項目，－：対象外

№ 基本評価項目 検討対象 

（参照知見） 

参考とする機種 

（参照知見） 

備考 

スクリュー式

ポンプ

（電共研） 

ギヤ式ポンプ

（電共研） 

遠心式ポンプ

（耐特委） 

Ⅰ 基礎ボルト 

（取付ボルト含む） 
○ ○ ○ 

Ⅱ 支持脚 ○ ○ 
ギヤ式ポンプには構

造上，存在しない 

Ⅲ 摺動部 ○ ○ ○ 

Ⅳ 軸系（主ねじ） ○ ○ ○ 

Ⅴ 逃がし弁フランジ部 

（漏えい防止） 
○ － 

遠心式ポンプには構

造上，存在しない 

Ⅵ 逃がし弁（移送機能） － ○ 
遠心式ポンプには構

造上，存在しない 

Ⅶ メカニカルシール ○ ○ 
ギヤ式ポンプはブッ

シングを使用

Ⅷ 軸受 ○ ○ ○ 

Ⅸ 電動機 ○ ○ ○ 

Ⅹ 軸継手 ○ ○ ○ 

XI ケーシングノズル ○ ○ ○ 

XII 軸冷却水配管 ○ 
試験体が大型ポンプ

のため設置 
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(2)島根 2 号炉のスクリュー式ポンプにおける動的機能維持評価の基本評

価項目の検討 

島根２号炉のスクリュー式ポンプにおける動的機能維持評価の基本評

価項目の選定に当たっては，第 4.2.5－1 表のとおり，既往知見により抽

出されたスクリュー式ポンプの基本評価項目に，参考とする遠心式ポンプ

及びギヤ式ポンプの基本評価項目を踏まえた全 12 項目について検討を行

う。 

 

№Ⅰ：基礎ボルト（取付ボルト含む） 

スクリュー式ポンプは参考とする遠心式ポンプ及びギヤ式ポンプと同

様に，基礎ボルトで固定された架台の上に駆動機器及び被駆動機器が取

付ボルトで設置されており，地震時に有意な荷重がかかる構造となって

いることから，基礎ボルトを動的機能維持評価の基本評価項目として選

定する。 

 

No.Ⅱ:支持脚 

支持脚については，スクリュー式ポンプと遠心式ポンプとで構造に大

きな違いはなく，高い剛性を有するためにケーシング定着部に荷重がか

かる構造となっている。 

そのため，取付ボルト及び基礎ボルトが評価上厳しい部位となること

から，取付ボルト及び基礎ボルトを支持脚の評価として代替する。 

 

No.Ⅲ：摺動部 

摺動部の損傷の観点から，遠心式ポンプの検討において，ケーシング

がローターと接触して損傷するライナーリング部(摺動部)の評価を行う

のと同様に，スクリュー式ポンプにおいても摺動部の検討を行い，動的

機能維持評価の基本評価項目として以下のとおり選定する。 

スクリュー式ポンプの摺動部であるスクリュー部は剛性が高く，地震

応答増幅が小さいため，動的機能評価上重要な部分の地震荷重は通常運

転荷重に比べて十分小さいと考えられる。また，スリーブ部については，

剛性の高いケーシング部に設置されており，有意な変形が生じることは

ない。 

スクリュー部を構成する主ねじ又は従ねじについては，損傷によって

スリーブと接触することで，回転機能及び移送機能が喪失に至ることが

考えられるため，摺動部を動的機能維持評価の基本評価項目として選定

する。 
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No.Ⅳ：軸系 

スクリュー式ポンプは主ねじ及び従ねじを有する構造であり，遠心式

ポンプは一軸構造，ギヤ式ポンプは主軸及び従動軸からなる二軸構造と

なっている。各ポンプによって軸構造は異なるが，軸系の損傷によって

ポンプとしての機能を喪失することは同様である。 

そのため，軸損傷が発生しないことを確認するために，軸系を動的機

能維持評価の基本評価項目として選定する。 

 

No.Ⅴ：逃がし弁フランジ部（漏えい防止） 

逃がし弁フランジ部については，地震によりポンプケーシングの応答

が増大すると，フランジ部に変形が生じて内部流体の漏えいに至り，ポ

ンプとしての機能に影響を与えることから，逃がし弁フランジ部(漏えい

防止)を動的機能維持の基本評価項目として選定し，フランジ部の構造評

価を実施する。 

 

No.Ⅵ:逃がし弁（移送機能） 

スクリュー式ポンプは，ギヤ式ポンプと同様に逃がし弁が設置されて

おり，誤作動すれば移送機能に影響を与えることから，逃がし弁(移送機

能)を動的機能維持評価の基本評価項目として選定する。評価においては，

弁に作用する最大加速度が，安全弁の機能確認済加速度以下であること

を確認する。 

 

No.Ⅶ：メカニカルシール 

メカニカルシールは，高い剛性を有するケーシングに固定されており，

地震時に有意な変位が生じない。また軸封部は軸受近傍に位置し，軸は

地震時でも軸受で支持されており，有意な変位は生じることはなく，軸

封部との接触は生じないため，メカニカルシールは動的機能維持評価の

対象外とする。 

 

No.Ⅷ：軸受 

ポンプにおける軸受の役割は回転機能の保持であり，その役割はスク

リュー式ポンプと参考とする遠心式及びギヤ式ポンプで同じである。軸

受が損傷すると，ポンプの機能喪失につながることから，軸受は動的機

能維持評価の基本評価項目として選定する。また，評価においては発生

する荷重として，スラスト方向及びラジアル方向の荷重を考慮して評価

を行う。 
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No.Ⅸ:電動機 

スクリュー式ポンプの電動機は，横向きに設置されるころがり軸受を 

使用する電動機であり，その構造は耐特委(ＪＥＡＧ４６０１)で検討され

ている横型ころがり軸受電動機の適用範囲内である。 

そのため，電動機を動的機能維持評価の基本評価項目として選定し，

機能確認済加速度との比較により評価を行う。 

 

No.X:軸継手 

スクリュー式ポンプは遠心式及びギヤ式ポンプと同様に，軸受でスラ

スト荷重を受け持つこと及びフレキシブルカップリングを採用しており，

軸継手にはスラスト荷重による有意な応力が発生しない構造となってい

る。 

よって，軸継手は動的機能維持評価の対象外とする。 

 

No.XI:ケーシングノズル 

スクリュー式ポンプのケーシングノズル部は，遠心式及びギヤ式ポン

プと同様に，ポンプケーシングと配管の接続部であるが，ノズル出入口

配管のサポートについて適切に配管設計することで，ノズル部に過大な

配管荷重が伝わらないようにすることが可能である。 

よって，ケーシングノズルは動的機能維持評価の対象外とする。 

 

№XII：軸冷却水配管 

耐特委で検討された遠心式ポンプは大型のポンプであり，軸受として

すべり軸受を採用していることから，軸受の冷却が必要となる。このた

め，地震により軸冷却水配管の損傷に至ればポンプの機能維持に影響を

及ぼすため，基本評価項目としている。 

一方，スクリュー式ポンプの軸受は内部流体で冷却が可能であるため，

軸冷却水配管は有していないことから，軸冷却水配管は動的機能維持評

価の対象外とする。 
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4.2.6 スクリュー式ポンプの動的機能維持評価項目の検討結果 

島根２号炉における規格適用外の動的機能維持が必要な設備のうち，新

たな検討が必要な設備であるスクリュー式ポンプについて，基本的な構造

が類似している耐特委での遠心式ポンプ及び電共研でのギヤ式ポンプに

おける検討結果を参考に，形式による構造の違いを踏まえた上で地震時異

常要因分析を行い，動的機能維持を確認するための基本評価項目の抽出を

行った。 

その結果，スクリュー式ポンプの基本評価項目は，参考とした遠心式ポ

ンプ及びギヤ式ポンプとの構造の違いにより一部の評価項目は異なるが，

ほぼ同様となった。また，参考とするポンプとの構造及び評価項目の差異

を踏まえ，基本評価項目について，島根２号炉のスクリュー式ポンプにお

ける動的機能維持評価の基本評価項目について検討した結果，評価項目が

異なる部位に対する評価方法は同様であり，既往の評価手法を踏まえた詳

細評価が可能であると考えられる。 

以上の検討結果から，島根２号炉のスクリュー式ポンプにおける動的機

能維持評価の基本評価項目については，第 4.2.6－1表のとおりに整理し，

抽出された基本評価項目に対して，耐震計算を実施する。 
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第 4.2.6－1表 島根２号炉のスクリュー式ポンプにおける動的機能維持 

評価の基本評価項目の検討結果 

○：評価対象（計算書対象），－：対象外 

№ 
既往知見における 

基本評価項目 

スクリュー式ポンプにおける

動的機能維持評価の基本評価

項目 

主な理由 

Ⅰ 
基礎ボルト 

（取付ボルト含む） 
○ 損傷によりポンプ機能喪失 

Ⅱ 支持脚 － 基礎ボルトにて代替評価 

Ⅲ 摺動部 ○ 損傷によりポンプ機能喪失 

Ⅳ 軸系 ○ 損傷によりポンプ機能喪失 

Ⅴ 
逃がし弁フランジ部 

（漏えい防止） 
○ 損傷によりポンプ機能喪失 

Ⅵ 
逃がし弁 

（移送機能） 
○ 

誤動作によりポンプ機能喪

失 

Ⅶ メカニカルシール － 
地震により損傷しないため

評価不要 

Ⅷ 軸受 ○ 損傷によりポンプ機能喪失 

Ⅸ 電動機 ○ 損傷によりポンプ機能喪失 

Ⅹ 軸継手 － 
地震により損傷しないため

評価不要 

XI ケーシングノズル － 
配管設計により対応可能な

ため評価不要 

XII 軸冷却水配管  
構造上，存在しないため評

価不要 
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4.3 ガスタービン発電機に対する検討 

4.3.1 検討対象設備の概要 

ガスタービン発電機は，その作動原理・構造から異常要因分析や基本評

価項目の抽出が可能であり，分析や項目の抽出において参考とする類似機

器の検討事例があることから，解析による評価を実施する。地震時異常要

因分析を検討するに当たり，第 4.3.1－1 表に新たな検討が必要な設備及

び参考とする機種／形式を示すとともに，第 4.3.1－1図，第 4.3.1－2図

及び第 4.3.1－3 図に今回工認において新たな検討が必要な設備として抽

出されたガスタービン発電機，参考とする耐特委で検討された非常用ディ

ーゼル発電機及びポンプ駆動用タービンの構造概要図を示す。 

ガスタービン発電機は第 4.3.1－1 図に示すように，同一の台板上にガ

スタービンと発電機が据え付けられた構造となっている。ガスタービンと

発電機は，軸継手によって連結されており，ガスタービンによって出力軸

を回転させ，軸継手を介して発電機回転子を回転させて発電を行っている。

ガスタービン発電機には，運転に必要な空気の取り込み，排出を行うため

に，伸縮継手を介して専用のダクト（吸排気設備）を設けている。 

また，参考として，既存のガスタービン発電機の加振試験について参考

資料１に示す。 

 

 

第 4.3.1－1表 新たな検討が必要な設備において参考とする機種／形式 

新たな検討が必要な設備 参考とする 

機種／形式 設備名 機種／形式 

ガスタービン発電機 
ガスタービン発電機

／機関本体 

非常用ディーゼル発電機／

機関本体 

ポンプ駆動用タービン／ 

ＡＦＷＰ用 
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第 4.3.1－1図 ガスタービン発電機構造概要図 

ガスタービン 

台板 

発電機 

ガスタービン発電機 

ガスタービン機関 

ガスタービン 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 4.3.1－2図 非常用ディーゼル発電機構造概要図 

 

 

第 4.3.1－3図 ポンプ駆動用タービン（ＡＦＷＰ用）構造概要図 

 

  

4条－別紙15－30

255



 

ガスタービン発電機の動的機能維持評価において参考とする非常用デ

ィーゼル発電機及びポンプ駆動用タービンについて，ガスタービンとの類

似性を以下に示す。 

 

   (1)非常用ディーゼル発電機 

非常用ディーゼル発電機とガスタービン発電機は機関の構造は異なる

が，動力機関と発電機及び付帯設備からなる非常用発電機という点で類似

な設備であり，系統構成が同等である。各構成設備においても，その機能・

作動原理から類似といえる機器が存在する。以下に，類似性を有する構成

機器及びその根拠を示す。 

 

   ａ．ガスタービン（機関） 

非常用ディーゼル発電機の過給機と以下の点において類似性を有する。 

非常用ディーゼル発電機の過給機とガスタービン（機関）の構造比較を

第 4.3.1－4 図に示す。非常用ディーゼル発電機の過給機とガスタービン

（機関）は，共に昇圧した燃焼用空気を機関に送気する機能を有したター

ボ機械である。過給機は，燃焼後の排気ガスにて動力を得るための軸流型

タービンと燃焼用空気を過給するためのインペラ型圧縮機を一軸上に配

した回転軸を 2つの軸受で支持した構造である。一方，ガスタービン（機

関）も圧縮機とタービンを一軸上の回転軸に配し両端の軸受で支持した構

造である。 

共に高速で回転する回転軸が支持している軸受を介してケーシング内

に内包された構造であり，このケーシングを本体取付面にボルト結合され

ている点で類似の構造である。また，共に回転軸は常用の回転速度におい

て固有振動数が危険速度と一致しないように離調されており，この軸振動

特性を確保するために回転軸のみならず軸受及びこれを支えるケーシン

グに対しても変形を抑制する高い剛性が要求されている。このように，機

関全体が高い剛性を有しており，振動特性の観点からも両者は類似してい

る。 

 

   ｂ．ガスタービン（減速機） 

非常用ディーゼル発電機のギヤリングと以下の点において類似性を有

する。 

非常用ディーゼル発電機のギヤリングとガスタービン（減速機）の構造

比較を第 4.3.1－5 図に示す。非常用ディーゼル発電機のギヤリングは，

クランクの回転より得た動力をクランクギヤ，アイドルギヤ，及びカムギ

ヤ等で構成された歯車機構を介して燃料噴射系及び排気動弁系の機器を

駆動させるカムへ伝達する機能を有している。一方，ガスタービン（減速

機）も遊星歯車等の歯車で構成された歯車機構を介してガスタービン（機
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関）主軸より得た動力を適切な回転速度に減速調整して出力軸より発電機

へ伝達する機能を有しており，類似の動力伝達の機能を有した機器である。

また，共に回転する歯車軸が軸受を介してケーシング内に内包された構造

であり，このケーシングを台板にボルト結合されている点で類似の構造を

有している。 

また，動力伝達時に歯車同士が噛み合うことで生じる反力を歯車軸で受

けながら円滑な回転を確保するために，歯車軸をはじめ，軸受及びこれを

支えるケーシングに対しても変形を抑制する高い剛性が要求されている。

このように，機関全体が高い剛性を有しており，振動特性の観点からも類

似性を有している。 

 

   ｃ．ガスタービン付きポンプ（主燃料油ポンプ，潤滑油ポンプ） 

非常用ディーゼル発電機の潤滑油ポンプと以下の点において類似性を

有する。 

非常用ディーゼル発電機の潤滑油ポンプとガスタービン付きポンプ（主

燃料油ポンプ，潤滑油ポンプ）の構造比較を第 4.3.1－6 図に示す。非常

用ディーゼル発電機の潤滑油ポンプは，機関各部へ潤滑油を供給するため，

機関本体に付属して回転するクランク軸（クランクギヤ）より歯車を介し

て動力を得る回転式ポンプである。一方，ガスタービン付きポンプ（主燃

料油ポンプ，潤滑油ポンプ）も機関各部へ燃料油や潤滑油を供給するため，

ガスタービン（減速機）に付属して回転する減速機軸より動力を得る回転

式ポンプであり，共に主機関より動力を得て流体を輸送するポンプ機能を

有する点で類似している。 

また，共に流体を押し出す回転部品とケーシングで構成された単純な構

造の機器であり，主機関にボルト結合された支持構造であることから，振

動特性の観点からも類似性を有している。 

 

ｄ．燃料制御装置（燃料制御ユニット，燃料制御ユニットドライバ，燃料

供給電磁弁） 

非常用ディーゼル発電機のガバナ及びオーバースピードトリップ装置

と以下の点において類似性を有する。 

非常用ディーゼル発電機のガバナは，ディーゼル機関の回転数を一定に

保つために，燃料流量を制御しており，機構は異なるものの同様に回転数

を一定に保つために燃料流量制御を行うガスタービンの燃料制御装置と

機能面で類似性を有している。 

また，非常用ディーゼル発電機のオーバースピードトリップ装置とガス

タービン発電機の燃料供給電磁弁は，共に過速度トリップ機能として燃料

供給制御を行う点で類似性を有している。 
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非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の
過
給
機

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
（
機
関
）

類
似
点

・燃焼用空気を機関に送気する機能を有したターボ機械である。

・圧縮機とタービンを一軸上の回転軸に配置し両端の軸受で支持した構造である。

・回転軸がケーシング内に内包されており，ケーシングがボルト結合されている。

・機関全体が高い剛性を有している。

第 4.3.1－4図 非常用ディーゼル発電機の過給機と 

 ガスタービン（機関）の比較 

軸受 

インペラ型圧縮機 取付ボルト 軸流型タービン 

軸受 
軸 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の
ギ
ヤ
リ
ン
グ

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
（
減
速
機
）

類
似
点

・歯車機構を介して動力を伝達する機能を有する。

・歯車軸がケーシング内に内包されており，ケーシングがボルト結合されている。

・機器全体が高い剛性を有している。

第 4.3.1－5図 非常用ディーゼル発電機のギヤリングと 

     ガスタービン（減速機）の比較 

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ 

カムギヤ

No.2アイドルギヤ 

No.1アイドルギヤ 

クランクギヤ

軸 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の
潤
滑
油
ポ
ン
プ

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
付
き
ポ
ン
プ
（
主
燃
料
油
ポ
ン
プ
・
潤
滑
油
ポ
ン
プ
）

類
似
点

・主機関より動力を得て流体を輸送するポンプ機能を有する。

・流体を押し出す回転部品とケーシングで構成された単純な構造の機器である。

・主機関にボルト結合されている。

第 4.3.1－6図 非常用ディーゼル発電機の潤滑油ポンプと 

ガスタービン付きポンプ（主燃料油ポンプ，潤滑油ポンプ）の比較 

取付ボルト 

主動軸 

従動軸 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2)ポンプ駆動用タービン

ポンプ駆動用タービンとガスタービン発電機は，以下の点で類似性を有

するターボ機械である。 

ポンプ駆動用タービンとガスタービン（機関）の構造比較を第 4.3.1－7

図に示す。ポンプ駆動用タービンは，駆動用蒸気を動力とする軸流型ター

ビンとポンプタービンを一軸上に配した回転軸を複数の軸受で支持した

構造である。一方，ガスタービン（機関）も，圧縮機とタービンからなる

一軸の回転軸を両端の軸受で支持した構造である。共に高速で回転する回

転軸を支持する軸受を介してケーシング内に内包した構造であり，このケ

ーシングを本体取付面にボルト結合している点で類似の構造を有してい

る。 

また，共に回転軸は常用の回転速度において固有振動数が危険速度と一

致しないように離調されており，この軸振動特性を確保するために回転軸

のみならず軸受，及びこれを支えるケーシングに対しても変形を抑制する

高い剛性が要求されている。このように，回転軸及び関連部位が高い剛性

を有しており，振動特性の観点からも両者は類似している。 
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ポ
ン
プ
駆
動
用
タ
ー
ビ
ン

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
（
機
関
）

類
似
点

・タービンにより高速で回転する回転軸を有する。

・回転軸がケーシング内に内包されており，ケーシングがボルト結合されている。

・回転軸及び関連部位が高い剛性を有する。

第 4.3.1－7図 ポンプ駆動用タービンとガスタービン（機関）の比較 

ボール軸受 
（スラスト兼用）

ローラー軸受

軸 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.3.2 ガスタービン発電機の動的機能維持評価項目の抽出 

新たな検討が必要な設備であるガスタービン発電機の動的機能維持評

価の評価項目については，耐特委で検討された非常用ディーゼル機関及び

ポンプ駆動用タービンに対する地震時異常要因分析による基本評価項目

を踏まえた検討を行う。 

ガスタービン発電機における動的機能維持評価のための基本評価項目

の抽出フローを第 4.3.2－1図に示す。 

第 4.3.2－1図 ガスタービン発電機における動的機能維持評価のための

基本評価項目の抽出フロー 

ガスタービン発電機の地震時異常要因分析 

に基づいた基本評価項目の抽出 

新たな検討が必要となる設備における 

動的機能維持評価のための評価項目の抽出 

非常用ディーゼル発電機及びポンプ駆動用タービンの 

基本評価項目を踏まえたガスタービン発電機の 

基本評価項目の検討 

抽出された基本評価項目に 

対する耐震計算の実施 

非常用ディーゼル発電機の基本評価項目 

（耐特委での検討結果） 

ポンプ駆動用タービン（ＡＦＷＰ用）の 

基本評価項目 

（耐特委での検討結果） 
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ガスタービン発電機の動的機能維持を評価する上で，ガスタービン及び

ガスタービン付き機器を対象に評価項目を検討した。 

第 4.3.1－1 図に示すガスタービン発電機のうち，台板等の構造物は動

作を要求される機器ではないため，本検討の対象外とした。また，ガスタ

ービン発電機の関連設備として，非常用ディーゼル発電機における吸排気

設備やデイタンク等と同様に付帯設備として設置される設備も存在する

が，既往の非常用ディーゼル発電機にて評価手法が確立されているため，

本検討の対象外とした。発電機については，非常用ディーゼル発電機にお

ける発電機の評価と同様に，基本構造が同一である電動機における機能確

認済加速度との比較により動的機能維持評価を行う。なお，ガスタービン

と発電機は，軸継手により連結しているが，それぞれの軸は機器両端の軸

受で支持されており，軸継手には変位吸収が可能なダイヤフラムカップリ

ングを用いて，軸端の応答が互いに影響を及ばさない構造となっているた

め，機器は個別に評価が可能である。 

ガスタービン発電機の異常要因分析図を第 4.3.2－2図～第 4.3.2－7図

に示す。要因分析図に基づき抽出されるガスタービンの基本評価項目は，

第 4.3.2－1 表のとおりである。なお，ガスタービンの異常要因分析は以

下の区分に分類し実施した。 

 

＜異常要因分析の検討区分＞ 

Ⅰ ガスタービン（機関，減速機） 

Ⅱ 出力制御系 

Ⅲ 着火系 

Ⅳ 始動系 

Ⅴ 燃料油系 

Ⅵ 潤滑油系 

 

なお，ガスタービン（機関）等の軸応答過大による軸損傷は，次の理由

により基本評価項目から除外した。 

軸損傷は軸部のケーシングへの接触や破断がその対象となる。いずれも

軸に作用する外力によって軸の変形を伴う事象であるが，構造的な特徴と

して破断に到る前に軸とケーシングが接触する。よって，軸の破断に対す

る強度評価は軸とケーシングとのクリアランスを評価することで包絡可

能である。 
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第 4.3.2－2図 異常要因分析図と構造図（ガスタービン） 

対　　象 要求機能 要　　因 現　　象 喪 失 機 能

Ⅰ

（回転の継続、
駆動性能の維
持）

（機関回転速度
の減速）

ガスタ-
ビン

ｹｰｼﾝｸﾞ

応答過大

ｹｰｼﾝｸﾞ転倒ﾓｰﾒﾝﾄ過大 取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大 取付ﾎﾞﾙﾄ折損

ガスタービン機関

応答過大

ｹｰｼﾝｸﾞ変形過大

軸系

応答過大
軸応答過大

軸・ｹｰｼﾝｸﾞ接触 軸損傷軸変形過大

軸受荷重過大

軸損傷

軸受損傷

取付ﾎﾞﾙﾄ折損ｹｰｼﾝｸﾞ転倒ﾓｰﾒﾝﾄ過大燃焼器応答過大

ｹｰｼﾝｸﾞ

応答過大

ｹｰｼﾝｸﾞ転倒ﾓｰﾒﾝﾄ過大 取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大 取付ﾎﾞﾙﾄ折損

ガスタービン減速機

応答過大

ｹｰｼﾝｸﾞ変形過大

軸系

応答過大
軸応答過大

軸・ｹｰｼﾝｸﾞ接触 軸損傷軸変形過大

歯車荷重過大

軸損傷

歯車損傷

軸受荷重過大

取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大

機関運転不能

機関運転不能

機関運転不能

機関運転不能

機関運転不能

機関運転不能

機関運転不能

機関運転不能

機関運転不能

軸受損傷 機関運転不能

① 

② 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

1-（ⅰ） 

1-（ⅲ） 

1-（ⅳ） 

1-（ⅱ） 

2-（ⅰ） 

2-（ⅱ） 

2-（ⅲ） 

2-（ⅳ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 4.3.2－3図 異常要因分析図と構造図（出力制御系） 

対　　象 要求機能 要　　因 現　　象 喪 失 機 能注1注2

（機関回転

　速度の制御）

Ⅱ
出力制
御系

燃料制御

ﾕﾆｯﾄ

応答過大

排気温度ｾﾝｻｰ

異常応答

回転速度ｾﾝｻｰ

異常応答

検出異常

検出異常

過速度ﾄﾘｯﾌﾟ誤作動

排気温度高 ﾄﾘｯﾌﾟ誤作動

着火失敗

着火失敗

機関停止

機関停止

機関運転不能

機関停止

機関運転不能

ｹｰｼﾝｸﾞ転倒ﾓｰﾒﾝﾄ過大 取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大 機関運転不能

取付ﾎﾞﾙﾄ折損取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大 機関運転不能

取付ﾎﾞﾙﾄ折損ｾﾝｻｰ応答過大 取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大 機関運転不能

燃料制御ﾕﾆｯﾄ

ﾄﾞﾗｲﾊﾞ

応答過大

弁体損傷

弁体損傷

機関運転不能

機関運転不能燃料制御弁応答過大

機関停止機関回転数乱調 過速度ﾄﾘｯﾌﾟ

取付ﾎﾞﾙﾄ折損

ｹｰｼﾝｸﾞ転倒ﾓｰﾒﾝﾄ過大 取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大 機関運転不能取付ﾎﾞﾙﾄ折損

機関回転数乱調 過速度ﾄﾘｯﾌﾟ

取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大 機関運転不能取付ﾎﾞﾙﾄ折損燃料油供給

電磁弁

応答過大

ｾﾝｻｰ応答過大

弁体の応答過大

ｹｰｼﾝｸﾞ転倒ﾓｰﾒﾝﾄ過大

電気的特性異変

弁開度乱調

弁開度乱調

3-（ⅰ） 

3-（ⅲ） 

3-（ⅱ） 

3-（ⅰ） 

3-（ⅱ） 

3-（ⅰ） 

3-（ⅲ） 

4-（ⅰ） 

4-（ⅱ） 

5-(ⅰ) 

5-(ⅱ) 

①②

③
④

⑤ ⑥

⑦ ⑧

⑨ ⑩

注１ 機関運転不能：構成機器の損傷や動作不良により運転が不能となる

注２ 機関停止：誤信号によるトリップにより運転が停止する（損傷に至らない）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 4.3.2－4図 異常要因分析図と構造図（着火系） 

第 4.3.2－5図 異常要因分析図と構造図（始動系） 

対　　象 要求機能 要　　因 現　　象 喪 失 機 能

（始動時の点火）

Ⅲ
着火系 点火ﾌﾟﾗｸﾞ異常応答

点火ﾌﾟﾗｸﾞ動作不良 着火失敗

点火ｴｷｻｲﾀ動作不良

点火ｴｷｻｲﾀ異常応答

着火失敗

機関運転不能

機関運転不能

取付ﾎﾞﾙﾄ折損取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大 機関運転不能

取付ﾎﾞﾙﾄ折損取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大 機関運転不能

6-（ⅰ） 

6-（ⅱ） 

7-（ⅰ） 

7-（ⅱ） 

①

②

③

④

対　　象 要求機能 要　　因 現　　象 喪 失 機 能

（始動機能）

Ⅳ
始動系 ｽﾀｰﾀﾓｰﾀ

応答過大

軸受荷重過大

軸応答過大

軸受損傷

軸損傷

ｹｰｼﾝｸﾞ転倒ﾓｰﾒﾝﾄ過大 取付ﾎﾞﾙﾄ応力過大 取付ﾎﾞﾙﾄ折損 機関運転不能

機関運転不能

機関運転不能

8-（ⅰ） 

8-（ⅲ） 

8-（ⅱ） 

①

②

③

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 4.3.2－6図 異常要因分析図と構造図（燃料油系） 

対　　象 要求機能 要　　因 現　　象 喪 失 機 能

（燃料油供給機能）

Ⅴ
燃料油
系

主燃料油ﾎﾟﾝﾌﾟ

応答過大
機関運転不能

軸受損傷

軸損傷

燃料噴射不能

機関運転不能

取付ﾎﾞﾙﾄ応答過大 取付ﾎﾞﾙﾄ折損
ｹｰｼﾝｸﾞ転倒

ﾓｰﾒﾝﾄ過大

軸受荷重過大

機関運転不能

軸受損傷

軸損傷

燃料噴射不能

機関運転不能

取付ﾎﾞﾙﾄ応答過大 取付ﾎﾞﾙﾄ折損
ｹｰｼﾝｸﾞ転倒

ﾓｰﾒﾝﾄ過大

軸受荷重過大

軸応答過大

軸応答過大

機関運転不能

軸受損傷

軸損傷

機関運転不能

取付ﾎﾞﾙﾄ応答過大 取付ﾎﾞﾙﾄ折損
ｹｰｼﾝｸﾞ転倒

ﾓｰﾒﾝﾄ過大

軸受荷重過大

軸応答過大

始動用燃料油ﾎﾟﾝﾌﾟ

応答過大

始動用燃料油ﾎﾟﾝﾌﾟ用

ﾓｰﾀ応答過大

9-（ⅰ） 

9-（ⅲ） 

9-（ⅱ） 

10-（ⅰ） 

10-（ⅲ） 

10-（ⅱ） 

11-（ⅰ） 

11-(ⅲ) 

11-(ⅱ) 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 4.3.2－7図 異常要因分析図と構造図（潤滑油系） 

対　　象 要求機能 要　　因 現　 　象 喪 失 機 能

（潤滑機能）

Ⅵ
潤滑油
系

潤滑油ﾎﾟﾝﾌﾟ

応答過大
機関運転不能

軸受荷重過大 軸受損傷

軸損傷

潤滑油流出

機関運転不能

取付ﾎﾞﾙﾄ応答過大 取付ﾎﾞﾙﾄ折損

ｹｰｼﾝｸﾞ転倒

ﾓｰﾒﾝﾄ過大

軸応答過大

12-（ⅰ） 

12-（ⅲ） 

12-（ⅱ） 

①

②

③

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 4.3.2－1表 ガスタービン発電機の異常要因分析図から 

 抽出した基本評価項目(1/5) 

No. 基本評価項目 異常要因 

1-(ⅰ) ケーシング取付ボルト 

ガスタービン（機関）の地震応答が過大とな

ると，転倒モーメントによるガスタービン

（機関）の取付ボルトの応力が過大となる。

その結果，取付ボルトが損傷に至り，機関ケ

ーシング部が脱落し，回転の継続及び駆動性

能の維持機能を喪失する。 

1-(ⅱ) 燃焼器取付ボルト 

燃焼器の地震応答が過大となると，転倒モー

メントによる取付ボルトの応力が過大とな

り損傷に至る。その結果，燃焼器が脱落し，

燃焼ガスを保持できなくなり機関の回転の

継続及び駆動性能の維持機能を喪失する。 

1-(ⅲ) 

ガスタービン機関摺動部

（軸とケーシングとのク

リアランス） 

ガスタービン（機関）の地震応答が過大とな

ると，回転軸の応答が過大となり，軸部の変

形によりケーシングに付随する静止部と接

触する。その結果，軸部が損傷に至り，回転

の継続及び駆動性能の維持機能を喪失する。

なお，クリアランスを形成する静止部は軸よ

りも外径側にあり，且つ耐圧構造で剛性の高

いケーシングに固定されているため，その変

形量は軽微となる。よって，変形量の評価は

軸のみを対象とする。 

1-(ⅳ) ガスタービン機関軸受 

軸受荷重が過大となり，軸受が損傷すること

により回転の継続及び駆動性能の維持機能

が喪失する。 

2-(ⅰ) 減速機取付ボルト 

ガスタービン全体系の地震応答が過大とな

ると，転倒モーメントによる減速機取付ボル

トの応力が過大となる。その結果，取付ボル

トが損傷に至り，全体系が転倒することで機

関回転速度の減速機能を喪失する。 

2-(ⅱ) 
減速機摺動部（軸とケー

シングのクリアランス） 

ガスタービン全体系の地震応答が過大とな

ると，回転体である歯車の応答が過大とな

り，歯車軸部の変形によりケーシングと接触

する。その結果，軸が損傷に至り，機関回転

速度の減速機能を喪失する。 
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第 4.3.2－1表 ガスタービン発電機の異常要因分析図から 

 抽出した基本評価項目(2/5) 

No. 基本評価項目 異常要因 

2-(ⅲ) 減速機歯車 

減速機軸系の地震応答が過大となると，減速

機歯車荷重が過大となる。その結果，歯車が

損傷することで機関回転速度の減速機能を

喪失する。 

2-(ⅳ) 減速機軸受 
軸受荷重が過大となり，軸受が損傷すること

により機関回転速度の減速機能を喪失する。 

3-(ⅰ) 

燃料制御ユニット，燃料

制御ユニットドライバ，

燃料油供給電磁弁 取付

ボルト 

燃料制御ユニット，燃料制御ユニットドライ

バ，燃料油供給電磁弁の地震応答が過大とな

ると，転倒モーメントによる取付ボルトの応

力が過大となる。その結果，取付ボルトが損

傷に至り，脱落することで機関回転速度の制

御機能を喪失する。 

3-(ⅱ) 

燃料制御ユニット，燃料

制御ユニットドライバ 

制御機能 

燃料制御ユニットドライバの地震応答が過

大となると，回路の電気的特性に異変が生

じ，制御信号に乱れが生じる可能性がある。

制御信号の乱れ又は燃料制御ユニットの燃

料制御弁の過大応答により弁開度が乱調し，

適切な燃料投入量が得られなくなることで，

機関回転数の乱調に伴う過速度トリップに

よりガスタービンが停止する。 

3-(ⅲ) 
燃料制御ユニット，燃料

油供給電磁弁 弁体 

燃料制御ユニット，燃料油供給電磁弁の地震

応答が過大となると，弁体の損傷に至り，機

関回転速度の制御機能を喪失する。 

4-(ⅰ) 
回転速度センサー取付ボ

ルト 

回転速度センサーの地震応答が過大となる

と，転倒モーメントによる回転速度センサー

の取付ボルトの応力が過大となる。その結

果，取付ボルトが損傷に至り，回転速度セン

サーが脱落すると機関回転速度の制御機能

を喪失する。 

4-(ⅱ) 回転速度センサー 

回転速度センサーの地震応答が過大となる

と，定格運転中は検出異常による過速度トリ

ップの誤作動が発生し，ガスタービンが停止

する可能性がある。また，始動中は燃料制御

異常による着火失敗（機関回転速度の制御機

能の喪失）に至る可能性がある。 
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第 4.3.2－1表 ガスタービン発電機の異常要因分析図から 

 抽出した基本評価項目(3/5) 

No. 基本評価項目 異常要因 

5-(ⅰ) 
排気温度センサー取付ボ

ルト 

排気温度センサーの地震応答が過大となる

と，転倒モーメントによる排気温度センサー

の取付ボルトの応力が過大となる。その結

果，取付ボルトが損傷に至り，排気温度セン

サーが脱落することで，始動中の機関回転速

度の制御機能を喪失する。 

5-(ⅱ) 排気温度センサー 

排気温度センサーの地震応答が過大となる

と，定格運転中は検出異常による排気温度高

トリップの誤作動が発生し，ガスタービンが

停止する可能性がある。また，始動中は燃料

制御異常による着火失敗（機関回転速度の制

御機能の喪失）に至る可能性がある。 

6-(ⅰ) 点火プラグ取付ボルト 

点火プラグの地震応答が過大となると，転倒

モーメントによる点火プラグの取付ボルト

の応力が過大となる。その結果，取付ボルト

が損傷に至り，点火プラグが脱落することで

始動時の点火機能を喪失し，着火失敗に至

る。 

6-(ⅱ) 点火プラグ 

点火プラグの地震応答が過大となることで，

始動時に電気的動作不良が発生すると，点火

機能を喪失し，着火失敗に至る。 

7-(ⅰ) 
点火エキサイタ取付ボル

ト 

点火エキサイタの地震応答が過大となるこ

とで，転倒モーメントによる点火エキサイタ

の取付ボルトの応力が過大となる。その結

果，取付ボルトが損傷に至り，点火エキサイ

タが脱落することで始動時の点火機能を喪

失する。 

7-(ⅱ) 点火エキサイタ 

点火エキサイタの地震応答が過大となるこ

とで，電気的動作不良が発生し，着火失敗に

至る。その結果，始動時の点火機能を喪失す

る。 

8-(ⅰ) 
スタータモータ取付ボル

ト 

スタータモータの地震応答が過大となるこ

とで，転倒モーメントによる取付ボルトの応

力が過大となる。その結果，取付ボルトが損

傷に至り，スタータモータが転倒することで

始動機能を機能喪失する。 
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第 4.3.2－1表 ガスタービン発電機の異常要因分析図から 

 抽出した基本評価項目(4/5) 

No. 基本評価項目 異常要因 

8-(ⅱ) 

スタータモータ摺動部

（軸とケーシングのクリ

アランス） 

スタータモータの地震応答が過大となるこ

とで，回転体である軸の応答が過大となり，

軸部の変形によりケーシングと接触する。そ

の結果，軸が損傷に至り，始動機能を喪失す

る。 

8-(ⅲ) スタータモータ軸受 
軸受荷重が過大となり，軸受が損傷すること

により始動機能を喪失する。 

9-(ⅰ) 
主燃料油ポンプ取付ボル

ト 

主燃料油ポンプの地震応答が過大となるこ

とで，転倒モーメントによる取付ボルトの応

力が過大となる。その結果，取付ボルトが損

傷に至り，ポンプが脱落することで燃料油供

給機能を喪失する。 

9-(ⅱ) 

主燃料油ポンプ摺動部

（軸とケーシングのクリ

アランス） 

主燃料油ポンプの地震応答が過大となるこ

とで，回転軸の応答が過大となり，軸部の変

形によりケーシングと接触する。その結果，

軸が損傷に至り，燃料油供給機能を喪失す

る。 

9-(ⅲ) 主燃料油ポンプ軸受 

主燃料油ポンプの軸受荷重が過大となり，軸

受が損傷することで燃料油供給機能を喪失

する。 

10-(ⅰ) 
始動用燃料油ポンプ取付

ボルト 

始動用燃料油ポンプの地震応答が過大とな

ることで，転倒モーメントによる取付ボルト

の応力が過大となる。その結果，取付ボルト

が損傷に至り，ポンプが転倒することで燃料

油供給機能を喪失する。 

10-(ⅱ) 

始動用燃料油ポンプ摺動

部（軸とケーシングのク

リアランス） 

始動用燃料油ポンプの地震応答が過大とな

ることで，回転体軸の応答が過大となり，軸

部の変形によりケーシングと接触する。その

結果，軸が損傷に至り，燃料油供給機能を喪

失する。 

10-(ⅲ) 始動用燃料油ポンプ軸受 

始動用燃料油ポンプの軸受荷重が過大とな

り，軸受が損傷することにより燃料油供給機

能を喪失する。 
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第 4.3.2－1表 ガスタービン発電機の異常要因分析図から 

 抽出した基本評価項目(5/5) 

No. 基本評価項目 異常要因 

11-(ⅰ) 
始動用燃料油ポンプ用モ

ータ取付ボルト 

始動用燃料油ポンプ用モータの地震応答が

過大となることで，転倒モーメントによる取

付ボルトの応力が過大となる。その結果，取

付ボルトが損傷に至り，転倒することでモー

タの回転機能を喪失し，燃料油供給機能を喪

失する。 

11-(ⅱ) 

始動用燃料油ポンプ用モ

ータ 摺動部（軸とケーシ

ングのクリアランス） 

始動用燃料油ポンプ用モータの地震応答が

過大となることで，回転軸の応答が過大とな

り，軸部の変形によりケーシングと接触す

る。その結果，軸が損傷に至り，モータの回

転機能を喪失し，燃料油供給機能を喪失す

る。 

11-(ⅲ) 
始動用燃料油ポンプ用モ

ータ 軸受 

始動用燃料油ポンプ用モータの軸受荷重が

過大となり，軸受が損傷することによりモー

タの回転機能を喪失し，燃料油供給機能を喪

失する。 

12-(ⅰ) 潤滑油ポンプ取付ボルト 

潤滑油ポンプの地震応答が過大となること

で，転倒モーメントによる取付ボルトの応力

が過大となる。その結果，取付ボルトの損傷

に至り，ポンプが脱落することで，潤滑機能

を喪失する。 

12-(ⅱ) 

潤滑油ポンプ摺動部（軸

とケーシングのクリアラ

ンス） 

潤滑油ポンプの地震応答が過大となること

で，回転軸の応答が過大となり，軸部の変形

によりケーシングと接触する。その結果，軸

が損傷に至り，潤滑機能を喪失する。 

12-(ⅲ) 潤滑油ポンプ軸受 
潤滑油ポンプの軸受荷重が過大となり，軸受

が損傷することにより潤滑機能を喪失する。 
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4.3.3 耐特委で検討された非常用ディーゼル発電機の地震時異常要因分析によ

る基本評価項目 

新たな検討が必要な設備として抽出されたガスタービン発電機の基本

評価項目の検討において，公知化された検討として，参考とする耐特委で

の非常用ディーゼル発電機の地震時異常要因分析図を第 4.3.3－1 図～第

4.3.3－6図に，地震時異常要因分析図から抽出される非常用ディーゼル発

電機の基本評価項目とこれに対応するガスタービンにおける類似評価項

目を第 4.3.3－1表に示す。 

ガスタービン発電機に属する機器のうち，非常用ディーゼル発電機と類

似性を有する機器については，異常要因分析に基づいて抽出された評価項

目においても類似性を有していることが確認できる。また，異常要因分析

の考え方についても，非常用ディーゼル発電機での異常要因分析の手法に

倣い，要求機能別の系統構成に分類した各機器の構造や作動原理から地震

時に発生し得る異常現象を抽出した結果，ガスタービン発電機と非常用デ

ィーゼル発電機の要因分析結果との類似性が確認できる。 

以上より，ガスタービン発電機のうち，非常用ディーゼル発電機と類似

性を有する評価項目が網羅的に抽出されていることが確認された。 

  

4条－別紙15－50

275



 

 

 

 
第 4.3.3－1図 非常用ディーゼル発電機の異常要因分析図 

（ディーゼル機関本体） 

 

 

 
第 4.3.3－2図 非常用ディーゼル発電機の異常要因分析図（出力制御系） 

  

2-（ⅳ） 
2-（ⅱ） 
2-（ⅲ） 

 

2-（ⅰ） 

 

：非常用ディーゼル発電機のうち機関及び機関付き機器の項目 

：ガスタービンとの類似評価項目 

3-（ⅱ） 

3-（ⅰ） 

3-（ⅲ） 

：非常用ディーゼル発電機のうち機関及び機関付き機器の項目 

：ガスタービンとの類似評価項目 
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第 4.3.3－3図 非常用ディーゼル発電機の異常要因分析図 

（始動空気及び吸排気系） 

 

 

 
第 4.3.3－4図 異常要因分析図（燃料油系） 

  

1-（ⅰ） 

1-（ⅲ） 
1-（ⅳ） 

：非常用ディーゼル発電機のうち機関及び機関付き機器の項目 

：ガスタービンとの類似評価項目 

：非常用ディーゼル発電機のうち機関及び機関付き機器の項目 

：ガスタービンとの類似評価項目 
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第 4.3.3－5図 非常用ディーゼル発電機の異常要因分析図（冷却水系） 

 

 

 

 
第 4.3.3－6図 非常用ディーゼル発電機の異常要因分析図（潤滑油系） 

 

：非常用ディーゼル発電機のうち機関及び機関付き機器の項目 

：ガスタービンとの類似評価項目 

9-（ⅲ） 

12-(ⅲ) 

9-（ⅰ） 

12-(ⅰ) 

 

：非常用ディーゼル発電機のうち機関及び機関付き機器の項目 

：ガスタービンとの類似評価項目 
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第
4.
3.
3
－

1
表

 
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
と
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
の
評
価
項
目
比
較
（
デ
ィ
ー
ゼ
ル
機
関
本
体
）

 

 

 
 

No
. 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
で
対
応
す
る
評
価
項
目
 

機
器
名
称
 

異
常
要
因
分
析
 

該
当
項
目
 

評
価
項
目
 

№
 

評
価
項
目
 

1 
ピ
ス
ト
ン
 

ピ
ス
ト
ン
ピ
ン
メ
タ
ル
損
傷
 

軸
受
強
度
 

－
 

該
当
な
し
 

2 
ク
ラ
ン
ク
軸
 

軸
受
の
損
傷
 

軸
受
強
度
 

－
 

該
当
な
し
 

3 
連
接
棒
 

軸
受
の
損
傷
 

軸
受
強
度
 

－
 

該
当
な
し
 

4 
カ
ム
軸
 

軸
受
の
損
傷
 

軸
受
強
度
 

－
 

該
当
な
し
 

5 
ギ
ヤ
リ
ン
グ
 

ア
イ
ド
ル
ギ
ヤ
軸
受
の
損
傷
 

軸
受
強
度
 

2-
(ⅳ

) 
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
（
減
速
機
）
軸
受
 

軸
の
曲
が
り
 

軸
の
強
度
 

2-
(ⅱ

) 
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
（
減
速
機
）
摺
動
部
（
軸
と
ケ
ー
シ
ン

グ
の
ク
リ
ア
ラ
ン
ス
）
 

歯
の
折
損
 

歯
車
の
強
度
 

2-
(ⅲ

) 
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
（
減
速
機
）
歯
車
 

6 
動
弁
装
置
 

バ
ル
ブ
レ
バ
ー
の
破
損
 

軸
受
強
度
 

－
 

該
当
な
し
 

ブ
ッ
シ
ュ
ロ
ッ
ド
の
曲
が
り
 

ブ
ッ
シ
ュ
ロ
ッ
ド
強
度
 

－
 

該
当
な
し
 

バ
ル
ブ
レ
バ
ー
の
破
損
 

バ
ル
ブ
レ
バ
ー
の
強
度
 

－
 

該
当
な
し
 

地
震

慣
性

力
に

よ
る

弁
の

誤

開
閉
 

ブ
ッ
シ
ュ
ロ
ッ
ド
弁
 

－
 

該
当
な
し
 

7 
基
準
軸
受
 

基
準
軸
受
損
傷
 

軸
受
ハ
ウ
ジ
ン
グ
強
度
 

－
 

該
当
な
し
 

軸
受
強
度
 

－
 

該
当
な
し
 

8 
機
関
本
体
 

基
礎
ボ
ル
ト
折
損
 

基
礎
ボ
ル
ト
強
度
 

2-
(ⅰ

) 
減
速
機
取
付
ボ
ル
ト
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4
.3
.3
－
1
表
 
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
と
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
の
評
価

 

項
目
比
較
（
出
力
制
御
系
）

 

        

 
 

No
. 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
で
対
応
す
る
評
価
項
目
 

機
器
名
称
 

異
常
要
因
分
析
 

該
当
項
目
 

評
価
項
目
 

№
 

評
価
項
目
 

9 
ガ
バ
ナ
 

フ
ラ
イ
ウ
ェ
イ
ト
，
レ
バ
ー
の

移
動
 

ガ
バ
ナ
の
健
全
性
評
価
 

（
地

震
時

の
機

能
維

持
確

認
）
 

3-
(ⅱ

) 
燃
料
制
御
ユ
ニ
ッ
ト
，
燃
料
制
御
ユ
ニ
ッ
ト
ド
ラ
イ
バ
 

制
御
機
能
 

取
付
ボ
ル
ト
の
損
傷
 

3-
(ⅰ

) 
燃

料
制
御
ユ

ニ
ッ
ト
，

燃
料
制

御
ユ
ニ
ッ

ト
ド
ラ

イ

バ
，
燃
料
油
供
給
電
磁
弁

 取
付
ボ
ル
ト
 

ケ
ー
シ
ン
グ
の
破
損
 

－
 

該
当
な
し
 

10
 

ガ
バ

ナ
リ
ン

ク
及

び
燃
料

加
減
軸
 

燃
料
制
御
リ
ン
ク
の
誤
作
動
 

地
震
時
の
抵
抗
 

－
 

該
当
な
し
 

11
 

オ
ー

バ
ー
ス

ピ
ー

ド
ト
リ

ッ
プ
装
置
 

地
震
慣
性
力
に
よ
る
誤
作
動
 

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
ラ
ッ
ク
中
で

の
燃
料
加
減
軸
の
つ
か
え
有

無
 

3-
(ⅲ

) 
燃
料
制
御
ユ
ニ
ッ
ト
，
燃
料
油
供
給
電
磁
弁

 
弁
体
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第
4.

3.
3
－
1
表

 
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
と
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
の
評
価
項
目
比
較
（
始
動
空
気
系
，
燃
料
油
系
，
冷
却
水
系
）

 

No
. 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
で
対
応
す
る
評
価
項
目
 

機
器
名
称
 

異
常
要
因
分
析
 

該
当
項
目
 

評
価
項
目
 

№
 

評
価
項
目
 

始
動
空
気
系
 

12
 

始
動
弁
 

地
震
慣
性
力
に
よ
る
 

動
作
不
能
 

弁
棒
の
変
形
 

－
 

該
当
な
し
 

弁
棒
の
曲
げ
 

－
 

該
当
な
し

 

弁
の
誤
開
閉
 

－
 

該
当
な
し

 

13
 

過
給
機
 

取
付
ボ
ル
ト
の
損
傷
 

取
付
ボ
ル
ト
の
強
度
 

1-
(
ⅰ
) 

ケ
ー
シ
ン
グ
取
付
ボ
ル
ト
 

支
持
脚
の
損
傷
 

支
持
脚
の
強
度
 

－
 

該
当
な
し
 

ロ
ー
タ
の
損
傷
 

軸
と

ケ
ー

シ
ン

グ
の

ク
リ

ア
ラ
ン
ス
（
た
わ
み
）
 

1-
(
ⅲ
) 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
機
関
摺
動
部
（
軸
と
ケ
ー
シ
ン
グ
と
の

ク
リ
ア
ラ
ン
ス
）
 

軸
受
損
傷
 

軸
受
強
度
 

1-
(
ⅳ
) 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
機
関
軸
受
 

燃
料
油
系
 

14
 

燃
料
噴
射
 

ポ
ン
プ
 

取
付
ボ
ル
ト
の
損
傷
 

取
付
ボ
ル
ト
の
強
度
 

－
 

該
当
な
し

 

プ
ラ

ン
ジ

ャ
と

ロ
ー

ラ
ガ

イ

ド
の
追
従
不
能
 

押
付
け
力
評
価
 

－
 

該
当
な
し

 

冷
却
水
系
 

15
 

冷
却
水
 

ポ
ン
プ
 

取
付
ボ
ル
ト
折
損
 

取
付
ボ
ル
ト
の
強
度
 

－
 

該
当
な
し

 

軸
受
荷
重
過
大
 

軸
受
強
度
 

－
 

該
当
な
し

 

イ
ン

ペ
ラ

と
ケ

ー
シ

ン
グ

の
ク
リ
ア
ラ
ン
ス
 

－
 

該
当
な
し
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第
4
.3
.3
－

1
表

 
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
と
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
の
評
価
項
目
比
較
（
潤
滑
油
系
）

 

No
. 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
で
対
応
す
る
評
価
項
目
 

機
器
名
称
 

異
常
要
因
分
析
 

該
当
項
目
 

評
価
項
目
 

№
 

評
価
項
目
 

潤
滑
油
系
 

16
 

潤
滑
油
 

ポ
ン
プ
 

取
付
ボ
ル
ト
折
損
 

取
付
ボ
ル
ト
の
強
度
 

9-
(ⅰ

) 
主
燃
料
油
ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

12
-(
ⅰ
) 

潤
滑
油
ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

軸
受
荷
重
過
大
 

軸
受
強
度
 

9-
(ⅲ

) 
主
燃
料
油
ポ
ン
プ
軸
受
 

12
-(
ⅲ
) 

潤
滑
油
ポ
ン
プ
軸
受
 

軸
と

ケ
ー

シ
ン

グ
の

ク
リ

ア
ラ
ン
ス
 

9-
(ⅱ

) 
主
燃
料
油
ポ
ン
プ
摺
動
部
（
軸
と
ケ
ー
シ
ン
グ
の
ク
リ

ア
ラ
ン
ス
）
 

12
-(
ⅱ
) 

潤
滑
油
ポ
ン
プ
摺
動
部
（
軸
と
ケ
ー
シ
ン
グ
の
ク
リ
ア

ラ
ン
ス
）
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4.3.4 耐特委で検討されたポンプ駆動用タービンの地震時異常要因分析による

基本評価項目 

新たな検討が必要な設備として抽出されたガスタービン発電機の基本

評価項目の検討において，公知化された検討として参考とする耐特委での

ポンプ駆動用タービンの地震時異常要因分析図を第 4.3.4－1 図に，地震

時異常要因分析図から抽出されるポンプ駆動用タービン（タービン本体部

分）の基本評価項目とこれに対応するガスタービン発電機における類似評

価項目を第 4.3.4－1表に示す。 

ガスタービン発電機に属する機器のうちポンプ駆動用タービン（タービ

ン本体部分）と類似性を有する機器については，異常要因分析に基づいて

抽出された評価項目においても類似性を有していることが確認できる。ま

た，異常要因分析の考え方についても，異常要因分析結果との類似性が確

認できる。 

以上より，ガスタービン発電機のうち，ポンプ駆動用タービン（タービ

ン本体部分）と類似性を有する評価項目が網羅的に抽出されていることが

確認された。 
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第 4.3.4－1図 ポンプ駆動用タービンの異常要因分析図 

1-（ⅰ） 

 

1-（ⅳ） 

 

1-（ⅲ） 

 

 

：ポンプ駆動用タービンのうちタービン本体の項目 

：ガスタービンとの類似評価項目 

4条－別紙15－59

284



 

第
4.
3.
4
－

1
表

 
ポ
ン
プ
駆
動
用
タ
ー
ビ
ン
と
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
の
評
価
項
目
比
較

 

No
. 

ポ
ン
プ
駆
動
用
タ
ー
ビ
ン
（
タ
ー
ビ
ン
本
体
部
分
）
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
で
対
応
す
る
評
価
項
目
 

機
器
名
称
 

異
常
要
因
分
析
 

該
当
項
目
 

評
価
項
目
 

№
 

評
価
項
目
 

1 
ケ
ー
シ
ン
グ
 

基
礎
ボ
ル
ト
損
傷
 

基
礎
ボ
ル
ト
強
度
 

1-
(ⅰ

) 
ケ
ー
シ
ン
グ
取
付
ボ
ル
ト
 

2 
軸
系
 

軸
損
傷
 

ロ
ー
タ
変
位
 

1-
(ⅲ

) 
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
機
関
摺
動
部
（
軸
と
ケ
ー
シ
ン
グ
と
の

ク
リ
ア
ラ
ン
ス
）
 

ロ
ー
タ
損
傷
 

軸
受
損
傷
 

軸
受
強
度
 

1-
(ⅳ

) 
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
機
関
軸
受
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4.3.5 ガスタービン発電機の基本評価項目の検討 

ガスタービン発電機は高温高圧の燃焼ガスによる熱的荷重，高速回転に

よる遠心力に十分耐えられる材料，構造，強度を有しており，地震加速度

による影響は小さいと考えられることから，前項までの検討結果を踏まえ

た異常要因分析図から抽出された基本評価項目に対し，動的機能維持評価

における評価対象部位を選定した。選定結果を第 4.3.5－1表に示す。 
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第 4.3.5－1表 ガスタービンの動的機能維持評価における 

  評価対象部位の選定結果(1/7) 

No. 基本評価項目 
評価 

対象 
理 由 

1-(ⅰ) ケーシング取付ボルト × 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

1-(ⅱ) 燃焼器取付ボルト × 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

1-(ⅲ) 

ガスタービン機関摺動

部（軸とケーシングとの

クリアランス） 

○ 

ガスタービンの軸及びケーシングは十

分剛な構造であり，地震による変形量は

軽微であるが，軸とケーシング間のクリ

アランスもわずかであること，軸とケー

シングの接触に伴う軸損傷が運転に及

ぼす影響が大きいことから評価対象部

位として選定した。 
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第 4.3.5－1表 ガスタービンの動的機能維持評価における 

  評価対象部位の選定結果(2/7) 

No. 基本評価項目 
評価 

対象 
理 由 

1-(ⅳ) ガスタービン機関軸受 ○ 

ガスタービン（機関）の軸は他の動的機

器と比べても高速回転（18，000rpm）で

あり，軸受部は軸の回転を支持する動的

機能維持上重要な部位である。また，軸

受の損傷は機関全体の重大な損傷につ

ながる可能性がある。ガスタービン（機

関）の軸受は，ガスタービン及びガスタ

ービン付き機器で使用されている軸受

の中で，ガスタービン（減速機）の一部

の軸受を除いて裕度が小さい。ここで，

ガスタービン（減速機）の軸受のうち，

運転時に加わる機械荷重が支配的とな

る軸受については，ガスタービン（機関）

の軸受と比較して地震荷重の寄与分に

対する強度上の裕度（＝（許容値－運転

時荷重）／地震のみの荷重）が大きいこ

とが確認されている。一方，地震荷重が

支配的となる軸受については，ガスター

ビン（機関）の軸受と比較して耐震裕度

が大きいことが確認されている。したが

って，異常発生時の影響の大きさも考慮

して，耐震評価上より厳しいと考えられ

るガスタービン（機関）の軸受を評価対

象部位として選定した。 

2-(ⅰ) 減速機取付ボルト ○ 

減速機取付ボルトは，ガスタービン及び

ガスタービン付き機器の重量を支える

ボルトであり，ガスタービン及びガスタ

ービン付き機器で使用されている取付

ボルトの中で転倒モーメントが大きく，

裕度が小さいため，本取付ボルトを評価

対象部位として選定した。 
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第 4.3.5－1表 ガスタービンの動的機能維持評価における 

  評価対象部位の選定結果(3/7) 

No. 基本評価項目 
評価 

対象 
理 由 

2-(ⅱ) 
減速機摺動部（軸とケー

シングのクリアランス） 
× 

ガスタービン（減速機）の軸は，歯車の

両側近傍に軸受を有した構造であり，ガ

スタービン（機関）の軸と比較して軸受

間距離が短く，たわみ発生量が小さい。

また，クリアランスはガスタービン（機

関）と比較して大きい傾向にあり，最狭

部でも同程度である。したがって，ガス

タービン（機関）の軸とケーシングを代

表評価部位とし，減速機取付ボルトにつ

いては評価対象外とした。 

2-(ⅲ) 減速機歯車 × 

ガスタービン（減速機）の歯元曲げ応力

を支配するのは運転時に加わる機械荷

重であり，地震により加わる荷重は十分

小さく，耐震性を有していることが確認

されていることから，評価対象外とし

た。（非常用ディーゼル発電機のギヤリ

ングと同様の整理。） 

2-(ⅳ) 減速機軸受 × 

ガスタービン（減速機）の軸受は，耐震

評価上より厳しいと考えられるガスタ

ービン（機関）の軸受を代表評価部位と

するため，減速機取付ボルトについては

評価対象外とした。 

3-(ⅰ) 

燃料制御ユニット，燃料

制御ユニットドライバ，

燃料油供給電磁弁 取付

ボルト 

× 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

3-(ⅱ) 

燃料制御ユニット，燃料

制御ユニットドライバ 

制御機能 

○ 

高速回転機器であるガスタービンの回

転数を制御する装置であり，回転の機能

維持上重要であることから選定した。 

3-(ⅲ) 
燃料制御ユニット，燃料

油供給電磁弁 弁体 
× 

弁体のばね力評価については，ばね力を

打ち消す地震による慣性力が弁体等の

重量に比例するが，比較的軽量であり，

その影響は軽微であることから，評価対

象外とした。 
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第 4.3.5－1表 ガスタービンの動的機能維持評価における 

  評価対象部位の選定結果(4/7) 

No. 基本評価項目 
評価 

対象 
理 由 

4-(ⅰ) 
回転速度センサー 取付

ボルト 
× 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

4-(ⅱ) 回転速度センサー × 

回転速度センサーは，下記理由により取

付部の健全性を確認することで，電気的

機能維持を確保できるため，評価対象外

とした。 

①回転速度センサーには電磁ピックア

ップ式センサーが用いられており動

作部がない。 

②軽量かつ単純構造であり，地震力によ

り発生する荷重が小さく，構造強度に

ついて十分な裕度を持っている。 

③ＪＥＡＧ４６０１－1987の電気計装

機器のうち，剛体と見なせる器具に該

当すると考えられ，構造健全性が保た

れている限り，その機能が失われるこ

とはないと考えられる。 

5-(ⅰ) 
排気温度センサー 取付

ボルト 
× 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

5-(ⅱ) 排気温度センサー × 

排気温度センサーは，下記理由により取

付部の健全性を確認することで，電気的

機能維持を確保できるため，評価対象外

とした。 

①排気温度センサーにはシース熱電対

が用いられており動作部がない。 

②軽量かつ単純構造であり，地震力によ

り発生する荷重が小さく，構造強度に

ついて十分な裕度を持っている。 

③ＪＥＡＧ４６０１－1987の電気計装

機器のうち，剛体と見なせる器具に該

当すると考えられ，構造健全性が保た

れている限り，その機能が失われるこ

とはないと考えられる。 

4条－別紙15－65

290



 

第 4.3.5－1表 ガスタービンの動的機能維持評価における 

  評価対象部位の選定結果(5/7) 

No. 基本評価項目 
評価 

対象 
理 由 

6-(ⅰ) 点火プラグ 取付ボルト × 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

6-(ⅱ) 点火プラグ × 

点火プラグは，下記理由により，取付部

の健全性を確認することで，電気的機能

維持を確保できるため，評価対象外とし

た。 

①点火プラグにはスパークプラグが用

いられており動作部がない。 

②軽量かつ単純構造であり，地震力によ

り発生する荷重が小さく，構造強度に

ついて十分な裕度を持っている。 

③ＪＥＡＧ４６０１－1987の電気計装

機器のうち，剛体と見なせる器具に該

当すると考えられ，構造健全性が保た

れている限り，その機能が失われるこ

とはないと考えられる。 

7-(ⅰ) 
点火エキサイタ 取付ボ

ルト 
× 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

7-(ⅱ) 点火エキサイタ × 

点火エキサイタは，下記理由により，取

付部の健全性を確認することで，電気的

機能維持を確保できるため，評価対象外

とした。 

①点火エキサイタには Capacitor 

Discharge Ignition方式の点火装置が

用いられており動作部がない。 

②軽量かつ単純構造であり，地震力によ

り発生する荷重が小さく，構造強度に

ついて十分な裕度を持っている。 

③ＪＥＡＧ４６０１－1987の電気計装

機器のうち，剛体と見なせる器具に該

当すると考えられ，構造健全性が保た

れている限り，その機能が失われるこ

とはないと考えられる。 
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第 4.3.5－1表 ガスタービンの動的機能維持評価における 

  評価対象部位の選定結果(6/7) 

No. 基本評価項目 
評価 

対象 
理 由 

8-(ⅰ) 
スタータモータ取付ボ

ルト 
× 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

8-(ⅱ) 

スタータモータ摺動部

（軸とケーシングのク

リアランス） 

× 

ガスタービン付きポンプはガスタービ

ン（機関）に比べて小型軽量であり，軸

に発生する応力が比較的小さいことか

ら，評価対象外とした。 

8-(ⅲ) スタータモータ軸受 × 
ガスタービン（機関）の軸受に対して裕

度が大きいため，評価対象外とした。 

9-(ⅰ) 
主燃料油ポンプ取付ボ

ルト 
× 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

9-(ⅱ) 

主燃料油ポンプ摺動部

（軸とケーシングのク

リアランス） 

× 

ガスタービン付きポンプはガスタービ

ン（機関）に比べて小型軽量であり，軸

に発生する応力が比較的小さいことか

ら，評価対象外とした。 

9-(ⅲ) 主燃料油ポンプ軸受 × 
ガスタービン（機関）の軸受に対して裕

度が大きいため，評価対象外とした。 

10-(ⅰ) 
始動用燃料油ポンプ取

付ボルト 
× 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

10-(ⅱ) 

始動用燃料油ポンプ摺

動部（軸とケーシングの

クリアランス） 

× 

ガスタービン付きポンプはガスタービ

ン（機関）に比べて小型軽量であり，軸

に発生する応力が比較的小さいことか

ら，評価対象外とした。 

10-(ⅲ) 
始動用燃料油ポンプ軸

受 
× 

ガスタービン（機関）の軸受に対して裕

度が大きいため，評価対象外とした。 

11-(ⅰ) 
始動用燃料油ポンプ用

モータ取付ボルト 
× 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

11-(ⅱ) 

始動用燃料油ポンプ用

モータ 摺動部（軸とケー

シングのクリアランス） 

× 

ガスタービン付きポンプはガスタービ

ン（機関）に比べて小型軽量であり，軸

に発生する応力が比較的小さいことか

ら，評価対象外とした。 

 

4条－別紙15－67

292



 

第 4.3.5－1表 ガスタービンの動的機能維持評価における 

  評価対象部位の選定結果(7/7) 

No. 基本評価項目 
評価 

対象 
理 由 

11-(ⅲ) 
始動用燃料油ポンプ用

モータ 軸受 
× 

ガスタービン（機関）の軸受に対して裕

度が大きいため，評価対象外とした。 

12-(ⅰ) 
潤滑油ポンプ取付ボル

ト 
× 

取付ボルトについては，減速機取付ボル

トに対して裕度が大きいため，評価対象

外とした。 

12-(ⅱ) 

潤滑油ポンプ摺動部（軸

とケーシングのクリア

ランス） 

× 

ガスタービン付きポンプはガスタービ

ン（機関）に比べて小型軽量であり，軸

に発生する応力が比較的小さいことか

ら，評価対象外とした。 

12-(ⅲ) 潤滑油ポンプ軸受 × 
ガスタービン（機関）の軸受に対して裕

度が大きいため，評価対象外とした。 
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4.3.6 ガスタービン発電機の動的機能維持評価項目の検討結果 

島根２号炉における規格適用外の動的機能維持が必要な設備のうち，新

たな検討が必要な設備であるガスタービンについて，耐特委での非常用デ

ィーゼル発電機及びポンプ駆動用タービンにおける検討結果を参考に，構

造の違いを踏まえた上で地震時異常要因分析を行い，動的機能維持を確認

するための基本評価項目の抽出を行った。また，抽出した基本評価項目に

対し，ガスタービン発電機の動的機能維持評価における評価対象部位を選

定した。 

以上の検討結果から，島根２号炉のガスタービン発電機における動的機

能維持評価の評価項目については第 4.3.6－1 表に整理し，抽出された評

価項目に対して耐震評価を実施する。 
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第 4.3.6－1表 島根２号炉のガスタービンにおける動的機能維持評価の 

評価項目の検討結果(1/2) 

№ 評価項目 評価内容 

Ⅰ ガスタービン機関摺動部

（軸とケーシングとのク

リアランス） 

ガスタービンとポンプ駆動用タービンは，回転

機器として同様な軸系の構造を有しており，ケ

ーシング，軸系とも剛性が高いことから類似構

造であると言える。したがって，ガスタービン

の軸とケーシングのクリアランスも，ＪＥＡＧ

４６０１に示されるポンプ駆動用タービンの荷

重条件を用いて軸の変位量を評価する。 

なお，両端を軸受で支持された軸のたわみ量の

算出において，軸受自体の剛性による変位は数

十μm 程度と十分小さく，軸とケーシングとの

クリアランスを評価する上では有意とはならな

いため考慮は不要と判断している。一方，軸受

による軸の支持条件は単純支持として，軸のた

わみ量が大きくなるよう保守的に評価する。 

Ⅱ ガスタービン機関軸受 ガスタービンとポンプ駆動用タービンは，回転

機器として同様な軸系の構造を有しており，ケ

ーシング，軸系とも剛性が高いことから類似構

造であると言える。したがって，ガスタービン

の軸受も，ＪＥＡＧ４６０１に示されるポンプ

駆動用タービンにおける軸受の評価方法を適用

可能であるが，ここでは軸受荷重の許容値がメ

ーカ規定の基本静定格荷重（メーカ保証値）で

設定されていることから，ＪＩＳ（ＪＩＳ Ｂ 

1519－2009）に基づくメーカ規定の計算式（ガ

スタービン回転軸に地震力や運転中のスラスト

荷重が作用することにより軸受に発生する静等

価荷重）にて評価する。 

軸受強度は，軸受の剛性に関わりなく軸受に作

用する荷重が許容される荷重以下であることで

評価される。 
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第 4.3.6－1表 島根２号炉のガスタービンにおける動的機能維持評価の 

評価項目の検討結果(2/2) 

№ 評価項目 評価内容 

Ⅲ 減速機取付ボルト ガスタービンと非常用ディーゼル発電機はいず

れも剛性の高い設備であり，1 質点系モデルに

置き換えることが可能である。したがって，減

速機取付ボルトも，非常用ディーゼル発電機と

同様に 1質点系モデルにより評価する。 

Ⅳ 燃料制御ユニット，燃料制

御ユニットドライバ 制御

機能 

燃料制御ユニットは解析による評価が困難であ

るため，実機を加振試験することにより電気的

機能維持の確認を行う。加振試験により燃料制

御ユニットの評価用加速度が機能確認済加速度

以下となることを確認する。 
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5. 詳細検討が必要な設備における動的機能維持の検討方針 

評価用加速度が機能確認済加速度を超えた場合の検討については，ＪＥＡＧ４

６０１及び耐特委報告書にて，動的機能維持の評価上必要な基本評価項目が地震

時異常要因分析に基づき選定されている（第 5－1表）。 

機能維持評価に当たっては，技術基準規則解釈等の改正を踏まえて，基本評価

項目に対して，必要な評価項目を選定し，その妥当性を示した上で検討を実施す

る。なお，詳細設計段階において，弁の応答加速度（評価用加速度）が機能確認

済加速度を超える場合，ＪＥＡＧ４６０１に基づき詳細検討を実施する。 

  

4条－別紙15－72

297



 

第 5－ 1 表  各設備における基本評価項目 (1/2) 

詳細検討が必要な設備  機種／形式  基本評価項目  

・原子炉補機海水ポンプ  

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ  

立形ポンプ／

斜流式  

①基礎ボルト，取付ボルト  

②ディスチャージケーシング  

③バレル  

④コラム  

⑤軸受  

⑥軸  

⑦冷却水配管  

⑧メカニカルシール熱交換器  

⑨電動機  

・燃料プール冷却ポンプ  

横形ポンプ／

単段遠心式  

①基礎ボルト  

②支持脚  

③摺動部（ライナーリング部） 

④軸  

⑤メカニカルシール  

⑥軸受  

⑦電動機  

⑧軸継手  

⑨ケーシングノズル部  

⑩冷却水配管  

・ほう酸水注入ポンプ  

往 復 動 式 ポ ン

プ／ 横 形 3 連

往復動式  

①基礎ボルト  

②ポンプ本体取付ボルト  

③クランク軸軸受  

④コネクティングロッド軸受  

⑤クロスヘッドガイド摺動部  

⑥バルブシート面  

⑦吸込・吐出ノズル  

⑧減速機取付ボルト  

⑨歯車軸軸受  

⑩歯車  

⑪電動機  

⑫軸継手  

⑬油配管  
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第 5－ 1 表  各設備における基本評価項目 (2/2) 

詳細検討が必要な設備  機種／形式  基本評価項目  

・燃料プール冷却ポンプ用電動機  

・原子炉補機海水ポンプ用電動機  

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ  

用電動機  

・ほう酸水注入ポンプ用電動機  

・非常用ガス処理系排風機用電動機  

・可燃性ガス濃度制御系再結合装置  

ブロワ用電動機  

電 動 機 ／ 横 形

ころがり軸受，

立 形 こ ろ が り

軸受  

①端子箱  

②フレーム  

③基礎ボルト，取付ボルト  

④固定子  

⑤軸（回転子）  

⑥軸受  

⑦固定子と回転子のクリア  

ランス  

⑧軸継手  

・非常用ガス処理系排風機  

・可燃性ガス濃度制御系再結合装置  

ブロワ  

フ ァ ン ／ 遠 心

直結型  

①ケーシング  

②ケーシング取付ボルト  

③軸  

④軸受  

⑤軸受取付ボルト  

⑥インペラ  

⑦ベローズ  

⑧軸継手  

⑨メカニカルシール  

⑩電動機取付ボルト  

⑪電動機  

⑫基礎ボルト  

⑬フレキシブルダクト継手  
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6. 加振試験が必要な設備における動的機能維持評価の検討

高圧原子炉代替注水ポンプは，海外メーカー製であり，異常要因分析や基本評

価項目の抽出が容易ではないことから，加振試験による評価を実施する。高圧原

子炉代替注水ポンプの構造概要を第 6－1図に示すとともに，加振試験の内容を

添付資料１に示す。また，加振試験結果より設定した機能確認済加速度と島根２

号炉高圧原子炉代替注水ポンプの動的機能維持における評価用加速度の比較を

第 6－1表に示す。 

第 6－1図 高圧原子炉代替注水ポンプの構造概要図 

第 6－1表 島根２号炉高圧原子炉代替注水ポンプ評価用加速度と 

機能確認済加速度の比較 

島根２号炉 

高圧原子炉代替注水ポンプ 

評価用加速度注 1

 [G] 

加振試験により確認された 

機能確認済加速度 

 [G] 

水平：0.81 

鉛直：0.58 

注１：評価用加速度は，暫定値であり今後設計進捗により変更の可能性がある。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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7. 弁の動的機能維持評価に用いる配管系の応答値について 

技術基準規則解釈等の改正を踏まえて，島根２号炉の配管系に設置される弁の

機能維持評価に適用する加速度値の算定方針について，規格基準に基づく設計手

順を整理し，比較することにより示す。規格基準に基づく手法としてＪＥＡＧ４

６０１の当該記載部の抜粋を第 7－1図に示す。 

 

(1) 規格基準に基づく設計手順の整理 

ＪＥＡＧ４６０１において，弁の動的機能維持評価に用いる弁駆動部の応

答加速度の算定方針が示されている。配管系の固有値が剛と判断される場合

は最大加速度（ＺＰＡ）を用いること。また，柔の場合は設計用床応答スペ

クトルを入力とした配管系のスペクトルモーダル解析を行い，算出された弁

駆動部での応答加速度を用いることにより，弁の動的機能維持評価を実施す

ることとされている。 

 

 (2) 今回工認における島根２号炉の設計手順 

今回工認における島根２号炉の弁駆動部での応答加速度値の設定は，上記

ＪＥＡＧ４６０１の規定に加えて，一定の余裕を見込み評価を実施する方針

とする。 

 

   ａ．剛の場合 

配管系が剛な場合は，最大加速度に一定の裕度を考慮し，1.2倍した値（1.2

ＺＰＡ）を弁駆動部の応答加速度を算出し，機能維持評価を実施する。 

 

   ｂ．柔の場合 

配管系の固有値が柔の場合は，ＪＥＡＧ４６０１の手順と同様にスペクト

ルモーダル解析を行い，弁駆動部の応答加速度を算出した値に加えて，剛領

域の振動モードの影響を考慮する観点から 1.2倍した最大加速度（1.2ＺＰＡ）

による弁駆動部の応答加速度を算定し，いずれか大きい加速度を用いて機能

維持評価を行う方針とする。 

 

また，弁駆動部の応答加速度の算定に用いる配管系のスペクトルモーダル

解析において，剛領域の振動モードの影響により応答加速度の増加が考えら

れる場合には，剛領域の振動モードの影響を考慮するため，高周波数域の振

動モードまで考慮した地震応答解析を行う。地震応答解析に用いる 20Hz 以

上（周期 0.05s 以下）の高振動数領域を考慮した床応答スペクトルは，従来

から適用している 20Hz 以下（周期 0.05s 以上）の床応答スペクトルの作成

方法と同様に，建物や連成解析から得られた応答加速度時刻歴を用いて算出

し，周期軸方向に拡幅して設定する。弁の動的機能維持評価に適用する床応

答スペクトルのイメージを第 7－2図に示す。  
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弁の機能維持評価における規格基準に基づく耐震設計手順及び島根２号炉

の耐震設計手順の比較を第 7－1表に示す。 

第 7－1表に示すとおり，島根２号炉における弁の機能維持評価に用いる加

速度値としては，規格基準に基づく設定方法に比べて一定の裕度を見込んだ

値としている。 

 

 

 

第 7－1 表 弁の動的機能維持評価の耐震設計手順の比較 

配管系の 

固有値 
ＪＥＡＧ４６０１ 島根２号炉 

剛の場合 最大応答加速度（1.0ＺＰＡ）を適用す

る。 

最大応答加速度を 1.2 倍した値（1.2

ＺＰＡ）を適用する。 

柔の場合 スペクトルモーダル解析により算出し

た弁駆動部の応答を適用する。 

スペクトルモーダル解析により算出し

た弁駆動部の応答注１又は最大応答加

速度を 1.2倍した値（1.2ＺＰＡ）のい

ずれか大きい方を適用する。 

注１：高周波数領域の振動モードまで考慮した地震応答解析を行う。 

 

 

 

 

第 7－1 図 ＪＥＡＧ４６０１-1991抜粋 
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第 7－2 図 弁の動的機能維持評価に適用する床応答スペクトル（イメージ） 

  

 

固有周期 

応答 

加速度 

0.05秒 

1.0ZPA 

 

建物や連成解析から得られた応答加速度時刻歴 

による床応答スペクトル 

周期軸方向に拡幅(±10％) 

した床応答スペクトル 
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別表 1 検討対象設備の抽出結果(1/4) 

 

 

機種名
形式

（適用範囲）
設備容量

適用性
○：適用可
×：適用外

方向
評価用

加速度注１

機能確認済
加速度

水平 1.46
3.2（軸直角方向）
1.4（軸方向）

鉛直 1.44 1.0

水平 1.46 4.7

鉛直 1.44 1.0

－ － ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

原子炉再循環ポンプ 無 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

－ － ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

－ － ― ― ― ― ― ― － ― ― ―

水平 0.81 10.0

鉛直 0.58 1.0

水平 0.81 2.5

鉛直 0.58 1.0

水平 0.81 10.0

鉛直 0.58 1.0

水平 0.81 2.5

鉛直 0.58 1.0

水平 0.81 10.0

鉛直 0.58 1.0

水平 0.81 2.5

鉛直 0.58 1.0

水平 － －

鉛直 － －

水平 －
3.2（軸直角方向）
1.4（軸方向）

鉛直 － 1.0

水平 － 4.7

鉛直 － 1.0

水平 0.81
3.2（軸直角方向）
1.4（軸方向）

鉛直 0.58 1.0

水平 0.81 2.4

鉛直 0.58 1.0

水平 0.92
3.2（軸直角方向）
1.4（軸方向）

鉛直 0.97 1.0

水平 0.92 4.7

鉛直 0.97 1.0

水平 1.42 10.0

鉛直 1.34 1.0

水平 1.42 2.5

鉛直 1.34 1.0

備考

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設

使用済燃料貯蔵設備

使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備

燃料プール冷却系

燃料プール冷却ポンプ 有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

施設区分／設備名称 動的機能維持要求の有無
動的機能維持
の確認方法

評価用加速度がＡｔ超過時の評
価方法がＪＥＡＧに規定されてい
るか
　　　　○：規定されている
　　　　×：規定されていない
　　　　－：対象外

機能確認済加速度（Ａｔ）との比較

198m3/h

110kW

ＪＥＡＧ４６０１適用性確認

燃料プールスプレイ系

その他の核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設

原子炉冷却系統施設

原子炉冷却材再循環設備

原子炉再循環系

原子炉冷却材の循環設備

× 横形ポンプ
単段遠心式

（～2400m3/h）

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

○

○

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
立形すべり軸受
（～2700kW）

主蒸気系

給水系

残留熱除去設備

残留熱除去系

残留熱除去ポンプ 有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 1218m3/h

560kw

○

○

高圧炉心スプレイポンプ 有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 立形ポンプ
ピットバレル形

（～1800m3/h）

立形ポンプ
ピットバレル形

（～1800m3/h）

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
立形すべり軸受
（～2700kW）

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

高圧炉心スプレイ系

1342m3/h

2380kw

○

○

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
立形すべり軸受
（～2700kW）

低圧炉心スプレイ系

低圧炉心スプレイポンプ 有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 立形ポンプ
ピットバレル形

（～1800m3/h）
1164m3/h

910kw

○

○

高圧原子炉代替注水系

高圧原子炉代替注水ポンプ 有
加振試験
による確認

－ － －

・設備の構造が
JEAG4601適用外
のため，加振試験
を実施する。

―

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

低圧原子炉代替注水系

低圧原子炉代替注水ポンプ 有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 横形ポンプ
多段遠心式

（～700m3/h）
230 m3/h

210 kW

○

○
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

550 kW ○

原子炉冷却材補給設備

原子炉隔離時冷却系

原子炉隔離時冷却ポンプ 有
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 横形ポンプ
多段遠心式

（～700m3/h）
99 m3/h ○

ＲＣＩＣポンプ用
（プラント出力等によ
る構造，寸法の違い
はほとんどない。）

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

2040 m3/h

410 kW

原子炉補機冷却設備

原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系

原子炉補機冷却水ポンプ 有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 横形ポンプ
単段遠心式

（～2400m3/h）
1680 m3/h

360 kW

○

○
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

立形ポンプ
斜流式

（～7600m3/h）

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

○

○

―

原子炉補機海水ポンプ 有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
立形ころがり軸受
（～1300kW）

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動
用蒸気タービン

有
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×
ポンプ駆動用
タービン
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別表 1 検討対象設備の抽出結果(2/4) 

 

  

機種名
形式

（適用範囲）
設備容量

適用性
○：適用可
×：適用外

方向
評価用

加速度注１

機能確認済
加速度

水平 0.88
3.2（軸直角方向）
1.4（軸方向）

鉛直 0.64 1.0

水平 0.88 4.7

鉛直 0.64 1.0

水平 1.42 10.0

鉛直 1.34 1.0

水平 1.42 2.5

鉛直 1.34 1.0

－ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

－ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

水平
評価用変位

35.0 mm
確認済変位

40.0 mm

鉛直

－ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

水平 1.17 1.6

鉛直 1.49 1.0

水平 1.17 4.7

鉛直 1.49 1.0

水平 1.10 2.3

鉛直 0.93 1.0

水平 1.10 4.7

鉛直 0.93 1.0

水平 1.10 2.3

鉛直 0.93 1.0

水平 1.10 4.7

鉛直 0.93 1.0

－ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

－ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

－ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

－ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

水平 0.81
3.2（軸直角方向）
1.4（軸方向）

鉛直 0.58 1.0

水平 0.81 4.7

鉛直 0.58 1.0

施設区分／設備名称 動的機能維持要求の有無
動的機能維持
の確認方法

評価用加速度がＡｔ超過時の評
価方法がＪＥＡＧに規定されてい
るか
　　　　○：規定されている
　　　　×：規定されていない
　　　　－：対象外

機能確認済加速度（Ａｔ）との比較

電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

高圧炉心スプレイ補機冷却系及び高圧炉心スプレイ補機海水系

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポ
ンプ

有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 横形ポンプ
単段遠心式

（～2400m3/h）
240 m3/h

37 kW

備考

ＪＥＡＧ４６０１適用性確認

○

○

高圧炉心スプレイ補機海水ポン
プ

有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×

立形ポンプ
斜流式

（～7600m3/h）

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
立形ころがり軸受
（～1300kW）

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

336 m3/h

75 kW

○

○

× 制御棒
ＢＷＲ

標準型式 詳細設計段階で鉛直方向地震
による影響を評価する

制御材駆動装置

原子炉補機代替冷却系

原子炉冷却材浄化設備

原子炉浄化系

計測制御系統施設

制御材

制御棒（地震時挿入性） 有
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

ＢＷＲ
標準型式

○

制御棒駆動水圧系

ほう酸水注入設備

ほう酸水注入系

9.72 m3/h

45 kW

○

○

ほう酸水注入ポンプ 有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 往復動式ポンプ
横形3連往復動式
（流量，吐出圧力等

ほぼ同一）

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

○

放射性廃棄物の廃棄施設

放射線管理施設

換気設備

中央制御室空調換気系

中央制御室送風機 有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×

180 kW

2000

m3/min

中央制御室非常用再循環送風
機

有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×

ファン
遠心直結型

（～2900m3/min）

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

ペデスタル代替注水系

残留熱代替除去系

残留熱代替除去ポンプ 有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 横形ポンプ
単段遠心式

（～2400m3/h）

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

150 m3/h

75 kW

○

○

原子炉格納容器スプレイ設備

格納容器代替スプレイ系

534 m3/min

30 kW

中央制御室空気供給系

緊急時対策所換気空調系

生体遮蔽装置

その他の放射線管理施設

原子炉格納施設

原子炉格納容器安全設備

ファン
遠心直結型

（～2900m3/min）

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

○

○

○
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別表 1 検討対象設備の抽出結果(3/4) 

 

  

機種名
形式

（適用範囲）
設備容量

適用性
○：適用可
×：適用外

方向
評価用

加速度注１

機能確認済
加速度

水平 1.17 2.3

鉛直 1.49 1.0

水平 1.17 4.7

鉛直 1.49 1.0

水平 1.17 2.6

鉛直 1.49 1.0

水平 1.17 4.7

鉛直 1.49 1.0

－ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

－ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

－ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

水平 0.88 1.1

鉛直 0.64 1.0

水平 0.88 1.8

鉛直 0.64 1.0

水平 0.88 2.6

鉛直 0.64 1.0

水平 － －

鉛直 － －

水平 1.22 4.7

鉛直 0.78 1.0

水平 0.88 1.1

鉛直 0.64 1.0

水平 0.88 1.8

鉛直 0.64 1.0

水平 0.88 2.6

鉛直 0.64 1.0

水平 － －

鉛直 － －

水平 1.22 4.7

鉛直 0.78 1.0

水平 － －

鉛直 － －

水平 1.47 4.7

鉛直 0.69 1.0

水平 － －

鉛直 － －

水平 0.96 4.7

鉛直 0.61 1.0

○4800kW

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×
中速形

ディーゼル機関
機関本体

（～15500kW）

高圧炉心スプレイ系ディーゼル
発電設備燃料移送ポンプ

有

新たな検討
による確認

横形ポンプ スクリュー式

ガスタービン発電機

ガスタービン発電機励磁装置及び保護継電装置

新たな検討
による確認

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 調速装置 UG形

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×
中速形

ディーゼル機関
機関本体

（～15500kW）
6150kW

有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

高圧炉心スプレイ系ディーゼル
発電設備ディーゼル機関及び
発電機

有

4 m3/h

2.2 kW

3480kW

非常用ディーゼル発電設備燃
料移送ポンプ

有

新たな検討
による確認

×

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機

電動機
横形すべり軸受
（～1400kW）

5840kW ○

UG形

4.25

m3/min

15 kW

○

○

○

○

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× ファン
遠心直結型

（～2900m3/min）

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×

可燃性ガス濃度制御系再結合
装置ブロワ

有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×

可燃性ガス濃度制御系

原子炉建物水素濃度抑制設備

窒素ガス代替注入系

原子炉格納容器調気設備

窒素ガス制御系

圧力逃がし装置

格納容器フィルタベント系

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

備考施設区分／設備名称 動的機能維持要求の有無
動的機能維持
の確認方法

評価用加速度がＡｔ超過時の評
価方法がＪＥＡＧに規定されてい
るか
　　　　○：規定されている
　　　　×：規定されていない
　　　　－：対象外

機能確認済加速度（Ａｔ）との比較

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備

非常用ガス処理系

74m3/min

ＪＥＡＧ４６０１適用性確認

○

○22 kW

非常用ガス処理系排風機 有

×
（該当型式
なし）

○電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

非常用電源設備

非常用発電装置

非常用ディーゼル発電設備

非常用ディーゼル発電設備励磁装置及び保護継電装置

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備

○

○

×
（該当型式
なし）

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形すべり軸受
（～1400kW）

横形ころがり軸受
（～950kW）

評価用加速度がＡｔ
超過のため詳細検
討を実施する。

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備励磁装置及び保護継電装置

横形ポンプ スクリュー式

型式がＪＥＡＧ４６０１
の適用対象外のた
め新たな検討を実
施する。

× 調速装置 UG形

その他発電用原子炉の附属施設

非常用ディーゼル発電設備
ディーゼル機関及び発電機

有

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

×

3200kW ○

4800kW

×

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

型式がＪＥＡＧ４６０１
の適用対象外のた
め新たな検討を実
施する。

UG形

4 m3/h

ガスタービン発電機用燃料移送
ポンプ

有

新たな検討
による確認

× 横形ポンプ スクリュー式

ガスタービン発電機

型式がＪＥＡＧ４６０１
の適用対象外のた
め新たな検討を実
施する。

4 m3/h

3.7 kW

ファン
遠心直結型

（～2900m3/min）

発電機の基本構造
は電動機と同一で
あることから，電動
機における機能確
認済加速度を適用
する。

発電機の基本構造
は電動機と同一で
あることから，電動
機における機能確
認済加速度を適用
する。

発電機の基本構造
は電動機と同一で
あることから，電動
機における機能確
認済加速度を適用
する。

ＪＥＡＧ４６０１
による確認

× 電動機
横形ころがり軸受
（～950kW）

型式がＪＥＡＧ４６０１
の適用対象外のた
め新たな検討を実
施する。

×
（該当型式
なし）

×
（該当型式
なし）

○

2.2 kW ○

× ガスタービン機関 機関本体
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別表 1 検討対象設備の抽出結果(4/4) 

 
注１：評価用加速度は，暫定値であり今後設計進捗により変更の可能性がある。 

注２：弁の確認結果については，詳細設計段階にて示す。 

機種名
形式

（適用範囲）
設備容量

適用性
○：適用可
×：適用外

方向
評価用

加速度注１

機能確認済
加速度

グローブ弁注２ 有
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

○ － － － － － － － －

ゲート弁注２ 有
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

○ － － － － － － － －

バタフライ弁注２ 有
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

○ － － － － － － － －

逆止弁注２ 有
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

○ － － － － － － － －

主蒸気隔離弁注２ 有
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

○ － － － － － － － －

安全弁注２ 有
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

○ － － － － － － － －

制御棒駆動系スクラム弁注２ 有
ＪＥＡＧ４６０１
による確認

○ － － － － － － － －

特殊弁

備考施設区分／設備名称 動的機能維持要求の有無
動的機能維持
の確認方法

評価用加速度がＡｔ超過時の評
価方法がＪＥＡＧに規定されてい
るか
　　　　○：規定されている
　　　　×：規定されていない
　　　　－：対象外

機能確認済加速度（Ａｔ）との比較ＪＥＡＧ４６０１適用性確認

弁

一般弁
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添付資料１ 

高圧原子炉代替注水ポンプの加振試験について 

高圧原子炉代替注水ポンプは横形のポンプであるが，原動機であるタービンと

一体構造となっており，ＪＥＡＧ４６０１における適用形式が異なることから，

機能確認済加速度を用いた評価とすることができない。そのため，機能確認済加

速度を設定することを目的とし，                                を用いて，

高圧原子炉代替注水ポンプに対する加振試験を実施した。加振試験の概要につい

て，以下に示す。 

1. 試験概要

高圧原子炉代替注水ポンプはタービンと一体構造であるため，ガバナ等の付

属品を含む形で試験を実施した。ポンプ断面イメージ図を第 1－1図に示す。 

試験方法としては振動特性把握試験を実施し固有振動数を求め，剛構造であ

ることを確認した後，機器の据付位置における評価用加速度を包絡する加振波

で加振試験を実施した。また，加振試験に加え，試験前後の性能比較及び試験後

に機器毎の部品に分解し目視検査を実施することで健全性を確認している。振

動試験装置外観を第 1－2図，加振台仕様を第 1－1表に示す。 

第 1－1 図 ポンプ断面イメージ図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1－2 図 振動試験装置外観 

第 1－1 表 加振台仕様 

寸法 

最大積載量 

運転周波数帯域 

2. 振動特性把握試験

2.1 試験条件 

ポンプに 3 軸加速度計を取付け，               までの範囲のランダム

波による各軸単独加振を実施し，応答加速度による周波数応答関数から固有周

期を求める。計測センサー取付位置を第 2.1－1 図に示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 2.1－1 図 計測センサー取付位置 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.2 試験結果 

試験結果として得られた周波数応答関数を第 2.2－1 図に，各軸方向の固有

振動数を第 2.2－1表に示す。第 2.2－1表より，各軸方向について剛構造と見

なせる固有周期 0.05 秒を十分に下回る結果が得られた。 

第 2.2－1 図 周波数応答関数 

第 2.2－1表 各軸方向の固有振動数 

方向 固有周期 [s] 固有振動数 [Hz] 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

応
答
倍
率

 

周波数(Hz) 

加振方向：Ｘ 

計測位置：Ａ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。
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3. 加振試験

3.1 試験条件 

加振試験における試験条件を第 3.1－1 表に，入力地震波の応答加速度スペ

クトルを第 3.1－1 図に示す。機器の固有周期は 0.05 秒を下回っており，剛

構造と見なせることから，機器据付位置における評価用加速度を包絡するよう

な加振波を生成し，加振試験を実施する。加振方向は水平（前後，左右）及び

鉛直方向の三軸同時加振とする。 

第 3.1－1表 加振試験条件 

項目 試験条件 

加振地震波 模擬地震波 

加振方向 水平２方向＋鉛直方向の３軸同時加振試験 

運転状態 停止中加振（満水状態） 

取付条件 振動台上に設置された台板にボルトにて取り付け 
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第 3.1－1 図 入力地震波の応答加速度スペクトル 

  

Ｙ方向 

Ｚ方向 
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Ｇ
）

 

固有振動数（Hz） 

Ｘ方向 

（減衰定数：1.0%） 

（減衰定数：1.0%） 

（減衰定数：1.0%） 
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3.2 試験結果 

以下について機器に異常のないことを確認し，本試験において加振台での最

大加速度を整数位で切り捨てた値を機能確認済加速度とした。 

(1) 漏えいのないこと。

(2) 構造上損傷のないこと。

(3) 加振中にガバナが 以上変位しないこと。 

(4) トリップ装置が誤作動しないこと。

(5) 動作試験として，加振試験前後の性能比較を実施し，機器の健全性な

らびに動作性に異常のないこと。

a. 高圧および低圧時における定格流量点で設計揚程の の範囲

にあること。

b. 高圧時による性能試験で，必要揚程を下回らないこと。

c. 高圧時による性能試験で，設定締切揚程を上回らないこと。

d. 正常にトリップ機能が動作すること

e. 漏えいのないこと

(6) 加振試験後に機器毎の部品に分解し，外観目視点検により損傷のない

こと。

加振試験における試験加速度と，島根２号炉高圧原子炉代替注水ポンプの動

的機能維持における評価用加速度の比較を第 3.2－1 表に示す。また，試験体

と島根２号炉高圧原子炉代替注水ポンプの主な仕様の比較を第 3.2－2 表に示

す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3.2－1表 試験加速度と島根２号炉高圧原子炉代替注水ポンプ 

評価用加速度の比較 

方向 

島根２号炉 

高圧原子炉代替注水ポンプ 

評価用加速度注 1

 [G] 

試験により確認された 

機能確認済加速度 

 [G] 

加振台加振試験時 

最大加速度 

 [G] 

Ｘ 0.81 

Ｙ 0.81 

Ｚ 0.58 

注１：評価用加速度は，暫定値であり今後設計進捗により変更の可能性がある。 

第 3.2－2 表 高圧原子炉代替注水ポンプの主な仕様の比較 

試験体 

島根２号炉 

高圧原子炉代替注水 

ポンプ 

外形寸法 

1430mm（長さ） 

940mm（幅） 

1285mm（高さ） 

1394mm（長さ） 

850mm（幅） 

1251.5mm（高さ） 

重量 3740kg 3280kg 

ポンプ 
種類 ターボ形

容量 136 m3/h 93 m3/h 

原動機 
種類 背圧式蒸気タービン 

出力 553kW 567kW 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考資料１ 

ガスタービン発電機の加振試験について 

 米国ＰＷＲ向けのガスタービン（以下「US-APWRガスタービン」という。）につ

いて，加振試験が実施されている[1]。 

 島根２号炉のガスタービンと US-APWR ガスタービンは類似の仕様であることか

ら，島根２号炉のガスタービン発電機に対する動的機能維持のための新たな検討

の補足として，US-APWR ガスタービンに対する加振試験の概要を示すとともに，

US-APWRガスタービンと島根２号炉のガスタービンの類似性を示す。 

1. US-APWRガスタービン加振試験

1.1 試験概要 

US-APWRガスタービンは，米国における電気設備の加振試験に関して規定さ

れている IEEE Std 344[2]に基づき試験が実施されている。実規模の試験におけ

る US-APWRガスタービンの構造概要を第 1.1－1図に示す。 

外

観 

構

造 

第 1.1－1図 US-APWR ガスタービンの構造概要 
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1.2 振動特性把握試験 

1.2.1 試験条件 

振動特性把握試験における試験条件を第 1.2.1－1 表に示す。水平（軸

方向，軸直方向）及び鉛直方向に対して、それぞれ 1～50Hz の振動数範囲

で加振レベル約 0.1 G の正弦波掃引加振を実施し，ガスタービンの固有振

動数を確認した。計測センサー取付位置を第 1.2.1－1 図に示す。 

第 1.2.1－1表 正弦波掃引加振の試験条件 

項目 試験条件 

掃引振動数 1～50Hz 

加振レベル 0.1G 

加振方向 水平（軸方向，軸直方向）及び鉛直方向単独 

第 1.2.1－1 図 計測センサー取付位置 
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1.2.2 試験結果 

試験結果として得られた周波数応答関数を第 1.2.2－1 図に，各軸方向

での固有振動数を第 1.2.2－1表に示す。第 1.2.2－1表より，ガスタービ

ンが剛構造であることを確認した。

第 1.2.2－1 図 周波数応答関数 

第 1.2.2－1表 各軸方向の固有振動数 
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1.3 加振試験 

1.3.1 試験条件 

加振試験における試験条件及び入力地震波の応答加速度スペクトルを

第 1.3.1－1表及び第 1.3.1－1 図に示す。 

 

第 1.3.1－1表 加振試験条件 

項目 試験条件 

試験体 US-APWRガスタービン（発電機部分を除く） 

加振地震波 模擬地震波 

加振方向 水平１方向＋鉛直方向の２軸同時加振試験 

運転状態 

・停止中加振 

・運転中加振 

・加振中起動 

取付条件 振動台上に設置された台板にボルトにて取り付け 

 

 

第 1.3.1－1 図 入力地震波の応答加速度スペクトル 
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1.3.2 試験結果 

US-APWR ガスタービンの試験結果を第 1.3.2－1表に示す。加振試験時及

び加振試験後において，ガスタービンの運転性能に異常は確認されず，

US-APWRガスタービンの機能確認済加速度として，水平方向：2.2Ｇ、鉛直

方向：3.1Ｇが得られた。 

 

第 1.3.2－1表 加振試験結果 

項目 試験結果 

最大 

加速度 

水平 ２．２Ｇ 

鉛直 ３．１Ｇ 

試験結果 

全ての運転状態（停止中加振，運転中加振，加振中起動）

において，ガスタービンの運転性能に異常のないことを確

認した。 

試験後確認 

試験後の確認運転において，ガスタービンの運転性能に異

常のないことを確認した。また，試験後の開放点検におい

ても，外観，寸法，構成部品の作動に異常のないことを確

認した。 

 

2. 島根２号炉のガスタービンと US-APWR ガスタービンの類似性 

US-APWRガスタービンと島根２号炉のガスタービンの主な仕様の比較を第 2－

1表に，ガスタービン機関の構造概要の比較を第 2－1図に示す。また，US-APWR

ガスタービン加振試験における試験加速度と，島根２号炉ガスタービンの動的機

能維持における評価用加速度の比較を第 2－2表に示す。 

第 2－1表及び第 2－1図の通り，US-APWRガスタービンと島根２号炉のガスタ

ービンは類似している。また，島根２号炉の評価用加速度を上回る加速度による

加振試験により健全性が確認されている。このため，島根２号炉のガスタービン

においても加振試験に対して同等の健全性を有すると考えられる。 
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第 2－1 表 ガスタービンの主な仕様の比較 

US-APWR ガスタービン 
島根２号炉 

ガスタービン 

型式 

エンジン基数

構造 

圧縮機 

タービン

燃焼器 

減速機 

外形寸法 

2877 mm(全長) 

2180 mm(幅) 

2275 mm(高さ) 

同左 

定格出力 

[発電機出力] 

5,625 kVA 

[4,500 kW] 

6,000 kVA 

[4,800 kW] 

電圧 6,900 V 同左 

周波数 60 Hz 同左 

回転数 
ガスタービン 

発電機 1,800 min-1 同左 

始動方式 空気始動方式 電気始動方式 
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US-APWRガスタービン 島根２号炉ガスタービン 

第 2－1 図 ガスタービン機関の構造概要の比較 

第 2－2 表 試験加速度と島根２号炉ガスタービン評価用加速度の比較 

US-APWR ガスタービンの

試験により確認された 

機能確認済加速度 

 [G] 

島根２号炉ガスタービン 

評価用加速度注１ 

 [G] 

水平：2.2 

鉛直：3.1 

水平：1.47 

鉛直：0.69 

注１：評価用加速度は，暫定値であり今後設計進捗により変更

の可能性がある。
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